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要旨 

 

近年，既存の推進装置よりも高い理論熱効率が得られる回転デトネーションエンジン

（Rotating Detonation Engine，RDE）が注目され，各国で活発に研究が行なわれている．RDE

の環状燃焼器では主に正に湾曲した気体デトネーション波が連続的に伝播するため，RDE

の作動の安定化のためにはその基本的な伝播特性の理解が重要である．本研究では，最初

に，気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可視化できる新たな手法である

Multi-frame Short-time Open-shutter Photography（MSOP）を開発し，内周壁面の曲率半径と流

路幅が周方向に一定である 2 次元湾曲流路を伝播する正に湾曲した気体デトネーション波

の伝播機構を明らかにした．内周壁面の曲率半径 ir が大きく，セル幅が小さい条件では，

気体デトネーション波は最終的にある一定の正に湾曲した形状に発達し，2 次元湾曲流路を

定常的に伝播する．このような定常的な伝播となる条件では，2 次元湾曲流路を伝播する気

体デトネーション波のセルは，内周壁面からの膨張波の影響により内周壁面の近傍で拡大

するが，拡大したセルから新たなセルが円滑に生成される．この機構によって正に湾曲し

た気体デトネーション波はある一定の湾曲形状をとって滑らかな波面を維持しながら伝播

する．続いて，2 次元湾曲流路を定常的に伝播する正に湾曲した気体デトネーション波の垂

直方向伝播速度 nD と波面の曲率 の関係を取得し，この関係によって引き起こされる波面

進展特性を明らかにした．Chapman−Jouguet 伝播速度 CJD で無次元化された nD とで無次元

化された の関係（ CJn / DD 関係）は， ir および を変化させても，  のみの関数で

ある 1 本の曲線で表され， の増加とともに CJn / DD は減少する． CJn / DD 関係は，可

燃性混合気の種類（C2H4+3O2，2H2+O2 および 2C2H2+5O2+7Ar）に殆ど依存しない．2 次元

湾曲流路における正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展は CJn / DD 関係に支

配され，このため波面進展は準定常・準 1 次元的となる． ir が一定の条件では， ir および

可燃性混合気の種類に依らず 2 次元湾曲流路における正に湾曲した気体デトネーション波

の波面進展の態様が等しくなり，波面形状が相似になる．最後に，正に湾曲した気体デト

ネーション波をモデル化し， CJn / DD 関係を理論的に得た．Yao and Stewartおよび Sharpe

が提唱している正に湾曲した気体デトネーション波の準定常・準１次元モデルを組み合せ，

実際の気体デトネーション波の基本的な特徴である反応誘導領域と反応領域から成る 2 段

構造，化学平衡，および化学反応速度の圧力（密度）依存性を網羅するモデルに拡張した．

本モデルにより得られた CJn / DD 関係は， CJn DD が の関数として 1 本の曲線で表さ

れ， の増加とともに CJn DD が減少することに関しては，本研究の実験結果と一致する．

この結果は，本モデルが CJn DD 関係の特徴について定性的に説明可能なモデルである

ことを示している． の増加によって正に湾曲した気体デトネーション波の内部の流体粒

子に減速効果が作用し，化学反応により生じるエネルギーは流体粒子の加速の他に，一部

がこの減速効果を打ち消すために消費される．ゆえに が増加すると CJn DD は減少する． 
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第 1 章  序論 

 

1.1.  気体デトネーション波の特徴 

1.1.1.  気体デトネーション波 

 可燃性混合気中を伝播する燃焼波には，未燃の可燃性混合気の音速よりも遅く伝播する

デフラグレーション波と，超音速（通常，伝播マッハ数は 5 ~ 7 程度）で伝播するデトネー

ション波がある．デフラグレーション波は化学反応によって生じた熱とラジカルが未燃の

可燃性混合気側へ拡散することにより伝播し，僅かな圧力低下を伴う．デトネーション波

では衝撃波の通過により可燃性混合気が圧縮され，温度が着火温度以上に上昇して化学反

応が生じる．化学エネルギーの放出とともに既燃ガスが膨張することにより衝撃波は駆動

される．衝撃波による化学反応の開始と既燃ガスの膨張の相互作用により，デトネーショ

ン波は超音速で自走的に伝播する．したがって，デトネーション波では瞬間的に高温・高

圧のガスが生成される．デトネーション波は可燃性混合気のみではなく，固体爆薬の凝縮

相においても確認される．以降，本論文では可燃性混合気のデトネーション波を気体デト

ネーション波と呼び，固体爆薬の凝縮相デトネーション波と区別する． 

 図 1.1 に定常的に伝播する平面の気体デトネーション波の構造を示す．図 1.1 において平

面の気体デトネーション波が右から左に 1 次元的に伝播する様子を波面静止系から見てい

る．横軸は空間座標，縦軸は圧力，温度，マッハ数，およびサーミシティである．サーミ

シティは化学反応による圧力の変化を表す物理量である 1)．気体デトネーション波の前面は

衝撃波であり，気体デトネーション波に流入する可燃性混合気は前面の衝撃波により圧縮

され，状態が不連続的に変化する．前面の衝撃波の直後の状態は von Neumann（vN）点と

呼ばれる．気体デトネーション波の伝播速度は極超音速であるため，前面の衝撃波の直後

は高温になる．したがって，分子の振動モード等の内部自由度が励起され，その後に原子・

ラジカルの生成・増殖が起こる．原子・ラジカルの密度が高まってくると，やがて急激な

発熱を伴う再結合反応フェーズに移行する．前面の衝撃波の直後から急激な発熱反応が開

始するまでの距離は反応誘導距離と呼ばれ，図 1.1 の構造を持つ気体デトネーション波を特

徴づける重要な特性長さである．しかしながら，実際の気体デトネーション波では発熱反

応が開始する点を明確に特定することが難しいため，前面の衝撃波の直後からサーミシテ

ィが最大となる点までの距離を反応誘導距離として定義することが多く 2)，本研究でもその

ように定義する．反応誘導距離は可燃性混合気の気体力学特性および化学反応特性に依存

し，化学反応速度が速いという意味で反応性の高い可燃性混合気では反応誘導距離は短く

なる．すなわち，可燃性混合気の初期圧力が高くなると反応誘導距離は短くなる．本研究

では，前面の衝撃波の直後からサーミシティが最大となる点までの領域を反応誘導領域，

サーミシティが最大となる点から発熱反応が終了するまでの領域を反応領域と定義する．
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反応領域では発熱反応により流体は加熱されて膨張し，加速され，最終的に局所流速は局

所音速に等しくなる．この状態に至ると同時に，平面の気体デトネーション波の場合，化

学平衡状態（発熱反応終了）に至る 1)．この状態は Chapman−Jouguet（CJ）点と呼ばれる．

CJ 点での温度と圧力は可燃性混合気の初期状態よりも高い．図 1.1 に示した構造は

Zel′dovich3)，von Neumann4)，および Döring5)によってそれぞれ独立に提唱されたことから，

ZND 構造と呼ばれる． 

CJ 点では局所流速が局所音速に等しいため，気体デトネーション波の下流（後流）から

伝わる外部擾乱は CJ 点よりも上流に侵入することができない．したがって，CJ 点が形成さ

れると気体デトネーション波は自走的に伝播する．この伝播速度は可燃性混合気の条件（組

成や初期条件等）によって決定され，平面の気体デトネーション波の場合，この伝播速度

は CJ 伝播速度と呼ばれる．そのため，CJ 伝播速度で定常的に自走する平面の気体デトネー

ション波は平面 CJ デトネーション波と呼ばれる（CJ 伝播速度で自走する平面の凝縮相デト

ネーション波も同じく平面 CJ デトネーション波と呼ばれる）．  

 

 
 

 実際に観測されるいわゆる平面の気体デトネーション波は，ZND 構造のような定常な 1

次元構造ではなく，非定常な多次元構造 6−13)を有し，厳密にはグローバルに平面的（準平面

的）であることが知られている．本論文では，グローバルに平面的な気体デトネーション
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図 1.1  波面静止系から見た定常的に伝播する平面の気体デトネーション波 

の構造（ZND 構造） 
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波のことを，ZND 構造を有する完全に平面的な気体デトネーション波とは特に区別せずに，

平面の気体デトネーション波と単純に呼ぶことにする．図 1.2 に平面の気体デトネーション

波の多次元構造（セル構造）を示す．図 1.2 において平面の気体デトネーション波が右から

左に伝播する様子を見ており，青い実線が衝撃波を，赤い破線が反応領域の前縁を表して

いる．図 1.2 は平面の気体デトネーション波の構造を示しているが，波面の状態（平面であ

るか湾曲しているか）に関係なく，実際の気体デトネーション波は基本的には前面の衝撃

波を形成する入射衝撃波とマッハステム，およびこれらと垂直な方向に伝播する横波から

成る．入射衝撃波は弱い衝撃波のため，入射衝撃波と反応領域の前縁までの距離は長い．

一方，マッハステムは強い衝撃波のため，マッハステムと反応領域の前縁までの距離は短

い．横波は入射衝撃波後方の反応誘導領域を侵食するように伝播する．横波はそれぞれ互

い違いに移動し，横波同士の衝突を繰り返す．横波同士が衝突すると微小爆発が起こる．

新たに発生したマッハステムは微小爆発によって強められるが，マッハステムは伝播とと

もに弱まり，マッハステムと反応領域の前縁は次第に離れる．しかし，横波同士の衝突が

新たに起こり，再び微小爆発が起こり強いマッハステムが形成される．このように，気体

デトネーション波の波面では次々と微小爆発が生じ，自走的な伝播が維持される． 

入射衝撃波，マッハステム，および横波の 3 つの衝撃波が交差する点を三重点と呼ぶ．

図 1.2 の黒い破線は三重点の軌跡であり，うろこ状の模様を形成する．このうろこ状の模様

を気体デトネーション波のセルといい，その幅はセル幅と呼ばれる．セル幅は気体デトネ

ーション波のセル構造の代表長さである．気体デトネーション波の伝播限界や速度損失等

の特性にセル構造が深く関連することが知られており，多くの場合，これらの伝播特性を

平面 CJ デトネーション波のセル幅によってある程度整理することが可能である 14−30)．一般

に，平面 CJ デトネーション波のセル幅はで表記される．セル幅は可燃性混合気の気体力

学特性および化学反応特性に依存し，化学反応速度が速いという意味で反応性の高い可燃

性混合気では，セル幅は小さくなる．すなわち，可燃性混合気の初期圧力が高くなると，

セル幅は小さくなる． 

微視的には気体デトネーション波の前面の衝撃波の強さはセル内で常に変化し，気体デ

トネーション波の伝播は非定常的である．実際の平面 CJ デトネーション波の場合，前面の

衝撃波の伝播速度は微小爆発の直後で CJ 伝播速度の 1.8 倍程度，次の微小爆発の直前で CJ

伝播速度の 0.6 倍程度まで変化することが実験的に確認されている 31,32)．このように実際の

平面 CJ デトネーション波の伝播速度は微視的には時間的に変動するが，多くの可燃性混合

気において，その平均的な伝播速度は ZND 構造を想定して理論的に得られる CJ 伝播速度

にほぼ等しくなることが知られている． 

以上のように，実際の気体デトネーション波は微視的には非定常な多次元構造である．

伝播する流路の深さ（奥行き）がセル幅よりも浅ければ 2 次元的な構造となり，セル幅よ

りも深ければ図 1.2 のような構造が紙面奥行き方向にも広がり，3 次元的な構造となる． 
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1.1.2.  気体デトネーション波を応用した内燃機関の熱力学的解析 

 気体デトネーション波を内燃機関の燃焼過程に応用すれば，気体デトネーション波自身

が作動流体を圧縮し，従来の内燃機関では必須であった機械的な圧縮機構がなくても仕事

を取り出すことができる．そのため，気体デトネーション波を推進装置に応用することに

より，推進装置の圧縮機構への負荷を低減し，単純なシステムの実現が期待できる．気体

デトネーション波を応用した推進装置として，パルスデトネーションエンジン（Pulse 

Detonation Engine，PDE）がある 33−37)．PDE は一端が閉端でもう一端が開端である直管燃焼

器内で平面の気体デトネーション波を開端側へ完結的に伝播させ，高速のジェットを放出

することにより推力を得るものである．PDE の構造は単純であるため，PDE は気体デトネ

ーション波を応用した最も単純な内燃機関の 1 つであると考えることができる． 

圧縮機やタービンのない，直管燃焼器のみの単純な PDE を想定し，図 1.3 の vp  線図を

用いて散逸のない理想的な場合のデトネーションサイクルの熱効率について説明する 38)．

このような熱力学的解析は古くから Zel′dovich39)によって行なわれており，最近では Heiser 

and Pratt40)（ 1 モデル），Wu et al.41)（ 2 モデル）によって熱量的完全気体を仮定した

解析が行なわれている．これらの解析では化学反応による発熱量を与えているが，実際に

は過程によって発熱量は異なる．そのため，Wintenberger and Shepherd42)は化学平衡下の発

熱量計算を行なった．どの解析結果においても，デトネーションサイクル（D）の熱効率は，

Trajectory of 
triple point Cell width, 

Incident shock 
(weak shock)

Transverse 
wave

Propagation 
direction

Mach stem 
(strong shock)

Triple point

: Front shock
: Forward edge of reaction zone

Micro 
explosion

Trajectory of 
triple point Cell width, 

Incident shock 
(weak shock)

Transverse 
wave

Propagation 
direction

Mach stem 
(strong shock)

Triple point

: Front shock
: Forward edge of reaction zone

Micro 
explosion

図 1.2  平面の気体デトネーション波の多次元構造（セル構造） 
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定容燃焼サイクル（Humphrey cycle，H）より少し高く，定圧燃焼サイクル（Brayton cycle，

B）より高い．  

Zel′dovich39)の説明法を用いて，このことを以下に説明する．PDE の燃焼器内の流体粒子

が全て同じ過程を経ると仮定する．図 1.3 の状態 1 は PDE における初期状態である．PDE

の直管燃焼器内のガスは衝撃波によって高温・高圧となり，状態 N（vN 点）に不連続に移

動し，化学反応による発熱を伴って状態 2（CJ 点）までレイリー線上を右下方向に移動す

る．その後，等エントロピー膨張を仮定すると 32  と変化し，冷却過程は 13  である．

この 132N1  の過程が PDE の 1 サイクルである．理想的な定容燃焼サイクルは

1321  であり，理想的な定圧燃焼サイクルは 121  である．熱効率は

  qhh outin
ˆˆ  と表現できる．ここで， inĥ はエンジンの系に入る比エンタルピー， outĥ はエ

ンジンの系から出る比エンタルピー，qは単位質量当たりの発熱量であり，上付きのサーカ

ムフレックス（ˆ）は内部エネルギーに化学的エネルギーを含むことを示す．各サイクルで inĥ

と qが等しいとすると， outĥ が小さいほど は大きい．すなわち， 3h ， 3h ， 3 h の大小関係

を比較することにより，各サイクルの の大小関係がわかる．状態3，3，3 では圧力が等

しく，qが一定であることから，状態3，3，3 についてのエンタルピー差は sTh dd  とな

る．図 1.3 の凍結ユゴニオ曲線は，レイリー線が時計方向に回転するほどエントロピーが増

大するという性質を持っているので， 222   sss ，したがって， 333   sss となる． sTh dd 

より h の大小関係と s の大小関係とは一致するから， 333   hhh となる．つまり， D （デ

トネーションサイクル）> H （定容燃焼サイクル）> B （定圧燃焼サイクル）となる． 
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図 1.3  各サイクルの vp  線図 38) 
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1.2.  湾曲した気体デトネーション波 

1.2.1.  湾曲した気体デトネーション波 

 一般に，波面が伝播方向に向かって凸である（発散する）気体デトネーション波を正に

湾曲した気体デトネーション波，波面が伝播方向に向かって凹である（収束する）気体デ

トネーション波を負に湾曲した気体デトネーション波という．湾曲した気体デトネーショ

ン波は，例えば図 1.4 に示すように様々な状況で見ることができる．これまでに，急拡大部

における気体デトネーション波の回折 23−27,43−47)，ブラスト波による球状あるいは円筒状の

気体デトネーション波の開始 48−56)，極超音速飛行体周りの円錐型の気体デトネーション波

の安定化 16−21)について多くの研究が行なわれてきた．これらの研究は湾曲した気体デトネ

ーション波の伝播を直接の対象としていないが，図 1.4 に示すようにこれらの現象において

正に湾曲した気体デトネーション波が頻繁に観測されている．正に湾曲した気体デトネー

ション波の垂直方向伝播速度は CJ 伝播速度よりも遅くなることが，Kudo et al.57)，Maeda et 

al.16)，および Pintgen and Shepherd44)によって実験的に示されている．この伝播速度の低下は

波面の湾曲に起因する 58)．一般に，曲線あるいは曲面の湾曲の程度は曲率によって表現さ

れる．1.2.2 項で後述するが，自走する湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度

と波面の曲率の関係が明らかになれば，湾曲した気体デトネーション波の波面進展特性を

理解することができる．しかしながら，自走する湾曲した気体デトネーション波の垂直方

向伝播速度と波面の曲率の関係を実験によって定量的に得ることは容易ではない．  

図 1.4（a）の急拡大部における気体デトネーション波の回折では，流路面積の急拡大によ

って生じる膨張波により，気体デトネーション波は減衰し，正に湾曲する．通常，回折し

た気体デトネーション波は部分的に衝撃波と反応領域が分離する．可燃性混合気の反応性

が低い場合は，伝播とともに気体デトネーション波は消失するが，反応性が高い場合は再

着火する．したがって，この現象において正に湾曲した気体デトネーション波は非定常的

に伝播することになり，波面形状と垂直方向伝播速度が伝播とともに変化する． 

図 1.4（b）のブラスト波による球状あるいは円筒状の気体デトネーション波の開始では，

ブラスト波が十分に強ければ単純な波面形状が得られ 52)，正に湾曲した気体デトネーショ

ン波の垂直方向伝播速度と波面の曲率を取得し易い．しかしながら，開始直後は強いブラ

スト波により正に湾曲した気体デトネーション波は前面の衝撃波が強く駆動されて過駆動

状態 59)にあり，自走性を有していない．正に湾曲した気体デトネーション波が自走を開始

するときには波面の曲率は小さくなり，正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝

播速度はほぼ CJ 伝播速度に等しくなってしまう．ブラスト波が弱い場合は球状あるいは円

筒状の気体デトネーション波が開始しないか，開始しても波面形状が極端に歪む 52)． 

図 1.4（c）の極超音速飛行体周りの円錐型の気体デトネーション波の安定化では，定常的

に伝播する正に湾曲した気体デトネーション波を得ることができる．しかしながら，飛行

体近傍には強い衝撃波が存在するため，飛行体周りの正に湾曲した気体デトネーション波
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の伝播はこの強い衝撃波の影響を受ける． 

以上のように，単純な波面形状を有しつつ，直近に存在する強い衝撃波等の擾乱を受け

ずに定常的あるいは準定常的に自走する湾曲した気体デトネーション波（特に正に湾曲し

た気体デトネーション波）を実験によって得ることは難しく，その垂直方向伝播速度と波

面の曲率の関係を定量的に精度良く取得することは困難である．  

 

 
 

 

1.2.2.  湾曲した気体デトネーション波の伝播に関する過去の研究 

 理論的研究 

 湾曲したデトネーション波は可燃性混合気の気体デトネーション波と固体爆薬の凝縮相

デトネーション波の両方において観測される．湾曲したデトネーション波の伝播を直接の

対象とした理論的研究は主に固体爆薬の凝縮相デトネーション波において行なわれてきた． 

 円柱状の固体爆薬を凝縮相デトネーション波が軸方向に伝播するとき，固体爆薬の直径

が小さくなるにつれて波面は軸対称に正に湾曲し，最終的に正に湾曲した凝縮相デトネー

ション波が CJ 伝播速度よりも低い伝播速度で定常的に爆薬内を伝播する 60,61)．この現象の

発見が湾曲した凝縮相デトネーション波の伝播に関する研究の動機となった．固体爆薬を

定常的に伝播する湾曲した凝縮相デトネーション波の波面形状は，高速ストリークカメラ

により取得することが可能であり 60)，取得された波面形状と伝播速度から，垂直方向伝播

速度と波面の曲率の関係を得ることができる．一般に，自走する湾曲した凝縮相デトネー

ション波の垂直方向伝播速度は波面の曲率のみの関数となる 62,63)．図 1.5 に固体爆薬である

PBX9502（PBX は Plastic Bonded Explosive の略語）の湾曲した凝縮相デトネーション波の垂

直方向伝播速度と波面の曲率の関係を示す 62)．垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係は，

固体爆薬の形状に関係なく唯一つ決定される．図 1.5 の結果は，湾曲した凝縮相デトネーシ

ョン波の波面進展がこの関係のみによって決定されることを暗に示している．すなわち，

Projectile

(a) 急拡大部における気
体デトネーション波
の回折

(b)ブラスト波による気
体デトネーション波
の開始

(c)極超音速飛行体周りの
気体デトネーション波

ProjectileProjectile

(a) 急拡大部における気
体デトネーション波
の回折

(b)ブラスト波による気
体デトネーション波
の開始

(c)極超音速飛行体周りの
気体デトネーション波

図 1.4  湾曲した気体デトネーション波の例（正に湾曲した場合） 
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垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係が湾曲した凝縮相デトネーション波の波面進展を支

配するため，この関係を用いて波面進展を再現することが可能である．図 1.6 に PBX9502

の湾曲した凝縮相デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係による波面進

展の再現例を示す 64)．使用した垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係は図 1.5 と同じである． 

 

 

図 1.6  PBX9502 の湾曲した凝縮相デトネー

ション波の垂直方向伝播速度と波面

の曲率の関係から再現された波面進

展 64)．凝縮相デトネーション波が 2

つの円柱を回折して伝播する様子．

使用した垂直方向伝播速度と波面の

曲率の関係は図 1.5 の結果と同じ．

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.5  PBX9502 の湾曲した凝縮相デト 

       ネーション波の垂直方向伝播速 

度と波面の曲率の関係 62) 
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湾曲した凝縮相デトネーション波の理論的解析は，通常は正に湾曲した凝縮相デトネー

ション波を対象として行なわれている．円柱状の固体爆薬における凝縮相デトネーション

波の伝播速度が爆薬の直径の減少とともに低下する現象について，最初の理論的解析が

Eyring et al.65)によって行なわれた．後に Wood and Kirkwood66)によっても理論的解析が行な

われ，この解析では正に湾曲した凝縮相デトネーション波の波面の曲率半径が反応領域の

特性長さに比べて十分に大きいと仮定している．Bdzil and Stewart67,68)は正に湾曲した凝縮相

デトネーション波の構造を ZND 構造と仮定し，Wood and Kirkwood と同様に波面の曲率半

径が反応領域の特性長さに比べて十分に大きいと仮定した．これらの仮定により実際には 2

次元的あるいは 3 次元的である正に湾曲した凝縮相デトネーション波の内部構造を準 1 次

元的に単純化し，自走する正に湾曲した凝縮相デトネーション波の垂直方向伝播速度と波

面の曲率の関係を導出した．また，この関係が固体爆薬の特性のみによって決まることを

示した．Bdzil and Stewart によって提唱されたこの概念は，Whitham によって提唱された

Geometrical Shock Dynamics（GSD）69)に因んで Detonation Shock Dynamics（DSD）70)と呼ば

れている．DSD の拡張により，現在までに湾曲した凝縮相デトネーション波について様々

なモデル化が行なわれている 64,71−73)．DSD によって導かれる湾曲した凝縮相デトネーショ

ン波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係は，円柱状の固体爆薬による実験結果と定量

的に比較され，固体爆薬の反応速度パラメータ等のキャリブレーションが行なわれている
74−76)．実験結果によってキャリブレーションされた湾曲した凝縮相デトネーション波の垂直

方向伝播速度と波面の曲率の関係を用いることにより，湾曲した凝縮相デトネーション波

の波面進展を再現することが可能であり，再現結果は実験結果と良く一致することが確認

されている 70,74)． 

1.1.1 項で述べたように，気体デトネーション波はセル構造を有し，横波の影響により流

体力学的に不安定である．しかしながら，2 つの横波が対となって 1 つのセルを構成してい

ることから，Menikoff et al.77)は横波の影響は時間的・空間的に平均化されると唱えた．この

考えに従えば，流体粒子が湾曲した気体デトネーション波を通過する時間スケールに比べ

て遥かに長い時間スケールで波面が進展し，波面のグローバルな曲率半径が平均化された

反応領域の特性長さに比べて十分に大きく，横波の変動が短周期的であるのに対して波面

垂直方向の変動が長周期的であり，更に横波の間隔が波面のグローバルな曲率半径よりも

十分に小さければ，湾曲した気体デトネーション波のグローバルな構造および伝播は，湾

曲した凝縮相デトネーション波と同様に，準定常・準 1 次元的に扱うことができると考え

られる（長波長・低周波数近似）77)．このような条件が満足されると仮定することにより，

湾曲した気体デトネーション波に対しても DSD が適用されてきた． 

セル構造の他に，気体デトネーション波の基本的な特徴として反応誘導領域と反応領域

から成る 2 段構造，化学平衡，および化学反応速度の圧力（密度）依存性が挙げられる．

湾曲した気体デトネーション波の理論的解析も，主に正に湾曲した気体デトネーション波

を対象として行なわれ，これまでに幾つかの準定常・準 1 次元モデルが提案されているが
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53,64,78−81)，気体デトネーション波の基本的な特徴を全て網羅したモデルは現在のところ存在

しない．これらのモデルは，全て反応次数が 1 の単純な 1 段階反応速度則（化学反応速度

の圧力（密度）依存性なし）を用いており，先に述べた気体デトネーション波の基本的な

特徴が忠実にはモデル化されていないものも多く，主に正に湾曲した気体デトネーション

波の安定性の定性的な解析を行なうために用いられてきた 53,77−79)．凝縮相デトネーション

波の場合，固体爆薬の組成が決まれば密度も決まり，通常は初期圧力による密度の変化は

極めて小さい．一方，気体デトネーション波の場合，可燃性混合気の密度は初期圧力によ

って変化するため，その内部構造のスケールも圧力（密度）によって変化する．したがっ

て，自走する正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係

の一般性に関する議論は，内部構造に対する圧力（密度）の影響を加味して行なわれなけ

ればならず，化学反応速度の圧力（密度）依存性を考慮したモデル化が必要である．比較

的現実性の高いモデルとして，Yao and Stewart80)によって反応誘導領域と反応領域から成る

2 段構造が考慮されたモデルが，Sharpe81)によって化学平衡が考慮されたモデルがそれぞれ

提案されているが，依然として反応次数が 1 の単純な 1 段階反応速度則を用いられている．

ゆえに，これらの既存のモデルから導かれる正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方

向伝播速度と波面の曲率の関係を実験結果と定性的かつ定量的に比較し，その一般性につ

いて議論するためには，これらのモデルの現実性は十分であるとは言えない． 

 

 実験的研究 

自走する湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係を実験

的に取得するためには，定常的あるいは準定常的に自走する湾曲した気体デトネーション

波を得る必要がある．しかしながら，1.2.1 項で述べたように，単純な波面形状を有して定

常的あるいは準定常的に自走する湾曲した気体デトネーション波（特に正に湾曲した気体

デトネーション波）を得ることは難しく，加えて伝播挙動の確認には非常に高速な撮影手

法が必要となる．ゆえに，湾曲した気体デトネーション波の伝播を直接の対象とした実験

的研究例は極めて少なく，これまでに実験的に自走する湾曲した気体デトネーション波の

垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係を定量的に精度良く取得できた研究例はない． 

Maeda et al.16)は様々な可燃性混合気内に極超音速の球形飛行体を打ち出し，定常的に伝播

する正に湾曲した円錐型の気体デトネーション波を飛行体周りに発生させた．Maeda et al.

は正に湾曲した円錐型の気体デトネーション波の垂直方向伝播速度が波面の曲率の増加に

より減少することを実験的に示している．しかしながら，Maeda et al.の実験では，波面の曲

率の大きい領域（飛行体に近い領域）の正に湾曲した気体デトネーション波の伝播は飛行

体近傍の強い衝撃波の影響を受けており，自走する正に湾曲した気体デトネーション波の

垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係について定量的な評価まではできていない． 

Kudo et al.57)は，可燃性混合気として C2H4+3O2を用い，内周壁面と外周壁面の曲率半径が

周方向に一定の 2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波の可視化実験を行なった．
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2 次元湾曲流路の内周壁面上の伝播速度 in,D と CJ 伝播速度 CJD の比を用い，伝播形態を安定

形態（ 8.0CJin, DD ），臨界形態（ 8.06.0 CJin,  DD ），および不安定形態（ 6.0CJin, DD ）

の 3 つに分類した．Kudo et al.の実験により，安定形態にある気体デトネーション波が 2 次

元湾曲流路をある一定の正に湾曲した形状を維持して定常的に伝播することが初めて示さ

れた．しかしながら，安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播

速度と波面の曲率の関係は明らかにできていない．また，各伝播形態と 2 次元湾曲流路の

幾何学的形状およびセル構造の関係は解明されているとは言えず，安定形態で定常的な伝

播が可能となる機構も未解明である． 

Thomas and Williams82)および Edwards et al.83)は 2C2H2+5O2を用い，Kudo et al.57)と同様に 2

次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波のセル構造を煤膜法 59)により取得した．

Thomas and Williams および Edwards et al.の実験においても，Kudo et al.の実験と同様に 2 次

元湾曲流路内で正に湾曲した気体デトネーション波が発生していたものと予想される．2 次

元湾曲流路の幾何学的形状および可燃性混合気の初期条件によって，2 次元湾曲流路を伝播

する気体デトネーション波のセル構造が変化することが Thomas and Williams および

Edwards et al.の実験により明らかにされているが，伝播速度やセル構造と伝播形態の関係は

明らかにされていない． 

 

1.2.3.  湾曲した気体デトネーション波の推進装置への応用 

 PDE は既存の推進装置に比べて理論熱効率が高いが，高推力を得るためには作動周波数

を高くする必要がある．しかしながら，推進剤の供給等の PDE の流体制御を機械的に行な

う場合，作動周波数の増加は難しい．PDE の高い理論熱効率を活かしつつ，その欠点を克

服する発展型のデトネーションエンジンとして，回転デトネーションエンジン（Rotating 

Detonation Engine，RDE）84−92)がある．RDE の概念図を図 1.7 に示す．環状燃焼器の前端側

から推進剤が供給されることにより，前端部分に可燃性混合気の層が形成され，その層の

中を気体デトネーション波が伝播する．図 1.8 に RDE の環状燃焼器内における気体デトネ

ーション波の伝播の様子を示す．RDE の環状燃焼器内の気体デトネーション波は PDE の場

合とは異なり平面的ではない．可燃性混合気の層の中を伝播する気体デトネーション波は，

環状燃焼器の内周壁面における回折，可燃性混合気の層の環状燃焼器下流側の自由境界，

可燃性混合気の不完全な混合，および境界層の発達の，概ね 4 つの効果の影響によって主

に正に湾曲し，内周壁面に沿って自走的に伝播している．このように RDE の環状燃焼器の

内部では湾曲した気体デトネーション波が連続的に伝播するため，点火およびデフラグレ

ーションからデトネーションへの遷移は初期の 1 回のみである．また，高い作動周波数が

達成できるため，高推力化が容易である．そのため，近年では各国において実験や数値計

算による研究が進められている．図 1.9 に RDE の燃焼試験の様子を示す 92)．高い作動周波

数で作動するため，作動の様子は既存の定圧燃焼の推進装置に似ている．様々な推進剤の

組み合せで燃焼試験が行なわれているが，現時点では安定な作動条件は把握できておらず，
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最大でも 20 秒程度の作動しか達成できていない 92)．  

 

 
 

 

 
 

 
図 1.8  回転デトネーションエンジン内部における気体デトネーション波の伝播 
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図 1.7  回転デトネーションエンジンの概念図 
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RDE が安定に作動するためには，RDE の環状燃焼器内を正に湾曲した気体デトネーショ

ン波が安定に伝播しなければならないが，気体デトネーション波の波面が正に湾曲するこ

とにより，伝播の不安定化および自走性の喪失が生じる可能性がある．RDE の環状燃焼器

内における正に湾曲した気体デトネーション波の伝播特性は，環状燃焼器の幾何学的形状，

推進剤の種類や反応性（セル幅）に依存する．ゆえに，RDE の環状燃焼器内で正に湾曲し

た気体デトネーション波を安定に伝播させるためには，正に湾曲した気体デトネーション

波の伝播安定性と環状燃焼器の幾何学的形状（内周壁面および外周壁面の曲率半径，流路

幅等），可燃性混合気の種類，および反応性（セル幅）との関係を明らかにする必要がある．

また，正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度は，波面の曲率の影響によ

り CJ 伝播速度よりも遅い 16,44,57)．RDE の環状燃焼器内における正に湾曲した気体デトネー

ション波の波面進展特性を理解するためには，自走する正に湾曲した気体デトネーション

波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係を明らかにし，この関係に対する可燃性混合気

の種類や反応性（セル幅）の影響についても明らかにする必要がある．すなわち，RDE の

環状燃焼器内における正に湾曲した気体デトネーション波の伝播挙動をコントロールする

ためには，正に湾曲した気体デトネーション波の伝播に関する物理現象の解明が不可欠で

ある． 

 図 1.8 に示したように，RDE の環状燃焼器内を伝播する気体デトネーション波は幾つか

の要因によって主に正に湾曲する．本研究では RDE の環状燃焼器の内周壁面における回折

による気体デトネーション波の湾曲に注目する．RDE の環状燃焼器内において，気体デト

ネーション波の波面を正に湾曲させる影響として環状燃焼器の内周壁面における回折の影

響のみを抽出すれば，気体デトネーション波が可燃性混合気の層の厚さと等しい深さを有

する 2 次元環状流路を伝播していると見なすことができる．図 1.10 に 2 次元環状流路にお

ける気体デトネーション波の伝播の模式図を示す．定性的に，可燃性混合気の初期圧力が

高いとき（すなわちセル幅が小さいとき），気体デトネーション波の波面の過渡的な変化は

図 1.9  回転デトネーションエンジンの燃焼試験の様子 92) 
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緩やかで準定常的であり，最終的には気体デトネーション波の大部分は 2 次元環状流路を

ある一定の正に湾曲した形状を維持しながら定常的に伝播する．2 次元環状流路の内周壁面

の曲率半径が大きいときも同じ傾向が見られる．このように正に湾曲した気体デトネーシ

ョン波の定常的な伝播が確認されることが，2 次元環状流路における気体デトネーション波

の伝播の大きな特徴であり，これまで取得が困難であった正に湾曲した気体デトネーショ

ン波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係を，比較的容易に取得することが可能となる．

可燃性混合気の初期圧力が低く（セル幅が大きく）なるか，2 次元環状流路の内周壁面の曲

率半径が小さくなるにつれて，気体デトネーション波は衝撃波と反応領域が分離するよう

になり，その伝播は徐々に不安定化する．最終的には気体デトネーション波の消失と再着

火を繰り返す非定常的な伝播に移行する．なお，図 1.10 に示した気体デトネーション波の

伝播の態様の詳細については，3.5.2 項に詳細を述べる． 

 

 

 

1.3.  研究の目的と論文の構成 

1.3.1.  研究の目的 

 本研究では，図 1.10 に示した 2 次元環状流路を定常的あるいは準定常的に伝播する正に

湾曲した気体デトネーション波を主な対象とする．2 次元環状流路の一部を切り出した 2 次

元湾曲流路を用い，2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播形態を Kudo et 

al.57)の判断基準に基づき分類し，定常的あるいは準定常的に伝播する正に湾曲した気体デト

ネーション波の基本的な伝播特性を実験的かつ理論的に解明する．具体的には，以下の 3
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図 1.10  2 次元環状流路を伝播する気体デトネーション波 
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つの項目に着目する． 

 

（1） 2 次元湾曲流路における正に湾曲した気体デトネーション波のセル構造と伝播形態の

関係および伝播機構 

1.2.2 項で述べたように，Kudo et al.57)によって 2 次元湾曲流路を定常的に伝播する正に湾

曲した気体デトネーション波の存在が初めて明らかにされたが，その伝播機構については

未解明である．また，2 次元湾曲流路における正に湾曲した気体デトネーション波の伝播形

態と 2 次元湾曲流路の幾何学的形状およびセル幅との関係についても解明されているとは

言えない．一方，Thomas and Williams82)および Edwards et al.83)により，2 次元湾曲流路の幾

何学的形状および可燃性混合気の初期条件によって，2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネ

ーション波のセル構造が変化することが明らかにされたが，セル構造と気体デトネーショ

ン波の伝播形態の関係は明らかにされていない．以上の事柄を実験的に明らかにするため

には，気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可視化する新しい手法が求められ

る． 

RDE を安定に作動させるためには，正に湾曲した気体デトネーション波の伝播の安定性

と RDE の環状燃焼器の幾何学的形状および可燃性混合気の反応性（すなわちセル幅）との

関係を明らかにする必要がある．したがって，2 次元湾曲流路における正に湾曲した気体デ

トネーション波の伝播形態とセル構造の関係および伝播機構を明らかにすることは，RDE

の作動安定化への知見となり得る． 

 

（2） 2 次元湾曲流路における正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波

面の曲率の関係およびこの関係が引き起こす伝播挙動 

1.2.2 項に述べたように，自走する湾曲した凝縮相デトネーション波の場合，その波面進

展は垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係によって支配されることが確認されている 62,63)．

一方，自走する湾曲した気体デトネーション波においては，これまでに垂直方向伝播速度

と波面の曲率の関係を実験的に精度良く取得できた研究例はない．気体デトネーション波

の内部構造のスケール，すなわちセル幅は，可燃性混合気の初期圧力によって変化する．

可燃性混合気の種類やセル幅が，自走する湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播

速度と波面の曲率の関係に及ぼす影響は未解明である．垂直方向伝播速度と波面の曲率の

関係が解明されれば，この関係が引き起こす自走する湾曲した気体デトネーション波の普

遍的な伝播挙動を解明することも可能である．また，自走する湾曲した気体デトネーショ

ン波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係が実験的に取得できれば，その結果を理論的

な解と比較することにより，理論を検証したり湾曲した気体デトネーション波の伝播機構

を更に詳しく理解したりすることも可能となる． 

RDE の環状燃焼器内では主に正に湾曲した気体デトネーション波が伝播するので，自走

する正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係の特性を
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理解することは，RDE の環状燃焼器内における気体デトネーション波の波面進展挙動を予

測する上で有効な知見となり得る． 

 

（3） 現実性を向上させた正に湾曲した気体デトネーション波の準定常・準 1 次元モデル 

1.2.2 項に述べたように，これまでに正に湾曲した気体デトネーション波について，ZND

構造を想定した準定常・準 1 次元モデルが幾つか提案されてきた．これらのモデルは，実

際の気体デトネーション波の基本的な特徴である反応誘導領域と反応領域から成る 2 段構

造，化学平衡，および化学反応速度の圧力（密度）依存性を網羅できていない．気体デト

ネーション波の場合，可燃性混合気の密度は初期圧力によって変化するため，その内部構

造のスケールも圧力（密度）によって変化する．したがって，正に湾曲した気体デトネー

ション波をモデル化し，正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の

曲率の関係の一般性について議論するためには，気体デトネーション波の内部構造に対す

る圧力（密度）の影響を加味することが重要である．Yao and Stewart80)のモデルでは反応誘

導領域と反応領域から成る 2 段構造が，Sharpe81)のモデルでは化学平衡がそれぞれ考慮され

たが，依然として反応次数が 1 の単純な 1 段階反応速度則を用いられており，圧力（密度）

の変化が化学反応速度に及ぼす影響は考慮されていない．したがって，これらのモデルか

ら導かれる正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係は

現実性が高いとは言えず，実験結果と定性的かつ定量的に比較することができない．ゆえ

に，正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係について，

モデルによって理論的に得られた結果と実験結果を比較した例はこれまでに存在せず，モ

デルが検証された例も存在しない．Yao and Stewart80)および Sharpe81)のモデルを組み合せ，

化学反応速度の圧力（密度）依存性を考慮したモデルに拡張すれば，気体デトネーション

波の基本的な特徴が全てモデル化されて現実性が向上することになる．これにより，モデ

ルから導かれる正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関

係を実験結果と定性的かつ定量的に比較し，モデルの検証を行なうことが可能になる．ま

た，その関係の一般性について議論することが可能になる． 

正に湾曲した気体デトネーション波のモデル化は，その内部で生じる物理現象の理解を

深めることにも繋がる．正に湾曲した気体デトネーション波の物理現象への知見は，気体

デトネーション波の現象全般に共通の知見となり得る． 

 

以上の 3 つの項目に着目し，本研究では以下の目的を達成する． 

 

（1） 気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可視化する新しい手法（Multi-frame 

Short-time Open-shutter Photography，MSOP）93)を開発し，2 次元湾曲流路を伝播する

正に湾曲した気体デトネーション波のセル構造と伝播形態の関係を解明し，伝播機構

を明らかにする． 



 
第 1 章  序論 

__________________________________________________________________________________________________________ 

 17

（2） 正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係を実験

的に取得し，この関係の特性を解明するとともに，この関係が引き起こす 2 次元湾曲

流路における正に湾曲した気体デトネーション波の普遍的な伝播挙動について明ら

かにする． 

 

（3） 正に湾曲した気体デトネーション波について，気体デトネーション波の基本的な特徴

である反応誘導領域と反応領域から成る 2 段構造，化学平衡，および化学反応速度の

圧力（密度）依存性を網羅して現実性を向上させた準定常・準１次元モデルを検討し，

モデル化の結果を実験結果と比較してモデルを検証するとともに，伝播特性を理論的

に明らかにする．  

 

1.3.2.  論文の構成 

 第 1 章において，本研究の背景と目的を既に述べた．第 2 章では 2 次元湾曲流路におけ

る正に湾曲した気体デトネーション波のセル構造と伝播形態の関係および伝播機構につい

て述べる 93)．第 3 章では 2 次元湾曲流路における正に湾曲した気体デトネーション波の垂

直方向伝播速度と波面の曲率の関係およびこの関係が引き起こす伝播挙動について述べる
94,95)．また，若干ではあるが，負に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波

面の曲率の関係にも触れる．第 4 章では現実性を向上させた正に湾曲した気体デトネーシ

ョン波の準定常・準 1 次元モデルについて述べる．第 5 章は結論として本研究の成果をま

とめる． 
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第 2 章  湾曲した気体デトネーション波のセル構造と伝播 

形態の関係および伝播機構 

 

2.1.  はじめに 

本章では，最初に本研究で開発した気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可

視化する新しい手法である Multi-frame Short-time Open-shutter Photography（MSOP）93)につ

いて説明する．続いて，2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播形態を分類し，

セル構造と伝播形態の関係，正に湾曲した気体デトネーション波の伝播機構，およびセル

幅や 2 次元湾曲流路の幾何学的形状が伝播形態や伝播機構にどのように影響するかを，

MSOP 画像を用いて議論する． 

 

2.2.  Multi-frame Short-time Open-shutter Photography（MSOP） 

 2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播形態とセル構造の関係および伝播

機構を明らかにするためには，気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可視化す

る手法が必要である．そのため，本研究では Multi-frame Short-time Open-shutter Photography

（MSOP）93)を開発した．MSOP 画像は Short-time Open-shutter Photography（SOP）で撮影さ

れた複数の画像から構成される．図 2.1 に SOP の概念を示す．図 2.1 では，2 次元湾曲流路

を右下から左上に伝播する気体デトネーション波を露光時間 expt で記録した様子が描かれ

ている．気体デトネーション波の三重点は強く発光するため， expt を数s 程度に限定するこ

とにより， expt の間に気体デトネーション波の波面が通過した範囲の三重点の軌跡のみが限

定的に記録させる．限定的に記録された三重点の軌跡の前縁が気体デトネーション波の波

面形状を与える．すなわち，限定的ではあるが SOP により気体デトネーション波の波面と

セル構造が同時に可視化される．壁面から反射衝撃波が生じる場合，気体デトネーション

波の既燃ガスが反射衝撃波の通過により強く発光し，露光過多が生じることがある．SOP

では expt の設定により三重点の軌跡を取得する範囲を限定できるため，三重点の軌跡が露光

過多の影響を受ける領域を最小限に抑えることもできる． 

図 2.2 に 2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波の SOP 画像の一例を示す．伝

播方向は右下から左上である．2 次元湾曲流路の内周壁面の曲率半径は 60 mm，流路幅は

20 mm，流路深さは 1 mm，可燃性混合気は C2H4+3O2，可燃性混合気の初期圧力は 30.8 kPa，

expt は 4 s である．図 2.2 から，SOP により気体デトネーション波の三重点の軌跡が限定的

に可視化されることがわかる．  
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図 2.2  2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波の SOP 画像． 

2 次元湾曲流路の内周壁面の曲率半径が 60 mm，流路幅が 20 mm， 

流路深さが 1 mm，可燃性混合気が C2H4+3O2，可燃性混合気の 

初期圧力が 30.8 kPa，露光時間が 4 s の条件で撮影． 
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図 2.1  Short-time Open-shutter Photography（SOP）の概念図 
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SOP 画像は限定された時間内の気体デトネーション波の挙動しか捉えることができない

ため，気体デトネーション波の波面とセル構造の全体的な変化を可視化するためには，複

数の SOP 画像を連続的に撮影する必要がある．複数の SOP 画像が連続的に撮影されれば，

それらを重ね合わせることにより，気体デトネーション波の波面とセル構造の経時変化を 1

枚の画像で表すことができる．この手法を本研究では Multi-frame Short-time Open-shutter 

Photography（MSOP）と呼ぶ．図 2.3 に MSOP の概念を示す．図 2.3（a）に示すように，高

速度ビデオカメラの各フレームにおいて SOP 画像を取得する．高速度ビデオカメラの撮影

速度によってフレーム間隔 intt が決まる．各フレームの expt が可能な限り intt に近づくよう，

電子シャッターを開放状態に設定する（各フレームで取得された画像のデータ伝送等に有

限な時間を必要とするため，原理的には expt は intt よりも僅かに短くなる）．このような条件

で撮影することにより，複数の SOP 画像が連続的に撮影される．これらの SOP 画像を図 2.3

（b）のように重ね合わせれば，1 枚の MSOP 画像を得ることができる．したがって，MSOP

画像では気体デトネーション波の波面とセル構造の経時変化を同時に確認することができ

る． 

MSOP 画像を得るために複数の SOP 画像を重ね合わせる際には，ある時刻mの SOP 画像

に記録された三重点の軌跡の前縁が，次の時刻 1m  の SOP 画像に記録された三重点の軌跡

の後縁よりも下流の自発光領域と干渉しないようにしなければならない．したがって，SOP

画像に記録された三重点の軌跡の後縁よりも下流側の自発光領域を，予め画像編集により

削除する必要がある．  

流路の深さ（奥行き）がセル幅よりも大きくなると，奥行き方向に複数のセルが存在す

るようになる．MSOP の基本原理はシャッター開放撮影と同じであるため，このような条件

では，MSOP では三重点の軌跡を 2 次元的に記録することができず，流路の深さ方向の現象

が重なって記録され，MSOP 画像は不鮮明になる．したがって，MSOP により気体デトネー

ション波の波面とセル構造を同時に可視化するためには，流路の深さがセル幅と同等かそ

れよりも薄くなければならない． 

図 2.4 に 2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波の MSOP 画像の一例を示す．図

中の矢印は気体デトネーション波の伝播方向を示す．2 次元湾曲流路の内周壁面の曲率半径

は 20 mm，流路幅は 20 mm，流路深さは 1 mm，可燃性混合気は C2H4+3O2，可燃性混合気

の初期圧力は 60.3 kPa， expt は 4 s である．図 2.4 から，MSOP により気体デトネーション

波の波面とセル構造が同時に可視化され，MSOP 画像によって気体デトネーション波の波面

とセル構造の経時変化が同時に確認できることがわかる． 
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図 2.4  2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波の MSOP 画像． 

2 次元湾曲流路の内周壁面の曲率半径が 20 mm，流路幅が 20 mm， 

流路深さが 1 mm，可燃性混合気が C2H4+3O2，可燃性混合気の 

初期圧力が 60.3 kPa，露光時間が 4 s の条件で撮影． 
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(a) 高速度ビデオカメラによる SOP 画像の連続撮影 
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+ · · ·

Superimposed-
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(b) SOP 画像の重ね合わせによる MSOP 画像の形成 

図 2.3  Multi-frame Short-time Open-shutter Photography（MSOP）の概念図 
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2.3.  実験装置および実験条件 

 図 2.5 に実験装置の概要を示す．実験装置は主に観測チャンバー，ダンプタンク，および

光学系から構成されている．光学系はシュリーレン撮影およびシャドウグラフ撮影を行な

う実験（第 3 章の正に湾曲した気体デトネーション波の実験）に使用する．MSOP を行なう

実験（本章の実験）や直接撮影を行なう実験（第 3 章の負に湾曲した気体デトネーション

波の実験）には光学系は使用しない． 
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図 2.5  実験装置の概要図 
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図 2.6 に観測チャンバーの概要図を示す．観測チャンバーは内径 25.8 mm のデトネーショ

ン管，20 mm x 16 mm の断面形状である矩形管，および 100 mm x 100 mm の 2 次元湾曲流路

（可視化領域）から成る．観測チャンバーとダンプタンクの間には隔膜（厚さ 12 m のマ

イラー膜）が取り付けられている．観測チャンバーとダンプタンクを真空引きした後，可

燃性混合気を観測チャンバー内に充填する．デトネーション管の閉管端にある点火プラグ

により可燃性混合気は点火され，デトネーション管内にあるシェルキンスパイラル部でデ

フラグレーションからデトネーションに遷移する．発生した気体デトネーション波は矩形

管内を平面 CJ デトネーション波として伝播し，2 次元湾曲流路に入射する．気体デトネー

ション波が 2 次元湾曲流路を伝播する様子は観測窓（厚さ 40 mm の石英ガラス）および観

測窓を高温の既燃ガスから保護するための透明プレート（厚さ 10 mm のアクリル板）を介

し，高速度ビデオカメラにより撮影する．気体デトネーション波の発生はデトネーション

管に取り付けられた圧力変換器により検知する．圧力変換器の出力信号は高速度ビデオカ

メラに送られ，トリガー信号として使用される．観測チャンバー内に発生した高温・高圧

の既燃ガスは最終的にダンプタンクにより回収される． 
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図 2.6  観測チャンバーの概要図 
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図 2.7 に使用した 2 次元湾曲流路の幾何学的形状を示す．2 次元湾曲流路は直線部と曲部

から成り，曲部では内周壁面の曲率半径 ir と外周壁面の曲率半径 or は周方向に一定である．

使用した 2 次元湾曲流路は 5 種類であり， ir は 5 mm，10 mm，20 mm，40 mm，および 60 mm

である．流路幅は全て 20 mm であり，MSOP により三重点の軌跡を鮮明に記録できるよう，

深さ（奥行き）は 1 mm である． 

 

 
 

 表 2.1 に実験条件を示す．ここで， p は可燃性混合気の初期圧力， T は可燃性混合気の

初期温度，は平面 CJ デトネーション波のセル幅， CJD は平面 CJ デトネーション波の伝播

速度である．使用した可燃性混合気は C2H4+3O2， T は室温であり，真空引きされた観測チ

ャンバー内に所定の p に充填される． p を変化させることによりを変化させており，

は付録 A の式（A.1）を用いて p から換算して求めた．本実験では， CJD は理論的に得られ

た平面 CJ デトネーション波の伝播速度ではなく，2 次元湾曲流路の直線部を自走的に伝播

する平面の気体デトネーション波の伝播速度（測定値）として定義した．したがって， CJD

には境界層の発達による伝播速度の損失が含まれる．2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネ

ーション波を撮影するための高速度ビデオカメラとして，Shimadzu HPV-2 を用いた．フレ

ーム間隔は 4 s/frame，可視化方法は MSOP であり，高速度ビデオカメラの電子シャッター

は開放状態である．画像の解像度は 312 x 260 であり，空間分解能は約 0.3 mm である． 
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図 2.7  2 次元湾曲流路の幾何学的形状 
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表 2.1  実験条件 

Gas mixture p  [kPa] T  [K]   [mm] CJD  [m/s] 

C2H4+3O2 20.3 ~ 80.6 298 ± 1 0.51 ~ 2.42 2121 ~ 2316 

 

 

2.4.  伝播形態の分類方法 

 2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播形態を，2 次元湾曲流路の内周壁面

上における気体デトネーション波の伝播速度の大きさにより分類する．図 2.8 に示すように，

2 次元湾曲流路に極座標系を当てはめ，2 次元湾曲流路の内周壁面および外周壁面の曲率半

径の中心を原点，直線部と曲部の境界を始線と定義する．また，始線から内周壁面上にお

ける気体デトネーション波の波面まで角度を i ，直線部を自走的に伝播する平面の気体デ

トネーション波の伝播速度を CJD ，湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度を

nD ，内周壁面上における垂直方向伝播速度を in,D と定義する．内周壁面上における波面の

回転角速度を i とすれば， iiin, rD  の関係が成り立つ．したがって，高速度ビデオカメラ

の画像から i を算出すれば， in,D が得られる．伝播形態の分類は CJin, DD を用いて Kudo et 

al.57)の判断基準に基づき行なう．伝播形態の分類の判断基準は以下のとおりである． 

 

（1） 安定形態（stable mode）: 常に 8.0CJin, DD を満足 

（2） 臨界形態（critical mode）: 8.0CJin, DD を満足しないが，常に 6.0CJin, DD を満足 

（3） 不安定形態（unstable mode）: 一度でも 6.0CJin, DD  
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図 2.8  2 次元湾曲流路および気体デトネーション波の伝播の 

極座標系における幾何学的関係 
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2.5.  実験結果および考察 

2.5.1.  入射する気体デトネーション波の状態 

 2 次元湾曲流路の直線部を伝播する気体デトネーション波の波面形状を高速度ビデオカ

メラの画像から特定し，直線部を伝播する気体デトネーション波の波面が平面的であるこ

とを確認した．図 2.9 に 2 次元湾曲流路の直線部を伝播する平面の気体デトネーション波の

伝播速度（すなわち CJD ）を測定した結果を示す．図中のシンボルは測定値を，赤い実線は

NASA の平衡計算ソフトである CEA96)により計算した理論値を表す．エラーバーは高速度

ビデオカメラの空間分解能に起因する系統的誤差の典型的な大きさを表す．以降の図に現

れるエラーバーは全て同じ定義である． CJD の測定値は全ての条件において理論値よりも低

い．両者の差は p が低下するほど大きくなり，最大で 5%強に達する．2 次元湾曲流路の深

さ（奥行き）は 1 mm と極めて薄いため，境界層の発達による運動量損失が顕著になり，気

体デトネーション波の伝播速度に損失が発生したと考えられる．したがって，本実験で得

られた結果から 2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播に対して定量的な考

察を行なうことは難しいため，本章における考察は定性的なものに留めることとする．一

方，付録 A の図 A.1 における Nakayama et al.のの測定結果 93)は本実験によって得られた

ものであるが，この結果は他の先行研究の結果に対して矛盾しない．すなわち，本研究の

条件では，境界層の発達による運動量損失はに対しては然程影響を与えていないと判断で

きる．したがって，を付録 A の式（A.1）を用いて p から換算して求めることについて，

特に問題はないと考えられる． 
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2.5.2.  伝播形態と伝播速度特性 

 図 2.10 に伝播形態に対する ir との関係を示す．図中のシンボルは実験により確認され

た伝播形態を表す．が一定であれば， ir が大きいほど 2 次元湾曲流路における気体デトネ

ーション波の伝播は安定化する．一方， ir が一定であれば，が小さいほど伝播は安定化す

る． 

図 2.10 において，安定形態と臨界形態および臨界形態と不安定形態は， .i constr  の直

線によって区切ることができるように見受けられる．したがって， .i constr  の直線によ

って区切ることができる，安定領域，遷移領域および不安定領域の 3 つの領域を定義した．

ある .i constr  の直線に対して，この直線よりも上側の伝播形態が常に安定形態である場

合，この直線よりも上側の領域を安定領域と定義し，この直線を安定領域の下限と定義す

る．同様に，ある .i constr  の直線に対して，この直線よりも上側の伝播形態に不安定形

態が一切見られなくなる場合，この直線よりも下側の領域を不安定領域と定義し，この直

線を不安定領域の上限と定義する．そして，不安定領域と安定領域の間を遷移領域と定義

する．なお， .i constr  の直線を決定するにあたり ir の値を 1 ずつ変化させた．安定領

域の下限は 32i r であり，不安定領域の上限は 21i r であった．したがって，本実験

の条件では，2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播形態は 3221 i  r の間

で不安定形態から安定形態に遷移するものと考えられる． 
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図 2.9  2 次元湾曲流路の直線部を伝播する平面の気体デトネーション波の

伝播速度 
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 図 2.11 に各伝播形態に対する in,D の変化の一例を示す． ir が 40 mm の条件において取得

した結果であり， in,D は CJD で割って無次元化されている．安定形態の場合， CJin, DD の変

動幅は小さく，気体デトネーション波の伝播はほぼ定常的である．一方，不安定形態の場

合， CJin, DD の変動幅は大きく，気体デトネーション波の伝播は非定常的である．臨界形態

における CJin, DD の挙動は，多少の変動を伴っており，安定形態と不安定形態の中間に位置

しているように見受けられる． 
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図 2.10  伝播形態に対する 2 次元湾曲流路の内周壁面の曲率半径と 

セル幅の関係 
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2.5.3.  セル構造と伝播形態の関係および伝播機構 

 図 2.12 に異なるで取得した各伝播形態の MSOP 画像の一例を示す．図 2.12（a）は安定

形態，図 2.12（b）は臨界形態，図 2.12（c）は不安定形態に対応し，これらの条件は図 2.11

の条件に対応しており， ir は 40 mm である．図中の矢印は平面の気体デトネーション波の

入射方向を示す．全ての条件において，2 次元湾曲流路の曲部に平面の気体デトネーション

波が入射した直後から，内周壁面からの膨張波の影響によって内周壁面の近傍のセルが拡

大する様子がわかる． 

図 2.12（a）の安定形態の場合，拡大したセルから新たなセルが円滑に生成され，セル構

造が維持されている．その結果として，気体デトネーション波は最終的にある一定の正に

湾曲した形状をとり，滑らかな波面を維持した定常的な伝播に至っているように見受けら

れる．このような機構により，図 2.11 の安定形態において CJin, DD の変動幅が小さくなっ

たものと考えられる．安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波は，ある一定の

湾曲形状を維持して回転するように定常的に伝播しているように見えるが，常に内周壁面

からの膨張波の影響を受けているため，実際には波面垂直方向の経路に沿って常に膨張し

ながら伝播するはずである．したがって，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲

した気体デトネーション波の伝播機構は，発散（膨張）する円筒状の気体デトネーション

波の伝播機構と基本的に同じであると考えられる．発散（膨張）する円筒状の気体デトネ

ーション波において，concave front focusing，kinked front evolution および wrinkled front 
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図 2.11  各伝播形態に対する 2 次元湾曲流路の内周壁面上における気体 

デトネーション波の垂直方向伝播速度の変化（ 40i r mm） 
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evolution という 3 つの機構によって，拡大したセルから新たなセルが生成すると言われて

いる 97)．安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波においても，これらと同様な

機構によって拡大したセルから新たなセルが生成されているものと考えられる． 

図 2.12（b）の臨界形態の場合，新たなセルを生成する能力が低下し，2 次元湾曲流路の

内周壁面の近傍のセルは安定形態の場合よりも拡大している．そのため，気体デトネーシ

ョン波の波面の湾曲形状が常に変動し，若干非定常的な伝播となる．そのため，図 2.11 の

臨界形態において， CJin, DD の変動が安定形態の場合よりも大きくなったものと考えられる． 

図 2.12（c）の不安定形態の場合，2 次元湾曲流路の内周壁面の近傍ではセルが過度に拡

大し，セル構造の崩壊が見られる．その後，2 次元湾曲流路の曲部の出口付近で外周壁面付

近から再着火が起こり，セル構造が再び現れている．そのため，不安定形態では気体デト

ネーション波は非定常的に伝播する．図 2.11 の不安定形態において CJin, DD が一時的に 0.4

を下回っているが，セル構造の崩壊がその原因であると考えられる． 

 以上より，平面の気体デトネーション波と同様に，2 次元湾曲流路において安定形態にあ

る正に湾曲した気体デトネーション波の伝播に対してもセル構造の維持が必要である．正

に湾曲した気体デトネーション波の伝播が定常的あるいは準定常的になるためには，拡大

したセルからの新たなセルの円滑な生成が重要な役割を担っているものと考えられる． 
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図 2.12  異なるで取得した各伝播形態の MSOP 画像（ 40i r mm）
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2.5.4.  内周壁面における横波の反射と伝播形態の関係 

 図 2.13 に異なる ir で取得した各伝播形態の MSOP 画像の一例を示す．が約 1.50 mm の

条件において取得した結果である．図 2.13（a）は安定形態，図 2.13（b）は臨界形態，図

2.13（c）~ 図 2.13（e）は不安定形態に対応する．図中の矢印は平面の気体デトネーション

波の入射方向を示す．図 2.13（a）の安定形態では， 2 次元湾曲流路の内周壁面へ向かう三

重点の軌跡は，内周壁面に衝突した後，内周壁面から離れる方向に向かう．これは，内周

壁面において横波の反射が生じていることを意味している．同様に，図 2.13（b）の臨界形

態でも 2 次元湾曲流路の内周壁面において横波の反射が生じている．一方，図 2.13（c）~ 図

2.13（e）の不安定形態では，平面の気体デトネーション波が 2 次元湾曲流路の曲部へ入射

した直後は横波が内周壁面で反射できるが，それ以降は反射することができない．すなわ

ち，波面に乗った系から見ると，横波が内周壁面に向かう速度よりも内周壁面が離れる速

度の方が大きくなっている．したがって，が一定であれば， ir が大きいほど内周壁面で横

波は反射し易いことがわかる．図 2.13（c）~ 図 2.13（e）より，横波が内周壁面で反射でき

ない領域では，新たなセルが生成される前にセル構造が完全に失われてしまっている様子

が確認できる． 

以上の結果から，2 次元湾曲流路の内周壁面における横波の反射は，セル構造の維持にお

いて重要な役割を担っており，気体デトネーション波の伝播の安定性に関係する現象であ

ると考えられる．2 次元湾曲流路の内周壁面における横波の反射が安定形態や臨界形態で確

認されていることから，2 次元湾曲流路において気体デトネーション波の伝播が安定化され

るためには，このような横波の反射が不可欠であると考えられる．2 次元湾曲流路の内周壁

面における横波の反射は，図 1.2 における横波同士の衝突に相当する．したがって，内周壁

面における横波の反射によって微小爆発が起こり，これによりセル構造が維持されるとと

もに，気体デトネーション波が前方へ駆動されることにより，伝播が安定化され易くなる

ものと考えられる．
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図 2.13  異なる ir で取得した各伝播形態の MSOP 画像（ 50.1 mm） 
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2.6.  まとめ 

気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可視化する新しい手法として，

Multi-frame Short-time Open-shutter Photography（MSOP）を開発した．MSOP 画像を用い，2

次元湾曲流路（流路幅を一定に固定）を伝播する気体デトネーション波の伝播形態とセル

構造について確認した． ir が大きく，が小さいほど，気体デトネーション波の伝播は安定

する．平面の気体デトネーション波と同様に，正に湾曲した気体デトネーション波の伝播

においてもセル構造の維持が必要である．2 次元湾曲流路を気体デトネーション波が伝播す

るとき，内周壁面からの膨張波の影響によって，内周壁面の近傍のセルが拡大する．伝播

が安定形態の場合，拡大したセルから新たなセルが円滑に生成されることによりセル構造

が維持され，その結果として，気体デトネーション波は最終的にある一定の正に湾曲した

形状をとり，滑らかな波面を維持しながら定常的に伝播する．一方，伝播が不安定形態の

場合，内周壁面の近傍でセルが過度に拡大し，セル構造の崩壊が見られる．そのため，こ

の伝播形態の気体デトネーション波は非定常的に伝播する．内周壁面における横波の反射

は，セル構造の維持において重要な役割を担っており，気体デトネーション波の伝播の安

定性に関係する現象である．安定形態および臨界形態において内周壁面における横波の反

射が確認されていることから，2 次元湾曲流路において気体デトネーション波の伝播が安定

化されるためには，このような横波の反射が不可欠であると考えられる． 
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第 3 章  湾曲した気体デトネーション波の Dn/DCJ−関係 

およびこの関係が引き起こす伝播挙動 

 

3.1.  はじめに 

本研究では，固体爆薬の湾曲した凝縮相デトネーション波と同様に，湾曲した気体デト

ネーション波でも垂直方向伝播速度が波面の曲率の関数になると想定し，湾曲した気体デ

トネーション波の基本的な伝播特性を実験的かつ理論的に解明する．したがって，本章で

は湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係に着目する． 

第 2 章では MSOP によって気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可視化する

ため，2 次元湾曲流路の深さ（奥行き）を 1 mm まで薄くした．そのため，境界層の発達に

よる運動量損失が顕著になり，気体デトネーション波の伝播速度に損失が生じた．したが

って，MSOP の可視化結果からは，が 1 mm よりも十分に小さい条件を除き，湾曲した気

体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係を正しく評価することができ

ない．ゆえに，本章の実験では，運動量損失による気体デトネーション波の伝播速度の損

失を避けるため，新たに深さ（奥行き）を変更した 2 次元湾曲流路を用いている． 

本章では 2 次元湾曲流路を定常的あるいは準定常的に伝播する正に湾曲した気体デトネ

ーション波を対象とする．安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波は，最終的

にある一定の湾曲形状を維持しながら 2 次元湾曲流路を定常的に伝播する．この特徴を利

用し，複数の可燃性混合気に対して，正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播

速度と波面の曲率の関係を取得する．この関係に対して可燃性混合気の種類やが及ぼす影

響を明らかにし，この関係が引き起こす正に湾曲した気体デトネーション波の普遍的な伝

播挙動について議論する．また，本研究の対象は正に湾曲した気体デトネーション波であ

るが，一部の条件（ or との両方あるいはどちらか一方が大きい条件）においては 2 次元湾

曲流路の曲部入口付近の外周壁面近傍では負に湾曲した気体デトネーション波が生じるこ

とがあるので，本章では負に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の

曲率の関係や伝播挙動についても，若干ではあるが述べることとする． 

 

3.2.  実験装置および実験条件 

 正に湾曲した気体デトネーション波の実験 

正に湾曲した気体デトネーション波に関する実験では，図 2.5 および図 2.6 と同じ実験装

置のセットアップや観測チャンバーを使用した．同じく，図 2.7 と同じ幾何学的形状の 2 次

元湾曲流路を使用した．ただし，境界層の発達による運動量損失によって気体デトネーシ
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ョン波の伝播速度に損失が生じないよう，深さ（奥行き）を 1 mm から 16 mm に変更した． 

表 3.1 に実験条件を示す．使用した可燃性混合気は C2H4+3O2， 2H2+O2 および

2C2H2+5O2+7Ar の 3 種類であり，第 2 章の実験と同様に T は室温であり，真空引きされた

観測チャンバー内に所定の p に充填される． p を変化させることによりを変化させてお

り，は付録 A の式（A.1）~ 式（A.3）を用いて p から換算して求めた．本実験では， CJD

は理論的に得られた平面 CJ デトネーション波の伝播速度ではなく，2 次元湾曲流路の直線

部を自走的に伝播する平面の気体デトネーション波の伝播速度（測定値）として定義した．

第 2 章の実験と同様に，2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波を撮影するための

高速度ビデオカメラとして，Shimadzu HPV-2 を用いた．フレーム間隔は 2 s/frame，可視化

方法は C2H4+3O2および 2C2H2+5O2+7Ar の場合はシャドウグラフ法，2H2+O2 の場合はシュ

リーレン法であり，露光時間は 250 ns である．画像の解像度は 312 x 260 であり，空間分解

能は約 0.3 mm である． 

 

表 3.1  実験条件（正に湾曲した気体デトネーション波の実験） 

Gas mixture p  [kPa] T  [K]   [mm] CJD  [m/s] 

C2H4+3O2 20.4 ~ 100.9 298 ± 6 0.40 ~ 2.41 2212 ~ 2387 
2H2+O2 30.0 ~ 190.1 296 ± 2 0.73 ~ 4.82 2680 ~ 2932 

2C2H2+5O2+7Ar 15.0 ~ 150.1 294 ± 2 0.23 ~ 3.00 1847 ~ 2033 

 

 

 負に湾曲した気体デトネーション波の実験 

負に湾曲した気体デトネーション波に関する実験でも，図 2.5 および図 2.6 と同じ実験装

置のセットアップや観測チャンバーを使用した．この実験では 2 次元収束流路と 2 次元湾

曲流路の 2 種類の流路を使用し，負に湾曲した気体デトネーション波の伝播挙動を確認し

た．図 3.1 に 2 次元収束流路および 2 次元湾曲流路で発達する負に湾曲した気体デトネーシ

ョン波の様子を示す．2 次元収束流路に入射した平面の気体デトネーション波は，直線部を

通過した後，湾曲した壁面によって滑らかに楔形の流路に導かれ，最終的には円弧状収束

デトネーション波（円筒状収束デトネーション波の一部を切り出したもの）に発達する．

十分に発達した円弧状収束デトネーション波では，波面の進展は安定的であり，波面の垂

直方向伝播速度と曲率は流路の収束点からの距離およびその時間履歴を用いて容易に決定

することができる．一方，平面の気体デトネーション波が 2 次元湾曲流路の曲部に入射す

ると，入射直後（曲部入口付近）は外周壁面の収束効果が弱いため気体デトネーション波

は外周壁面で反射せず，外周壁面の近傍では負に湾曲した気体デトネーション波が発生す

る．図 3.2に使用した 2次元収束流路の幾何学的形状を示す．流路入口の直線部の幅は 20 mm，

流路の深さ（奥行き）は 16 mm であり，曲率半径が 50 mm の湾曲壁面によって 24°で収束

する楔形の流路に滑らかに接続されている．一方，使用した 2 次元湾曲流路の幾何学的形

状は図 2.7 と同じである．ただし，境界層の発達による運動量損失によって気体デトネーシ
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ョン波の伝播速度に損失が生じないよう，深さ（奥行き）を 1 mm から 16 mm に変更した．  

 

 

 
 

表 3.2 に実験条件を示す．使用した可燃性混合気は 2C2H2+5O2+7Ar であり，第 2 章の実

験と同様に T は室温であり，真空引きされた観測チャンバー内に所定の p に充填される．

p を変化させることによりを約 1 mm の間隔の 4 段階で変化させており，は付録 A の

式（A.3）を用いて p から換算して求めた．本実験では， CJD は理論的に得られた平面 CJ

デトネーション波の伝播速度ではなく，2 次元湾曲流路の直線部を自走的に伝播する平面の
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図 3.2  2 次元収束流路の幾何学的形状 
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気体デトネーション波の伝播速度（測定値）として定義した．第 2 章の実験と同様に，2 次

元収束流路および 2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波を撮影するための高速

度ビデオカメラとして，Shimadzu HPV-2 を用いた．フレーム間隔は 1 s/frame，可視化方法

は直接撮影法であり，露光時間は 250 ns である．画像の解像度は 312 x 260 であり，空間分

解能は約 0.1 mm である． 

 

表 3.2  実験条件（負に湾曲した気体デトネーション波の実験） 

Gas mixture p  [kPa] T  [K]   [mm] CJD  [m/s] 

2C2H2+5O2+7Ar 11.5 ~ 39.9 297 ± 1 1.00 ~ 4.04 1828 ~ 1977 

 

 

3.3.  安定形態にある湾曲した気体デトネーション波の波面形状 

基本的に，本章では 2 次元湾曲流路を定常的あるいは準定常的に伝播する正に湾曲した

気体デトネーション波を対象としているので，その伝播は図 3.3 に示すように極座標系にお

いて定義すると扱い易い．図 3.3 において，2 次元湾曲流路の内周壁面および外周壁面の曲

率半径の中心を原点，直線部と曲部の境界を始線と定義する．原点からの距離を r ，始線と

ある方向のなす角度を とする． 

2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波について考

える．もし，安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波が，ある一定の湾曲形状

を維持しながら定常的に伝播するならば，その湾曲形状を維持するために波面の回転角速

度は波面上のあらゆる点において等しく，かつ時間的に不変でなければならない．実際に

安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波でこのような状態が満足されているか

否かは追って実験により確かめることとし，この段階ではこのような条件が満足されてい

ると仮定する．もし，半径方向の変化量 rd ，時間の変化量 td ，および角度の変化量 d が

十分に小さいならば，図中の灰色で塗られた領域は直角三角形と見なすことができる．こ

のとき，波面上の任意の点  ,P r において以下の関係が成り立つ． 




r

Dnsin            （3.1） 




d

d1

sin1

sin
tan

2

r

r



          （3.2） 

ここで，は波面上の任意の点における回転方向と接線方向が成す角度， nD は気体デトネ

ーション波の垂直方向伝播速度，は波面の回転角速度である．波面の回転角速度は波面

上のあらゆる点において等しく，かつ時間的に不変であると仮定しているので，原理的に

はは iin, rD に等しい．式（3.1）および式（3.2）より，以下の微分方程式が得られる． 
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 
rD

Dr

r n

2
n

2

d

d 



         （3.3） 

もし nD が r の関数ならば，式（3.3）を積分することにより，安定形態にある正に湾曲した

気体デトネーション波が定常的に伝播する際にとる波面形状は， r 関係として次式で与

えられる． 

 


 


r

r

r
rD

Dr

i

d
n

2
n

2

i


          （3.4） 

 2 次元湾曲流路の内周壁面からの膨張波は正に湾曲した気体デトネーション波を常に回

折させているため，膨張波は nD を減少させる．膨張波の影響は内周壁面が最も強く，内周

壁面から十分に離れればその影響は無視できるほど小さくなる．したがって， nD は内周壁

面上で最も小さくなると考えられる．また， nD は内周壁面から十分に離れたところである

一定値に漸近するように増加すると考えられる．このような nD の分布特性を与える関数と

して次式を用いる 93−95)． 

  
m

r

r
DDDD
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i
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図 3.3  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

極座標系における幾何学的関係 
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ここで， asyn,D およびm は定数であり， asyn,D は r が十分に大きいときの nD の漸近値である．

式（3.5）は式（3.4）により波面形状をフィッティングするための関数であるが，これは経

験的に得られたものであり，その妥当性は追って実験的に検証する．式（3.5）において， nD

は r のみの関数として表されており， nD は r が増加するにつれて in,D から asyn,D に漸近する

ように増加する． 

 正に湾曲した気体デトネーション波の波面を任意の時間間隔で撮影し，図 3.3 に示すよう

に r 方向にある等しい間隔で波面を分割して分割点の座標を抽出することにより，ある時刻

における波面形状を得ることができる．本研究では波面を r 方向に 15 等分する． asyn,D とm

は，式（3.4）および式（3.5）によって r 平面上で表される波面形状の曲線と，実験によ

り抽出した r 平面上の波面の座標との残差平方和が最小になるよう，試行錯誤法により

決定する 94)． asyn,D は 0.005 CJD 間隔で，m は 0.05 間隔で値を無作為に変化させ，適切な asyn,D

とm の組み合せを探索する． CJD の値には 2 次元湾曲流路の直線部を自走的に伝播する平面

の気体デトネーション波の伝播速度（測定値）を用いる． asyn,D およびm の値は ir （すなわ

ち 2 次元湾曲流路の幾何学的形状）や（あるいは p ）に依存する．なお，実際の現象で

は r が十分に大きいとき CJasyn, DD  となるはずだが，限定された区間（内周壁面と外周壁面

の間）で残差平方和が最小になるように asyn,D とm を決定するため，フィッティングに用い

る asyn,D は CJD に一致せず，これよりも僅かに小さくなる傾向がある． 

 安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波は，十分に発達してある一定の湾曲

形状に到達した後は，2 次元湾曲流路を回転するように伝播するため，各分割点における nD

を画像から直接測定することは難しい．したがって，本研究ではある分割点における nD を

隣り合う分割点との位置関係から間接的に得る．各分割点における nD （ in,D も含めて）は

以下の関係により実験的に得ることができる． 

1
d

d1

d

d1
2

n 





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

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 r

r

r

r
rD         （3.6） 

式（3.6）は式（3.3）を nD について解いたものである．式（3.6）の ddr は r を でテイラ

ー展開し，高次の項を無視することにより近似的に得ることができる．2 次の項まで考慮す

れば， ddr は近似的に次式で与えられる 93,94)． 
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式（3.7）の 22 dd r は近似的に次式で与えられる 93,94)． 
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      （3.8） 

各分割点の座標は実験により得られるので，それらの値を式（3.7）および式（3.8）に代入
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することにより，各分割点における ddr および 22 dd r を得ることができる． 

式（3.4）および式（3.5）によって波面形状が r と の連続関数として得られるので，波

面の曲率 は次式により求めることができる． 

2

3
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2
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r


        （3.9） 

ddr は式（3.3）より， 22 dd r は式（3.3）を を微分することにより得られる．厳密に

は気体デトネーション波の波面にはセル構造の影響により微小な凹凸が存在する．式（3.4）

および式（3.5）によりフィッティングする波面形状はこのような凹凸を含まず，グローバ

ルな波面形状である．したがって，式（3.9）によって得られる はグローバルな波面の曲

率である． 

 

3.4.  主要な無次元パラメータ 

 本章では 2 次元湾曲流路を定常的あるいは準定常的に伝播する正に湾曲した気体デトネ

ーション波を対象としていることから，この正に湾曲した気体デトネーション波の伝播に

関連すると考えられる主要な無次元パラメータを明らかにする．具体的には，正に湾曲し

た気体デトネーション波では nD が の関数になると想定しているので，実験的に取得した

nD と の関係を無次元化して評価する際に考慮すべき無次元パラメータを明らかにする 93)． 

 2 次元湾曲流路の外周壁面で気体デトネーション波が正常反射するならば，波面形状に対

する外周壁面の影響は無視でき，内周壁面の影響のみが残る．したがって，流れ場の代表

長さは ir であると考えることができる．また，安定形態にある正に湾曲した気体デトネーシ

ョン波が，2 次元湾曲流路をある一定の湾曲形状を維持して定常的に伝播するならば，波面

上の点の位置は  rr  として表される．そして，可燃性混合気の組成と初期状態（ p およ

び T ）が決まれば，その可燃性混合気と初期状態に特有のと CJD が決まる．したがって，

気体力学特性と化学反応特性が  と CJD に代表されるものと考えて関連する物理量を可能

な限り絞り込めば，ある特定の可燃性混合気において安定形態にある正に湾曲した気体デ

トネーション波の nD の分布は， ir ，r ，および CJD の 4 つの物理量によって決定されると

考えられ，以下のように表される． 

  CJi1n ,,, DrrfD          （3.10） 

 ir ， r およびを用いると， ir と irr という 2 つの無次元パラメータを定義することが

できる． ir は流れ場の代表長さと気体デトネーション波の代表長さの比を表す．一方， irr

は流れ場の代表長さで無次元化された波面上の点の位置を表す．方程式においては右辺と

左辺の物理量の次元は一致しなければならないので，これら 2 つの無次元パラメータを導

入すると，式（3.10）は以下のように表すことができる． 
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一方， in,D は ir で表すことができるので，式（3.4）は式（3.11）を用いて以下のように変

形することができる． 
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     （3.12） 

式（3.12）より， 2f ， ir およびが与えられれば，安定形態にある正に湾曲した気体デトネ

ーション波が定常的に伝播する際にとる波面形状が決まる． 

安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波が定常的に伝播する際にとる波面形

状が決まれば，式（3.9）から が求められる．式（3.12）より， ddr および 22 dd r は ir

と irr から成る関数と r の積によって表されることがわかる．したがって，式（3.12）から

求められる ddr および 22 dd r を式（3.9）に代入することにより，式（3.9）は ir ， irr

および r の関数として以下のように表される． 
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式（3.13）は両辺にを掛けることにより，次式のような無次元化された式に簡略化できる． 
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式（3.14）を irr について解いて式（3.11）に代入することにより，以下の関係が得られ

る． 
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n r
f

D

D
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式（3.15）は，安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波が定常的に伝播するとき，

CJn DD が ir と の関数となることを示している．すなわち， CJn DD ， ir および と

いう 3 つの無次元パラメータを扱うことにより，安定形態にあって定常的に伝播する正に

湾曲した気体デトネーション波の nD と の関係を一般化して評価することができる．ゆえ

に，本章では CJn DD ， ir および という 3 つの無次元パラメータを考慮することによ

り，正に湾曲した気体デトネーション波の nD と の関係の一般性について明らかにするこ
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とを試みる．1.2.2 項で述べたとおり，一般に自走する湾曲した凝縮相デトネーション波の

nD は のみの関数となる 62,63)．同様の性質が自走する湾曲した気体デトネーション波にも

存在しているならば，式（3.15）において， CJn DD は  のみの関数となり， ir は CJn DD

に対して影響を及ぼす因子ではないか，その影響は無視できるほど小さいはずである．本

研究では，正に湾曲した気体デトネーション波の nD が の関数になると想定しているので，

本章では ir をパラメトリックに変更して正に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD

と  の関係を取得し， CJn DD と の関係およびこの関係に及ぼす ir の影響を実験的に

評価する．なお， CJn DD を計算するにあたり， CJD の値には 2 次元湾曲流路の直線部を自

走的に伝播する平面の気体デトネーション波の伝播速度（測定値）を用いることとする． 

 

3.5.  実験結果および考察（正に湾曲した気体デトネーション波） 

3.5.1.  入射する気体デトネーション波の状態 

 高速度ビデオカメラの画像から，2 次元湾曲流路の直線部を伝播する気体デトネーション

波の波面が平面的であることを確認した．図 3.4 ~ 図 3.6 に各可燃性混合気における直線部

を伝播する平面の気体デトネーション波の伝播速度（すなわち CJD ）を測定した結果を示す．

図中のシンボルは測定値を，赤い実線は NASA の平衡計算ソフトである CEA96)により計算

した理論値を表す．全ての可燃性混合気において， CJD の測定値は全ての初期圧力条件にお

いて理論値とほぼ一致する結果となった．すなわち，2 次元湾曲流路の深さを 16 mm に変

更したことにより，境界層の発達による運動量損失が気体デトネーション波の伝播に及ぼ

す影響は無視できるほど小さくなったと考えられる．したがって，本実験で得られた結果

から，気体デトネーション波の伝播に対して波面の湾曲が及ぼす影響のみを抽出し，評価

することが可能である． 
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図 3.5  2 次元湾曲流路の直線部を伝播する平面の気体デトネーション波の

伝播速度（2H2+O2） 
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図 3.4  2 次元湾曲流路の直線部を伝播する平面の気体デトネーション波の

伝播速度（C2H4+3O2） 
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3.5.2.  気体デトネーション波の伝播の態様 

 図 3.7に 2次元湾曲流路における各伝播形態の気体デトネーション波の伝播の態様につい

て一例を示す．波面の時間間隔は 4 s であり，図中の矢印は平面の気体デトネーション波

の入射方向を示す． ir は 20 mm，可燃性混合気は 2H2+O2である．伝播形態の定義は 2.4 項

の定義と同じである． 

図 3.7（a）の安定形態の場合，気体デトネーション波は 2 次元湾曲流路の曲部に入射後，

徐々に湾曲し，最終的には一定の正に湾曲した形状を維持して伝播する．湾曲した波面は

滑らかであり，波面の間隔はほぼ一定である．図 2.12（a）の安定形態の MSOP 画像からわ

かるように，このような定常的あるいは準定常的な伝播は，拡大したセルから新たなセル

が円滑に生成されることによってもたらされるものと考えられる． 

図 3.7（b）の臨界形態の場合，気体デトネーション波の全体的な伝播挙動は安定形態の

場合に近い．しかしながら，臨界形態では，湾曲した気体デトネーション波の波面の厚さ

が増加し，伝播は若干変動を伴って非定常的な挙動になり，未燃の可燃性混合気のポケッ

トが確認される．湾曲した波面は滑らかさが失われ，凹凸が確認される．図 2.12（b）の臨

界形態の MSOP 画像において，内周壁面近傍でセルが大きく拡大する様子が見られたが，

このようなセルの過度な拡大が未燃の可燃性混合気のポケットを発生させているものと考

えられる． 

0 20 40 60 80 100 120 140 160
0

500

1000

1500

2000

2500

p- [kPa]

D
C

J [
m

/s
]

: Theoretical (298.15 K)
: Experimental (ri = 5 mm)
: Experimental (ri = 10 mm)
: Experimental (ri = 20 mm)
: Experimental (ri = 40 mm)
: Experimental (ri = 60 mm)

 

図 3.6  2 次元湾曲流路の直線部を伝播する平面の気体デトネーション波の

伝播速度（2C2H2+5O2+7Ar） 
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図 3.7（c）の不安定形態の場合，気体デトネーション波は 2 次元湾曲流路の曲部に入射後，

内周壁面からの膨張波の影響により衝撃波と反応領域が分離する．この分離した領域は，

図 2.12（c）の不安定形態の MSOP 画像において，セル構造が崩壊した領域に対応している

ものと考えられる．なお，この分離した部分の波面の伝播速度は，直線部を伝播する気体

デトネーション波の伝播速度に比べ，半分程度まで減速している．波面が更に進行すると，

外周壁面でマッハ反射が生じ，その三重点を起点として気体デトネーション波が再着火す

る．再着火により発生したトランスバースデトネーション波は，分離した衝撃波と反応領

域の間にある未燃の領域を侵食するように伝播し，内周壁面に衝突する．このように不安

定形態の伝播挙動は極めて非定常的である． 
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図 3.7  2 次元湾曲流路における各伝播形態の気体デトネーション波の

伝播の態様（ 20i r mm，2H2+O2） 
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3.5.3.  安定伝播条件 
 図 3.8 ~ 図 3.10 に各可燃性混合気における伝播形態に対する ir との関係を示す．図中の

シンボルは実験により確認された伝播形態を表す．各領域の定義は 2.5.2 項と同じであり，

各領域は図 2.10 と同様に .i constr  の直線によって区切ることができる．安定領域の下限

は C2H4+3O2 で 23i r ，2H2+O2 で 22i r ，2C2H2+5O2+7Ar で 24i r であり，不安定

領域の上限はC2H4+3O2で 13i r ，2H2+O2で 14i r ，2C2H2+5O2+7Arで 13i r である．

これらの ir の値に対する可燃性混合気の種類の影響は小さい．したがって，本研究の条

件では，2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播形態は約 2313 i  r の間で

不安定形態から安定形態に遷移しており，安定領域の下限は可燃性混合気の種類に依らず

約 23i r であると考えられる．以降，3.5.8 項までは安定形態にある正に湾曲した気体デ

トネーション波に注目する． 
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図 3.8  伝播形態に対する 2 次元湾曲流路の内周壁面の曲率半径と 

セル幅の関係（C2H4+3O2） 
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図 3.10  伝播形態に対する 2 次元湾曲流路の内周壁面の曲率半径と 

セル幅の関係（2C2H2+5O2+7Ar） 
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図 3.9  伝播形態に対する 2 次元湾曲流路の内周壁面の曲率半径と 

セル幅の関係（2H2+O2） 
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3.5.4.  安定形態にある湾曲した気体デトネーション波の波面形状の変化 

 図 3.11 に 2 次元湾曲流路において安定形態にある気体デトネーション波の波面形状の変

化の一例を示す． ir は 20 mm， は 0.70 mm，可燃性混合気は C2H4+3O2である．波面形状

は r 関係で表しており，r は ir で割って無次元化されている．2 次元湾曲流路において安

定形態にある気体デトネーション波は，伝播するにつれてその形状が変化し，最終的にあ

る一定の正に湾曲した形状をとることがわかる（ただし， or との両方あるいはどちらか一

方が大きい条件においては，2 次元湾曲流路の外周壁面でマッハ反射が生じたり，曲部入口

付近の外周壁面近傍で負に湾曲した気体デトネーション波が発生したりする場合もある）． 

 

 
 

 図 3.12 に 2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

の分布の一例を示す．条件は図 3.11 に等しく，安定形態にある正に湾曲した気体デトネ

ーション波が十分に発達してある一定の湾曲形状に到達した状態におけるの分布であり，

r は ir で割って無次元化されている．図中のシンボルは測定値を，赤い実線は平均値を表す．

2 次元湾曲流路において安定形態にある正に気体デトネーション波は，ある一定の湾曲形状

に到達した後は，波面上におけるの分布は一定になる．また， i が変化してもは変化

しないので，は時間的に変化していないと判断できる．すなわち，安定形態にある正に

湾曲した気体デトネーション波は，十分に発達してある一定の湾曲形状に到達した後は，

定常的に自走していると考えることができる． 
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図 3.11  2 次元湾曲流路において安定形態にある気体デトネーション波の 

波面形状の変化（ 20i r mm， 70.0 mm，C2H4+3O2） 
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3.3 項において，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーショ

ン波が定常的に伝播する際にとる波面形状の幾何学的関係を得るため，安定形態にある正

に湾曲した気体デトネーション波がある一定の湾曲形状を維持しながら定常的に伝播する

ならば，その湾曲形状を維持するために波面の回転角速度は波面上のあらゆる点において

等しく，かつ時間的に不変であると仮定した．図 3.11 および図 3.12 の結果より，実際の現

象に対してこの仮定が妥当であることが確認されたものと判断することができる． 

 

3.5.5.  波面形状および垂直方向伝播速度分布のフィッティング 

 図 3.11 および図 3.12 の結果より，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した

気体デトネーション波が定常的に伝播する際にとる波面形状を式（3.4）によって表すため

の前提条件が満足されることがわかった．ただし，式（3.4）により波面形状を表すために

は，式（3.5）がフィッティング関数として妥当でなければならない． 

 図 3.13 に 2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

波面形状を式（3.4）および式（3.5）によってフィッティングした結果の一例を示す．条件

は図 3.11 に等しく，十分に発達した湾曲形状に対してフィッティングを行なっている．波

面形状は r 関係で表しており， r は ir で割って無次元化されている．図中のシンボルは

測定値を，赤い実線はフィッティングの結果を表す．フィッティングに必要なには図 3.12

の平均値を， in,D には iin, rD  の関係から求めた値を用いている．この条件において最も良
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図 3.12  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

回転角速度の分布（ 20i r mm， 70.0 mm，C2H4+3O2） 
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いフィッティングを与える asyn,D と m の組み合せは CJasyn, 980.0 DD  と 10.8m である．図

3.13 の結果から，適切な asyn,D とm の組み合せを与えることにより，2 次元湾曲流路におい

て安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波が定常的に伝播する際にとる波面形

状を，式（3.4）および式（3.5）によってフィッティングできることがわかる． 

 

 

 図 3.14 に 2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

nD の分布の一例を示す．条件は図 3.11 に等しく，安定形態にある正に湾曲した気体デトネ

ーション波が十分に発達してある一定の湾曲形状に到達した状態における nD の分布であり，

nD および r はそれぞれ CJD と ir で割って無次元化されている．図中のシンボルは式（3.6）

を用いて得た測定値を，赤い実線は図 3.13 のフィッティングに用いた式（3.5）の描画結果

である． nD は 2 次元湾曲流路の内周壁面上で最も小さく，内周壁面から離れるにつれてあ

る値に漸近するように増加する．図 3.14 の結果から，適切な asyn,D とm の組み合せを与える

ことにより，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

nD の分布を式（3.5）によって表現できることがわかる．すなわち，式（3.5）によって表現

される nD の分布は実際の現象と矛盾せず，式（3.5）は式（3.4）により波面形状をフィッテ

ィングするための関数として妥当であると考えることができる． 

-35-30-25-20-15-10-50

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

r/
r i

 [
-]

-i [°]

ri = 20 mm,  = 0.70 mm
: Experimental (i = 115.1°)
: Experimental (i = 127.1°)
: Experimental (i = 138.8°)
: Fitting

(Dn,i = 0.87235DCJ, Dn,asy = 0.980DCJ,
 m = 8.10,  = 1.0231×105 rad/s)

Outer wall

Inner wall

 

図 3.13  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

波面形状のフィッティング（ 20i r mm， 70.0 mm，C2H4+3O2） 
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 式（3.4）および式（3.5）を用いて，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲し

た気体デトネーション波が定常的に伝播する際にとる波面形状と波面上の nD の分布が得ら

れる．また，波面形状が得られれば式（3.9）より を得ることができる．すなわち，正に

湾曲した気体デトネーション波の nD と の関係を得ることができる．しかしながら，図 3.13

の結果からわかるように，式（3.4）および式（3.5）によって 2 次元湾曲流路の内周壁面か

ら外周壁面までの全領域において波面形状をフィッティングする場合，内周壁面近傍では

フィッティングの結果と実験結果に若干差が生じる傾向があり，この影響を評価する必要

がある． 

図 3.15 に 2 次元湾曲流路の内周壁面近傍における波面形状を式（3.4）および式（3.5）に

よってフィッティングした結果の一例を示す．条件は図 3.13 に等しく，赤い実線のフィッ

ティング（1）は図 3.13 のフィッティングの結果と同じであり，青い実線のフィッティング

（2）は図 3.13 の実験結果のうち内周壁面近傍（内周壁面から数えて 5 番目の分割点まで，

すなわち図 3.3 の 5j  までであり， 33.100.1 i  rr の領域）の実験結果に対するフィッティ

ングの結果である．フィッティング（2）は CJasyn, 995.0 DD  と 50.7m のときに実験結果と

最も良く一致する．内周壁面近傍では，フィッティング（1）とは異なりフィッティング（2）

の結果は実験結果と良く一致することがわかる．ただし，フィッティング（2）は内周壁面

近傍（ 33.100.1 i  rr ）のみに限定されており，内周壁面からある程度離れると，フィッ

ティング（2）の結果は実験結果と一致しなくなることに注意が必要である．図 3.16 にフィ
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図 3.14  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

垂直方向伝播速度の分布（ 20i r mm， 70.0 mm，C2H4+3O2） 
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ッティング（1）およびフィッティング（2）の結果から取得した nD と の関係を示す． nD

は CJD で割って， は を掛けてそれぞれ無次元化している．フィッティング（1）の結果

から取得した CJn DD 関係は，フィッティングを行なった全領域（ 00.200.1 i  rr ）に

対応する結果を描画している．一方，フィッティング（2）の結果から取得した CJn DD

関係は，フィッティング（2）の結果が実験結果と良く一致する（一方でフィッティング（1）

の結果と実験結果の差が特に大きい）内周壁面近傍の領域（ 20.100.1 i  rr ）に対応する

結果を描画している．図 3.16 の結果から，両者の CJn DD 関係の間に僅かな違いが生じ

ることがわかる．内周壁面から外周壁面までの全領域において波面形状のフィッティング

を行なう場合，内周壁面近傍では CJn DD は 0.05 程度， は 0.003 程度，フィッティング

の結果が実験結果からずれる可能性がある．しかしながら，複数の条件において

CJn DD 関係を取得して，その挙動を俯瞰的に評価するならば，この程度のずれは特に

問題にならないと考えられるので，本研究では波面を幾つかのセグメントに分割すること

はせずに，内周壁面から外周壁面までの全領域において波面形状のフィッティングを行な

って， CJn DD 関係を取得する． 
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図 3.15  2 次元湾曲流路の内周壁面近傍（ 33.100.1 i  rr ）における波面形状の

フィッティング（ 20i r mm， 70.0 mm，C2H4+3O2） 
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3.5.6.  正に湾曲した気体デトネーション波の Dn/DCJ−関係 

 図 3.17 ~ 図 3.19 に各可燃性混合気の CJn DD 関係を示す．図 3.8 ~ 図 3.10 の安定領

域を網羅するよう， ir と  の両方あるいはどちらか一方が異なる幾つかの条件で

CJn DD 関係を取得し，C2H4+3O2 で 10 条件，2H2+O2で 9 条件，2C2H2+5O2+7Ar で 13

条件である．なお， CJn DD 関係の取得は，安定形態にある正に湾曲した気体デトネー

ション波が十分に発達してある一定の湾曲形状に到達した状態で行なった．各可燃性混合

気において，取得した CJn DD 関係は， ir （すなわち 2 次元湾曲流路の幾何学的形状）

および（あるいは p ）を変化させたとしても，すなわち ir を変化させたとしても，

のみの関数としてある 1 本の曲線で表されるような挙動を示しており， CJn DD は の増

加とともに減少する．式（3.15）は CJn DD が のみではなく ir の関数でもあることを示

しているが，実際には CJn DD に対して ir は殆ど影響を与えていないことがわかる．した

がって，正に湾曲した凝縮相デトネーション波の nD は のみの関数となることが既に明ら

かになっているが 62,63)，同様の性質が気体デトネーション波にも存在することが，本実験か

ら明らかになった．ただし，気体デトネーション波の場合の nD 関係は，（あるいは p ）

が変化しても， CJn DD 関係として無次元化して表記することにより唯一つに定まるこ

とが特徴的であり，気体デトネーション波の特性に関する新たな発見である． 
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図 3.16  フィッティング（1）の結果（ 00.200.1 i  rr ）およびフィッティング（2）の

結果（ 20.100.1 i  rr ）から取得した CJn DD 関係の比較（ 20i r mm， 

70.0 mm，C2H4+3O2） 
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0 のとき波面は湾曲せず 1CJn DD となるはずであるから， CJn DD 関係の曲線

は 0 において 1CJn DD を通過しなければならない．しかしながら，式（3.4）および

式（3.5）によって波面形状のフィッティングを行なうと， asyn,D は CJD よりも僅かに小さく

なる傾向があるため，図 3.17 ~ 図 3.19 における各可燃性混合気の CJn DD 関係の曲線

群の中には， 0 において 1CJn DD の点を通過しないような挙動を示すものが多い．し

たがって，式（3.4）および式（3.5）による波面形状のフィッティングは， 0 付近では

CJn DD 関係を取得する上で若干正確さに欠ける．フィッティング関数である式（3.5）

を改善すれば， 0 付近で取得される CJn DD 関係の正確さの向上が可能となるが，

0 のとき 1CJn DD となることは自明であるので， CJn DD 関係の曲線の全体的な

挙動を確認する上では，波面形状のフィッティングにおいて式（3.5）を使用することに特

に問題はないと考えられる． 
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図 3.17  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係（C2H4+3O2） 
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図 3.19  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係（2C2H2+5O2+7Ar） 
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図 3.18  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係（2H2+O2） 
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 図 3.20 に各可燃性混合気の CJn DD 関係（図 3.17 ~ 図 3.19 の結果）を比較した結果

を示す．注目すべきは，各可燃性混合気の CJn DD 関係に差が殆ど見られないことであ

る．すなわち，本研究の条件では， CJn DD 関係は可燃性混合気の種類に殆ど依存しな

いと考えることができる．したがって，これらの CJn DD 関係の平均を全 CJn DD 関

係として定義することにする．全 CJn DD 関係は，最も近似精度が高くなる

     33
2

210CJn aaaa  DD の多項式によって近似した．ここで， 0000.1a0  ，

3017.1a1  ， 089.16a 2  ， 67.169a3  である．図 3.20 における各可燃性混合気の

CJn DD 関係の曲線群の中には， 0 で 1CJn DD の点を通過しないような挙動を示

すものがあるが，実際には 0 において 1CJn DD を通過しなければならないため，その

ような拘束条件を設けて近似を行なった．なお，安定形態の定義が常に 8.0CJin, DD を満

足することであるから，全 CJn DD 関係の近似関数の適用範囲は 11614.000000.0  

（ 0.18.0 CJn  DD に対応）に設定する． 
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図 3.20  各可燃性混合気の CJn DD 関係の比較 
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3.5.7.  Dn/DCJ−関係による波面進展の再現 

 図 3.21 ~ 図 3.23 に，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネー

ション波の波面進展を全 CJn DD 関係によって再現した結果の一例を示す．図 3.21 にお

いて ir は 20 mm，は 0.70 mm，可燃性混合気は C2H4+3O2である．図 3.22 において ir は 40 

mm，は 1.56 mm，可燃性混合気は 2H2+O2 である．図 3.23 において ir は 10 mm，は 0.27 

mm，可燃性混合気は 2C2H2+5O2+7Ar である．波面の追跡には marker particle method98)を用

いた．Marker particle method とは，図 3.24 に示すように，波面上に複数の点（ノード）をあ

る適当な間隔で配置し，各点における 1 階微分，2 階微分，波面の曲率および法線ベクトル

を隣接する点との位置関係から決定し，これらの情報および垂直方向伝播速度と波面の曲

率の関係から各点の動きを予測して波面進展を追跡する方法である．気体デトネーション

波の波面が 2 次元湾曲流路の内周壁面に垂直，外周壁面で正常反射することを境界条件と

した．境界条件の設定方法および波面進展の再現方法の詳細については付録 B を参照され

たい．図中の写真が実験結果を，赤い破線が再現された波面を表しており，写真の波面の

時間間隔は 2 s，再現された波面の時間間隔は 4 s である．図 3.21 ~ 図 3.23 に示す例のよ

うに，全 CJn DD 関係によって再現された安定形態にある正に湾曲した気体デトネーシ

ョン波が最終的に到達する湾曲形状は，実験結果と良く一致しており，他の条件でも同様

に良い一致が得られることを確認している．すなわち，全 CJn DD 関係によって再現さ

れた最終的に到達する湾曲形状は，可燃性混合気の種類，2 次元湾曲流路の幾何学的形状（す

なわち ir ）および （あるいは p ）が異なっても実験結果と良く一致し，本研究で取得し

た全 CJn DD 関係は妥当と考えることができる．また，全 CJn DD 関係は，安定形

態にある正に湾曲した気体デトネーション波が十分に発達してある一定の湾曲形状に到達

した状態で取得されたものであるが，全 CJn DD 関係によって波面進展を再現すると，

最終的に到達する湾曲形状だけではなく，過渡的な波面進展の挙動も実験結果と良く一致

する．この結果は，安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展がいわ

ゆる CJn DD 関係によって支配され，準定常・準 1 次元的であると見なして差し支えな

いことを示している．このような性質は，1.2.2 項で述べたように，固体爆薬の凝縮相デト

ネーション波でも確認される．  

なお，図 3.21 ~ 図 3.23 以外の複数の条件でも，2 次元湾曲流路において安定形態にある

正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展を全 CJn DD 関係によって再現し，再現

結果が実験結果と良く一致することを確認している．波面進展の再現を行なう条件（可燃

性混合気の種類およびの範囲（あるいは p の範囲））が本研究で行なった実験の条件と合

致していれば， 11614.000000.0   （ 0.18.0 CJn  DD に対応）の範囲においては，全

CJn DD 関係は正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展の再現において有効で

あると考えられる． 
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Photograph: schlieren photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

Photograph: schlieren photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

Photograph: schlieren photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

 
図 3.22  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

波面進展の全 CJn DD 関係による再現（ 40i r mm， 56.1 mm，2H2+O2）

Photograph: shadowgraph photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

Photograph: shadowgraph photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

Photograph: shadowgraph photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

 
図 3.21  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の 

波面進展の全 CJn DD 関係による再現（ 20i r mm， 70.0 mm，C2H4+3O2）
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Wave front at t

Wave front at t+t

: node

Wave front at t

Wave front at t+t

: node: node

図 3.24  Marker particle method の概要 

Photograph: shadowgraph photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

Photograph: shadowgraph photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

Photograph: shadowgraph photography (t = 2 s)
: Front shock reconstructed with overall 

Dn/DCJ- relation (t = 4 s)

 
図 3.23  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

波面進展の全 CJn DD 関係による再現（ 10i r mm， 27.0 mm， 

2C2H2+5O2+7Ar） 
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3.5.8.  安定形態にある湾曲した気体デトネーション波の普遍的な伝播挙動 

 図 3.21 ~ 図 3.23 の結果から，本研究で用いた可燃性混合気においては，安定形態にある

正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展が全 CJn DD 関係に支配されているこ

とが明らかになったことから，全 CJn DD 関係を用いて安定形態にある正に湾曲した気

体デトネーション波の普遍的な伝播挙動ついて考察する．原点からの水平方向距離 x ，鉛直

方向距離 y および時間 t をそれぞれ irx ， iry および iCJ rtD のように無次元化し，

  平面において無次元化された波面進展を考える． 

図 3.25 に，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波

の無次元化された波面進展を示す． ir が 23，50 および 108 の 3 条件において，全

CJn DD 関係により波面進展を再現した．図 3.25（a）は無次元化された波面進展と

コンター，図 3.25（b）は無次元化された波面進展と CJn DD コンターである．波面進展は

1 の間隔で描画している．気体デトネーション波が 2 次元湾曲流路の外周壁面で正常反

射するならば，外周壁面は波面形状に影響を及ぼさない．したがって，ここでは外周壁面

での反射形態が常に正常反射であると仮定し，波面進展特性を議論し易いように or を無限大

に設定している．波面は内周壁面上で最も正に湾曲し，内周壁面上の CJn DD が最も小さく

なっている．この特性は，図 3.14 の実験結果からも確認することができる． 

図 3.25 において，波面が進展するにつれて，等 線および等 CJn DD 線は同心円状にな

る．すなわち，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波

は，伝播するにつれてある一定の湾曲形状をとり，一定ので伝播することになる．この

特性は，図 3.11 および図 3.12 の実験結果からも確認することができる．図 3.25 の結果から，

このような伝播特性は，気体デトネーション波の波面進展がいわゆる CJn DD 関係によ

って支配されていることに起因すると考えることができる．また， irr が小さいほど等 線

および等 CJn DD 線は短い で同心円状になることから， io rr が小さい 2 次元湾曲流路ほど，

安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波は短い である一定の湾曲形状に発達

する． 

また，図 3.25 において， ir が大きいほど CJn DD は 1 に近づき， は 0 に近づくこと

がわかる．すなわち， ir が無限大の条件では，安定形態にある正に湾曲した気体デトネ

ーション波の波面進展はホイヘンスの原理に従うと予測される． 

図 3.25 はまた，安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展がある特

定の CJn DD 関係によって支配されるならば， ir が一定の条件では波面進展の態様が

等しくなり，ある における波面形状は   平面上で ir （すなわち 2 次元湾曲流路の幾何

学的形状）に依らず唯一つ決定することを示している．この結果は， ir が一定の条件で

は，ある における波面形状が相似になることを意味している．すなわち， ir は波面形状

を決定する因子であること考えることができる．また， ir が一定の条件では， CJn DD

関係が可燃性混合気の種類に依らないならば，ある における波面形状は可燃性混合気の種

類に依らない．2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波
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の波面形状を ir が一定の条件において比較した結果の一例を図 3.26 および図 3.27 に示す．

波面形状は r 関係で表しており， r は ir で割って無次元化されている．図 3.26 において

ir は 36.3，可燃性混合気は C2H4+3O2であり， ir が 20 mm，40 mm および 60 mm の 3 条件

の波面形状を比較している．一方，図 3.27 において ir は 27.5， ir は 20 mm であり，各可

燃性混合気の波面形状を比較している．比較は安定形態にある正に湾曲した気体デトネー

ション波が十分に発達してある一定の湾曲形状に到達した状態で行なっている．図中のシ

ンボルは測定値を，赤い破線は全 CJn DD 関係によって再現された波面形状を表してい

る．これらの実験結果からも， ir が一定の条件では， ir （すなわち 2 次元湾曲流路の幾何

学的形状）および可燃性混合気の種類に依らず，波面形状が相似になることがわかる．  
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図 3.25  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した 

気体デトネーション波の無次元化された波面進展 
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図 3.27  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

波面形状の比較（ 5.27i r ， 20i r mm，可燃性混合気が異なる条件で比較）
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図 3.26  2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の

波面形状の比較（ 3.36i r ，C2H4+3O2， ir が異なる条件で比較） 
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3.6.  実験結果および考察（負に湾曲した気体デトネーション波） 

3.6.1.  負に湾曲した気体デトネーション波の Dn/DCJ−関係 

 高速度ビデオカメラの画像から，2 次元収束流路の直線部を伝播する気体デトネーショ

ン波の波面が平面的であることを確認し，併せて CJD の測定結果が図 3.6 の測定結果と同等

であることを確認した．図 3.28 に 2 次元収束流路における円弧状収束デトネーション波の

発達状況の一例を示す．は 3.01 mm である．ある時刻における R1 ~ R3は約 17.5 mm で等

しく，2 次元収束流路において気体デトネーション波は最終的に円弧状収束デトネーション

波に発達していると判断することができる．円弧状収束デトネーション波に発達すると，

進行方向に向かって波面は収束する．したがって，厳密には円弧状収束デトネーション波

は一定形状を維持する定常的な伝播ではないが，単純な波面形状で安定的（準定常的）に

伝播するため， CJn DD 関係を容易に取得することができる． 

 

 
 

 図 3.29 に 2 次元収束流路において発達した円弧状収束デトネーション波より取得した負

に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係を示す．図中のシンボルが取得した負

に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係であり，参考として正に湾曲した気体

デトネーション波の CJn DD 関係も青い実線で記している．なお，正に湾曲した気体デ

トネーション波の CJn DD 関係は図 3.19 の結果と同じである．本研究の条件では，円弧

状収束デトネーション波より取得した CJn DD 関係は（あるいは p ）に依存せず，ほ

ぼ 1 本の線で表されるような挙動を示しており， CJn DD は の減少とともに直線的に増

加する．  

円弧状収束デトネーション波では 1CJn DD となり，この特性はいわゆる過駆動状態の気

体デトネーション波の特性と同じである．通常，過駆動状態の気体デトネーション波は CJ
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図 3.28  2 次元収束流路における円弧状収束デトネーション波の発達状況（ 01.3 mm）
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点が形成されないために自走性を有しておらず，もし円弧状収束デトネーション波におい

ても CJ 点が形成されないならば，図 3.29 の負に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係は，必ずしも正に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係のよ

うに自走性を含んでいるとは言えない．本研究の実験は，負に湾曲した気体デトネーショ

ン波の実験としては初期段階にあり，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関

係を取得したに過ぎない．したがって，現時点では負に湾曲した気体デトネーション波の

自走性を確認するには至っていない．しかしながら，正に湾曲した気体デトネーション波

の CJn DD 関係と同様に，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係も波

面の収束に何らかの支配的な影響を持っている可能性があり，これについて確認する必要

がある． 

全 CJn DD 関係と同様に，図 3.29 の負に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係も      33
2

210CJn aaaa  DD の多項式によって近似した．ここ

で， 00000.1a0  ， 41858.0a1  ， 25821.0a 2  ， 13027.0a3  である． CJn DD 関係

を表す線は 0 において 1CJn DD を通過しなければならないため，そのような拘束条件

を設けて近似を行なった．なお，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係の

近似関数の適用範囲は，内挿が可能な 0.07.0   （ 2042.10000.1 CJn  DD に対応）に

設定する． 
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図 3.29  2 次元収束流路において発達した円弧状収束デトネーション波より

取得した負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係 
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3.6.2.  Dn/DCJ−関係による波面進展の再現 

図 3.30 に，2 次元収束流路における気体デトネーション波の波面進展を負に湾曲した気

体デトネーション波の CJn DD 関係を用いて再現した結果を示す．表示している範囲は

2 次元収束流路の直線部出口直後から収束点までである．波面の追跡には marker particle 

method98)を用いた．気体デトネーション波の波面が 2 次元収束流路の壁面に垂直となること

を境界条件とした．境界条件の設定方法および波面進展の再現方法の詳細については付録 B

を参照されたい．図中の写真が実験結果を，赤い破線が再現された波面を表しており，写

真の波面の時間間隔は 1 s，再現された波面の時間間隔は 2 s である．写真の波面の色が

異なるのは，異なる 2 回の実験で取得した写真を重ね合わせていることを示すためである．

一度の撮影で 2 次元収束流路における気体デトネーション波の波面進展を可視化領域内に

収められなかったため，ほぼ同一の条件で 2 回の実験を行ない，波面進展を取得した．図

3.30 に示すように，2 次元収束流路の収束点に近づくにつれて発達する円弧状収束デトネー

ション波の波面の形状と位置に関して，再現結果は実験結果と一致している．したがって，

本研究で取得した負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係は妥当であり，円

弧状収束デトネーション波の波面進展は負に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係に概ね従っていると考えられる．また，円弧状収束デトネーション波に発

達するまでの過渡的な波面進展の挙動も実験結果と概ね一致している．したがって，負に

湾曲した気体デトネーション波の過渡的な波面の進展も，負に湾曲した気体デトネーショ

ン波の CJn DD 関係に概ね従っていると考えられる． 
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取得した負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係の妥当性が確認できた

ことから，この CJn DD 関係を用い，2 次元収束流路における円弧状収束デトネーショ

ン波の伝播特性について更に考察する．図 3.31 に 2 次元収束流路における円弧状収束デト

ネーション波の伝播特性（ CJn DD コンター）を示す．円弧状収束デトネーション波の伝播

特性のみに注目しているので，コンターを表示している範囲は収束点から下側に 3 cm まで

である．全ての条件において，収束点に近づくにつれて等 CJn DD 線は同心円状に発達し，

円弧状収束デトネーション波が形成されることがわかる．ただし，が大きいほど早く（収

束点から離れた位置で）円弧状収束デトネーション波に発達しており，円弧状収束デトネ

ーション波への発達の速度はに依存しているように見受けられる．また，円弧状収束デト

ネーション波へ発達した後は，収束点からの距離が同じならば，が大きいほど CJn DD は

大きい．このような特性は，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD が  によって

決定されているためと考えられる．  0 が同じならば，すなわち収束点から円弧状収束デ

トネーション波の波面までの距離が同じならば，が大きいほど  0 が小さくなり，結

果として CJn DD が増加するためである．過去に藤原ら 99)が 2C2H2+5O2 の円筒状収束デトネ

ーション波の伝播速度と曲率半径の関係について実験により確認しているが，が小さい条

件ほど同一半径における伝播速度が低くなることを示している．藤原らはその原因につい

ては不明としているが，彼らの実験においても本研究の結果と同様に，円筒状収束デトネ

ーション波の CJn DD が  によって決定されていたために，そのような結果になった可能

(a)  = 4.00 mm(上), 
4.03 mm(下)

(b)  = 3.01 mm(上), 
3.01 mm(下)

(c)  = 2.00 mm(上), 
2.00 mm(下)

(d)  = 1.00 mm(上), 
1.00 mm(下)

Photograph: direct photography  (t = 1 s)
: Front shock reconstructed with  Dn/DCJ- relation (t = 2 s)
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(c)  = 2.00 mm(上), 
2.00 mm(下)

(d)  = 1.00 mm(上), 
1.00 mm(下)

Photograph: direct photography  (t = 1 s)
: Front shock reconstructed with  Dn/DCJ- relation (t = 2 s)

Photograph: direct photography  (t = 1 s)
: Front shock reconstructed with  Dn/DCJ- relation (t = 2 s)

 
図 3.30  負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係による 2 次元収束流路

における気体デトネーション波の波面進展の再現 



 
第 3 章  湾曲した気体デトネーション波の Dn/DCJ−関係およびこの関係が引き起こす伝播挙動 

__________________________________________________________________________________________________________ 

 70

性がある． 

 

 
  

 

3.6.3.  凹に湾曲した壁面による気体デトネーション波の収束特性 

 続いて，2 次元湾曲流路の外周壁面近傍における気体デトネーション波の収束の再現を試

み，収束特性と負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係の関連性について考

察する．これに先立ち，外周壁面近傍に生じる負に湾曲した気体デトネーション波の波面

進展の再現に対して， CJn DD 関係の適用が可能となる条件について検討する．本研究

では，検討対象を 2 次元湾曲流路の曲部入口付近の外周壁面による気体デトネーション波

の収束に限定する．2 次元湾曲流路の曲部入口付近のみに着目すれば，平面の気体デトネー

ション波の曲部への進入距離が短いため，内周壁面の膨張波の影響は平面の気体デトネー

ション波と外周壁面の干渉領域まで到達しない．すなわち，内周壁面の存在を無視して，

図 3.32 に示すような平面の気体デトネーション波と曲率半径が一定である凹に湾曲した壁

面との干渉として現象を扱うことができる．図 3.32 において， sM は平面の気体デトネーシ

ョン波の前面の衝撃波の伝播マッハ数， w は平面の気体デトネーション波の波面と壁面の

接触点までの角度である．このような現象では，平面の気体デトネーション波の伝播とと

もに w が変化し，壁面上での反射形態が変化する．壁面上での反射形態の変化を厳密に予

測可能な完成された理論は現在のところ存在しないため，ここでは平面の気体デトネーシ

ョン波と壁面の幾何学的関係を単純化して，ある瞬間において w が一定に固定される擬似

定常流れを仮定し，反射形態と w の関係を単純化された理論により確認する． 
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図 3.31  2 次元収束流路における円弧状収束デトネーション波の伝播特性 

（ CJn DD コンター） 
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 図 3.33 に曲率半径が一定である凹に湾曲した壁面における反射形態と w の関係を示す．

図中において，DW は気体デトネーション波，RS は反射衝撃波，MS はマッハステムを表

す．平面の気体デトネーション波の前面は衝撃波であり，この衝撃波と反応領域との間に

は有限の距離が存在するため，反射形態は前面の衝撃波の特性によって決定されるものと

考え，各反射形態の境界を Vasilev et al.の手法 100)に従って決定した．図 3.33 に示すように，

理論的には正常反射とマッハ反射の境界は 2 つ存在するが， w が時間の経過とともに増加

する場合は，上側の境界（von Neumann condition）が正常反射とマッハ反射の境界になるこ

とが知られている 101)．図 3.32 において平面の気体デトネーション波の伝播とともに w は

増加するので，正常反射とマッハ反射の境界には上側の境界（von Neumann condition）を採

用した．純粋な衝撃波の場合ではあるが，図 3.32 と同じ形態において， w が小さい条件で

は反射衝撃波が発生せずに入射衝撃波が壁面近傍で負に湾曲して伝播し， w の増加ととも

に反射形態が図 3.33 の結果のように変化することが，Skews and Kleine の実験により確認さ

れている 102)．負に湾曲した気体デトネーション波の波面進展が CJn DD 関係に従うな

らば，波面進展が準定常・準 1 次元的であると考えることができるが，壁面で反射衝撃波

が生じる場合，壁面近傍における波面進展は準定常・準 1 次元的ではなくなる．すなわち，

仮に負に湾曲した気体デトネーション波の波面進展が CJn DD 関係に従うとしても，壁

面で反射衝撃波が生じない条件でなければ，壁面近傍における負に湾曲した気体デトネー

ション波の波面進展を CJn DD 関係によって再現することはできない．図 3.33 の結果か

ら，2C2H2+5O2+7Ar の場合は理論的には 9.23w  までは壁面で反射衝撃波は発生しないた

め，負に湾曲した気体デトネーション波の波面進展が CJn DD 関係に従うならば，

9.23w  までは壁面近傍における負に湾曲した気体デトネーション波の波面進展の再現に

CJn DD 関係が適用できるものと考えられる．  
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図 3.32  平面の気体デトネーション波と曲率半径が一定である凹に湾曲した

壁面との干渉 
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 図 3.34 に，2 次元湾曲流路の外周壁面近傍における気体デトネーション波の波面進展を

負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係を用いて再現した結果の一例を示

す．波面の追跡には marker particle method98)を用い，気体デトネーション波の波面が 2 次元

湾曲流路の内周壁面および外周壁面に垂直となることを境界条件とした．境界条件の設定

方法および波面進展の再現方法の詳細については付録 B を参照されたい．2 次元湾曲流路に

おける気体デトネーション波の伝播形態が安定形態の条件（図 3.34（c）および図 3.34（d））

では，正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展は全 CJn DD 関係により再現した．

一方，臨界形態あるいは不安定形態の条件（図 3.34（a）および図 3.34（b））では，正に湾

曲した気体デトネーション波の波面進展は 1CJn DD の関係により再現した．そのため，臨

界形態あるいは不安定形態の条件では，正に湾曲した気体デトネーション波の再現された

波面進展は，当然ながら実際の波面進展とは異なる．正に湾曲した気体デトネーション波

は内周壁面からの膨張波の波頭よりも左側の領域（膨張波の影響を受ける領域）に生じる

ので，この領域の波面を再現結果から除いた．図中の写真が実験結果を，赤い破線が再現

された波面を表しており，写真の波面および再現された波面の時間間隔はともに 1 s であ

る．波面の再現は 0.07.0   （ 2042.10000.1 CJn  DD に対応）の範囲で行なった．図

3.34 において，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係によって再現された

外壁近傍の波面進展は，2 次元湾曲流路の幾何学的形状（すなわち or ）や（あるいは p ）

が異なっていても，全ての条件において実験結果と概ね一致していることがわかる．した

がって，外周壁面による気体デトネーション波の収束も，2 次元収束流路における負に湾曲

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

Ms [-]

 w
 [

°]

Sonic condition

Detachment criterion
(2-shock theory)

von Neumann condition
(3-shock theory)

No reflection

Mach
reflection

Regular
reflection

MCJ = 6.3125

w = 23.9°

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

Ms [-]

 w
 [

°]

Sonic condition

Detachment criterion
(2-shock theory)

von Neumann condition
(3-shock theory)

No reflection

Mach
reflection

Regular
reflection

MCJ = 6.3125

w = 23.9°

DW

DW

DW

RS

RS
MS

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

Ms [-]

 w
 [

°]

Sonic condition

Detachment criterion
(2-shock theory)

von Neumann condition
(3-shock theory)

No reflection

Mach
reflection

Regular
reflection

MCJ = 6.3125

w = 23.9°

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

Ms [-]

 w
 [

°]

Sonic condition

Detachment criterion
(2-shock theory)

von Neumann condition
(3-shock theory)

No reflection

Mach
reflection

Regular
reflection

MCJ = 6.3125

w = 23.9°

DW

DW

DW

RS

RS
MS

 

図 3.33  曲率半径が一定である凹に湾曲した壁面における反射形態と w の関係 
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した気体デトネーション波の波面進展と同様に， 0.07.0   （ 2042.10000.1 CJn  DD に

対応）の範囲においては，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係に概ね従

っていると考えられる． 

 十分に発達した円弧状収束デトネーション波あるいは円筒状収束デトネーション波の伝

播特性に比べ，凹に湾曲した壁面によって収束される気体デトネーション波の過渡的な伝

播特性を明らかにすることは難しい．通常，凹に湾曲した壁面によって気体デトネーショ

ン波が収束される条件では反射衝撃波が発生し易く，凹に湾曲した壁面による収束により

気体デトネーション波を極端に負に湾曲させる実験を行なうことは困難であるため，過渡

的な波面の進展を精度良く確認することは難しい．本研究で確認した負に湾曲した気体デ

トネーション波の波面進展では波面形状の変化は小さく，条件（可燃性混合気の種類およ

び流路形状）も限定的であるため，負に湾曲した気体デトネーション波の波面進展と

CJn DD 関係の関連性が完全に解明されたとは言い難い．この関連性を完全に解明する

ためには，他の条件においても更に実験的な検討を行なう必要がある． 
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図 3.34  負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係による 

2 次元湾曲流路の外周壁面近傍における気体デトネーション波 

の波面進展の再現 
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3.7.  まとめ 

C2H4+3O2，2H2+O2および 2C2H2+5O2+7Ar の 3 種類の可燃性混合気に対し，2 次元湾曲流

路（流路幅を一定に固定）における気体デトネーション波の伝播特性について明らかにし

た．本研究の条件では，2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播形態は約

2313 i  r の間で不安定形態から安定形態に遷移し，安定形態となる下限は可燃性混合気

の種類に依らず約 23i r である．安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波が

最終的にある一定の湾曲形状を維持しながら 2 次元湾曲流路を定常的に伝播するという特

徴を利用して，その波面形状を定式化することにより，正に湾曲した気体デトネーション

波の CJn DD 関係を取得する方法を構築した．正に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係は， ir（すなわち 2 次元湾曲流路の幾何学的形状）および（あるいは p ）

を変化させたとしても，すなわち ir を変化させたとしても，  のみの関数としてある 1

本の曲線で表されるような挙動を示し，  の増加とともに CJn DD は減少する．また，正

に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係は可燃性混合気の種類に殆ど依存し

ない．安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展は，正に湾曲した気

体デトネーション波の CJn DD 関係によって支配され，準定常・準 1 次元的である． ir

の増加とともに CJn / DD は 1 に近づき， ir が無限大の条件では，安定形態にある正に湾曲

した気体デトネーション波の波面進展はホイヘンスの原理に従うと予想される．また， ir

が一定の条件では， ir（すなわち 2 次元湾曲流路の幾何学的形状）および可燃性混合気の種

類に依らず波面進展の態様が等しくなり，ある における波面形状が相似になる．一方，

2C2H2+5O2+7Ar に対しては，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係も取得

した．負に湾曲した気体デトネーション波では，  の減少とともに CJn DD は直線的に増

加する．円弧状収束デトネーション波の波面進展や，凹に湾曲した壁面による反射衝撃波

が発生しない条件における気体デトネーション波の収束は，負に湾曲した気体デトネーシ

ョン波の CJn DD 関係に概ね従う．  
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第 4 章  現実性を向上させた湾曲した気体デトネーション 

波の準定常・準 1 次元モデル 

 

4.1.  はじめに 

第 3 章において，正に湾曲した気体デトネーション波では， CJn DD は ir に殆ど影響さ

れず， の関数になることが明らかになった．したがって，本章では流路形状の影響は存

在しないものと考え，波面の湾曲のみに着目し，正に湾曲した気体デトネーション波のモ

デル化を行なう． 

正に湾曲した気体デトネーション波に関して，Yao and Stewart80)の準定常・準１次元モデ

ルでは反応誘導領域と反応領域から成る 2 段構造が，Sharpe81)の準定常・準１次元モデルで

は化学平衡が考慮されたが，依然として反応次数が 1 の単純な 1 段階反応速度則を用いら

れており，圧力（密度）の変化が化学反応速度に及ぼす影響は考慮されていない．本章で

は，Yao and Stewart80)および Sharpe81)が提唱しているモデルを組み合せ，更に新たに圧力（密

度）依存性のある反応速度則を組み入れ，現実性の向上を図る．これによって，実際の気

体デトネーション波の基本的な特徴である反応誘導領域と反応領域から成る 2 段構造，化

学平衡，および化学反応速度の圧力（密度）依存性を全て網羅したモデルに拡張する．本

モデルによって，正に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係を計算し，第 3 章

の実験結果との比較を行ない，モデルの検証を行なうとともに， CJn DD 関係の一般性

について議論する．また，本モデルによって正に湾曲した気体デトネーション波の内部構

造を明らかにし，波面の曲率による内部構造の変化や垂直方向伝播速度の減速機構につい

て議論する． 

 

4.2.  内部構造のモデル化 

図 4.1 にモデル化された正に湾曲した気体デトネーション波の内部構造を示す．気体デト

ネーション波はセル構造を有するが，Menikoff et al.の長波長・低周波数近似 77)の考えに基

づき，正に湾曲した気体デトネーション波の構造は空間・時間平均的には ZND 構造である

と考える．厳密には気体デトネーション波の波面にはセル構造のために微小な凹凸が存在

するが，上記の考えではグローバルな波面を定義することになるので，同様にグローバル

な波面の曲率が定義されることになる．加えて，Yao and Stewart80)の準定常・準１次元モデ

ルと同様に，内部の構造が反応誘導領域（induction zone，IZ）と反応領域（reaction zone，

RZ）の 2 段階から成ると考える．また，Whitham の ray tube theory69)に基づき，正に湾曲し

た気体デトネーション波は極めて細いレイチューブ内を準 1 次元的に伝播すると考える．
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図 4.1 において， nは波面を基準とした波面垂直方向の距離（伝播方向を正）， igl は前面の

衝撃波から可燃性混合気の着火が開始する点までの距離， mtl は可燃性混合気の着火が開始

する点からサーミシティが最大になる点までの距離であり，igl と mtl の和を反応誘導距離 indl

と定義する．レイチューブの断面積を Aとすれば， は   AnA dd のように表される．本研

究では indl が波面の曲率半径よりも十分に小さい，すなわち 1ind l と考える． 

気体デトネーション波が IZ と RZ の 2 段から成る ZND 構造であると考えれば，平面 CJ

デトネーション波の反応誘導距離 CJind,l を唯一の特性長さと考えることができる．一方，実

際の気体デトネーション波はセル構造を有しており，平面 CJ デトネーション波のもまた

特性長さと考えることができる．経験的にと CJind,l の間には CJind,Cl （C は定数）の関係

が成り立つ 28)．この関係からをスケールとしてモデルに組み込む．本研究のモデルの最

終的な出力結果は CJn DD 関係である．ここで，本章においては CJD は平面 CJ デトネー

ション波（ 0 ）の伝播速度の理論値であり，例えば NASA の平衡計算ソフトである CEA96)

のように CJ 点で化学平衡状態を考慮することにより決定される伝播速度である．

CJn DD 関係は 2 段階の過程を経て導出する．最初の段階では CJind,CJn lDD  関係を理

論的に導出し，次の段階で CJind,Cl の経験則を用いてスケールの変換を行ない，

CJind,CJn lDD  関係を CJn DD 関係に変換する． 
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図 4.1  正に湾曲した気体デトネーション波の内部構造のモデル化 
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4.3.  支配方程式 

本研究のモデルおいて，流体は熱的かつ熱量的に完全な気体であると考える．可燃性混

合気が着火を開始した後は，化学反応は 1 段階で進行して単に熱源として作用し，分子量

および気体力学特性は変化しないものとする．このとき，波面静止系で見た準 1 次元的に

伝播する正に湾曲した気体デトネーション波の支配方程式は以下のようになる 64)． 
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





uD
n

u

t


 （質量保存式）      （4.1） 

0
1n

n
n

n 












n

p

n

u
u

t

u
D


  （運動量保存式）     （4.2） 

0n2n 






















n
u

t

p

n

e
u

t

e 


 （エネルギー保存式）     （4.3） 

w
n

Y
u

t

Y








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   （熱量的状態方程式）     （4.5） 

RTp      （熱的状態方程式）     （4.6） 

ここで，  は密度， t は時間， nu は波面垂直方向の流体粒子の速度， nD は波面垂直方向の

波面の加速度， p は圧力，eは比内部エネルギー，Y は反応進行度（生成物の質量分率に等

しく，純粋な反応物ならば 0Y ，純粋な生成物ならば 1Y ），w は質量基準の化学反応速

度，  は比熱比， qは単位質量当たりの発熱量， R は気体定数，T は温度である． 

 正に湾曲した気体デトネーション波の既存モデルでは，問題を単純化するために化学反

応は不可逆的であると考えてきた 80)．また，化学反応の進行に対する反応物の分子間ある

いは生成物の分子間の相互作用を無視してきたため，化学反応速度の圧力（密度）依存性

は考慮されなかった 80,81)．しかしながら，デトネーションは燃焼の一種であるため，気体デ

トネーション波内における化学反応はある程度進行すると正反応と逆反応の速度が釣り合

い，化学平衡状態に達する．また，化学反応速度は化学種の濃度に依存するため，気体デ

トネーション波の内部構造は可燃性混合気の初期圧力（初期密度）および化学反応進行中

の流体（気体）の圧力（密度）に依存する．したがって，本研究で検討する正に湾曲した

気体デトネーション波のモデルでは，化学反応として N21N21 PPPRRR  

（R : 反応物, P : 生成物）のような 1 段階可逆反応を考え，化学反応の可逆性，すなわち

化学平衡を考慮する．この化学反応系では，反応物の分子間の相互作用によって化学反応

が進行するため，反応次数は 1 以上となり，化学反応速度の圧力（密度）依存性も考慮さ

れる．これらの効果により，気体デトネーション波内部における化学反応の進行が既存の

モデルよりも現実的となり，モデルの現実性が向上する．本研究のモデルでは，反応速度

則において，化学反応速度の圧力（密度）依存性と化学平衡の影響を考慮することに重点
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を置く．化学反応の過程において，反応物および生成物のそれぞれの化学種の数，量論係

数，分子量および気体力学特性が全て等しいとする．このとき，反応速度則は 
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KYY

T

T
Zw exp1exp a1       （4.7） 

で与えられる．ここで， Z は前指数因子， は反応次数， aT は活性化温度， K は化学平衡

状態を決定する定数である．式（4.7）の導出については付録 C を参照されたい． 

本研究では正反応と逆反応の両方を考慮しており，式（4.7）は正反応の速度から逆反応

の速度を差し引いた正味の化学反応速度を表すが，式（4.7）に用いる aT は正反応の活性化

温度に対応する． aT は気体デトネーション波における可燃性混合気の着火過程を定容の熱

爆発過程として扱うことで決定することができる．式（4.7）の導出の過程では， が 1 以

上の整数であることが前提となっているが，実際の化学反応では は整数とは限らない．本

研究では実際の化学反応における を検討対象とする化学反応の有効な反応次数として扱

うこととし，これを式（4.7）に用いることとする． は の可燃性混合気の初期圧力に対

する感度から実験的に取得することができ，通常の気体デトネーション波では約 2 となる．

一方， K は生成物と反応物の比ギブス自由エネルギーの差 g に関する以下の関係式 1)から

決定される． 

  









Y

Y
RTKRTqg

1
lnln         （4.8） 

化学平衡を伴う気体デトネーション波の場合，その波面が完全に平面（ 0 ）である CJ

デトネーション波では，CJ 点は化学平衡状態である 1,81,103)．すなわち，化学平衡を伴う平

面 CJ デトネーション波の CJ 点では式（4.8）において 0g であるから 1)， K は化学平衡

を伴う平面 CJ デトネーション波の CJ 点の状態を用いて 













CJpeq,CJpeq,

CJpeq, exp
1

RT

q

Y

Y
K          （4.9） 

として決定される．ここで，下付きの eq は化学平衡状態を，CJp は CJ 点の状態を表し，こ

れらを併せた eq,CJpは化学平衡を伴う平面 CJデトネーション波の CJ点の状態を意味する．

CJpeq,Y は可燃性混合気の組成と初期状態が決まれば，自動的に決定するパラメータである．

また，化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波の場合，付録 D に示すように CJ 点におい

て 2
CJpeq,

2
CJpn, au  となる 1,81,103)． CJpeq,a は化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波の CJ 点にお

ける平衡音速であり，以下に示すような化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波の CJ 点

における凍結音速 CJpfr,a との関係から求められる 1)． 
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













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     （4.10） 

熱的状態方程式から，凍結音速 fra とT の間には 

RT
p

a 



2
fr          （4.11） 

の関係が成り立つので， CJpfr,a が求まれば式（4.11）より CJpeq,T が決まる． CJpfr,a は qを決定す

る過程で qと同時に求められ，その詳細については 4.5.2 項で述べる． CJpeq,Y および CJpeq,T が

求められれば，これらの値を式（4.9）に代入することにより K が決定される． 

 

4.4.  マスター方程式とベルヌーイの式 

流体粒子が IZ と RZ を通過する時間スケールに比べ，遥かに長い時間スケールで正に湾

曲した気体デトネーション波の波面が進展するならば，正に湾曲した気体デトネーション

波の内部構造と垂直方向伝播速度は緩やかに変化すると考えることができる．このような

条件では，式（4.1）~ 式（4.4）において   1 t と考えることでき，正に湾曲した気体

デトネーション波は準定常的に伝播していると考えることができる．したがって，式（4.1）

~ 式（4.4）は以下のように単純化できる． 

 
    0
d

d
nn

n  uD
n

u 
 （質量保存式）      （4.12） 

 0
d

d1

d

d n
n 

n

p

n

u
u


  （運動量保存式）     （4.13） 

 0
d

d

d

d
2


n

p

n

e 


  （エネルギー保存式）     （4.14） 

 w
n

Y
u 

d

d
n   （化学反応式）        （4.15） 

式（4.5）より  Ypee ,, であるので，以下の関係が成り立つ． 

 
n

Y

Y

e

n

p

p

e

n

e
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e

d
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d

d
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














       （4.16） 

式（4.16）を式（4.14）に代入して整理すると 
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d

d

d

d

d

d
2 















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

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
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
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Y

p

e

Y

e
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p

np

eep 
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     （4.17） 

となる． fra の一般表記は 
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
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
 2

2
fr         （4.18） 

であるので 1)，式（4.18）を式（4.17）に代入すると 

 0
d

d

d

d

d

d2
fr 








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



n

Y

p

e

Y

e

n

p

n
a


       （4.19） 

となる．式（4.12），式（4.13）および式（4.15）を式（4.19）に代入して整理すると 

 

 
2
n

2
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nn
2
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d
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uDaw
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
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       （4.20） 

の関係が得られる．一方，式（4.5）より 

 q
Y

e





          （4.21） 

 
1

11







p

e
         （4.22） 

の関係が得られるので，式（4.21）および式（4.22）を式（4.20）に代入して整理すると 

 
       
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nn2
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2
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2
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frn
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uDaqw
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u













     （4.23） 

の関係が得られる．ここで，M は波面垂直方向の流体粒子のマッハ数であり， 2
fr

2
n

2 auM 

の関係により定義される．式（4.23）は準定常・準 1 次元的に伝播する気体デトネーション

波の IZ および RZ において常に成立する関係式であり，マスター方程式と呼ばれる 80,81)． 

 式（4.13）と式（4.14）の和をとって整理すると 

 0
2d

d 2
n 









up
e

n 
        （4.24） 

となる．式（4.24）に式（4.5）を代入して整理すると 

   0
21d

d 2
n 











Yq

up

n 


        （4.25） 

となる．すなわち， 

   .
21

2
n constYq

up


 


        （4.26） 

の関係が成り立つ．式（4.26）は気体デトネーション波の前面の衝撃波の直前でも成立する

ので，式（4.26）から 

   
2
n

2
n

2

1

121
D

p
Yq

up





 









       （4.27） 

のベルヌーイの式が得られ，式（4.27）を  pa 2
fr について解けば 
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 














 Yq
uDp

a
2

1
2
n

2
n2

fr 



       （4.28） 

となる．ここで，下付きのマイナス（−）は前面の衝撃波直前の状態あるいは初期状態を表

す．式（4.28）も準定常・準 1 次元的に伝播する気体デトネーション波の IZ および RZ にお

いて常に成立する関係式である． 

 

4.5.  反応誘導距離と無次元化 

4.5.1.  着火判定基準 

 ZND 構造が IZ と RZ の 2 段階から成ると想定するとき，可燃性混合気の着火が開始する

点の位置（すなわち igl ）を決定することが重要である．なぜならば，可燃性混合気の着火

が開始する点までの領域では 0w ，それ以降の CJ 点までの領域では 0w であり，可燃性

混合気の着火点の前後で化学反応特性が異なるためである．平面 CJ デトネーション波の場

合，前面の衝撃波を通過した流体粒子が着火に至るまでの過程は定容の熱爆発過程である
104)．本研究のモデルで想定している正に湾曲した気体デトネーション波は 1ind l かつ

  1 t （すなわち準定常・準 1 次元）であるため，平面 CJ デトネーション波の場合と

同様に，近似的に可燃性混合気の着火過程は定容の熱爆発過程と見なすことができる．し

たがって，可燃性混合気の局所的な状態（  およびT ）により決定される着火遅れ時間 igt は 

   








 

T

T

T

T

qZ

R
t a

a

2
1

ig exp
1




       （4.29） 

の関係から近似的に決定できる．式（4.29）の導出については付録 E を参照されたい．本研

究では，可燃性混合気の着火基準を 

  ltn
u

l





ig

0
n

d
1

         （4.30） 

と定義する．すなわち，ある位置 ln  における流体粒子の衝撃波通過後の経過時間が，あ

る位置 ln  における流体粒子の局所的な状態から式（4.29）を用いて決定される igt と等し

くなるときに，可燃性混合気が着火すると考える．したがって，式（4.30）を満足する l が igl

となる． 

 式（4.30）を使用するためには，前面の衝撃波直後（ 0n ）から可燃性混合気の着火が

開始する点（ igln  ）までの領域における nu ，  およびT の分布を決定する必要がある．

この領域では 0w および 0Y であるので， p ，  ， nD および が既知であれば，式（4.23）

に式（4.28）を代入して前面の衝撃波直後（ 0n ）から下流に向かって単純に積分するこ

とにより nu の分布が得られ，引き続き式（4.12）を積分することにより  の分布が得られ

る．これらの積分の初期条件は， 0n において 
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


 

n,

n

u

D           （4.32） 

である 105)．ここで，下付きのプラス（+）は前面の衝撃波直後の状態を表す．T は式（4.11）

および式（4.28）から求められる． 

 

4.5.2.  反応誘導距離スケール 

 平面 CJ デトネーション波では， 0 および CJn DD  であるため，式（4.12）および式（4.13）

はそれぞれ 

 CJn Du            （4.33） 

 2
CJ

2
n Dpup            （4.34） 

のようになる．式（4.33）および式（4.34）より， p ，  および CJD が既知であれば， fra は 

  CJn
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
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      （4.35） 

のように nu のみの関数として表される．一方，サーミシティ は 

   w
a

q
2
fr

1           （4.36） 

として定義される 58)．平面 CJ デトネーション波において，可燃性混合気の着火が開始する

点から が最大になる点までの距離 CJmt,l は，式（4.23）において 0 として 
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   （4.37） 

で与えられる．平面 CJ デトネーション波では，その構造が ZND 構造ならば，前面の衝撃

波直後から可燃性混合気の着火が開始する点までの領域における状態は，前面の衝撃波直

後の状態に等しいと見なして差し支えない．したがって，平面 CJ デトネーション波におい

て，前面の衝撃波から可燃性混合気の着火が開始する点までの距離 CJig,l は，前面の衝撃波直

後の状態で決定されるため，式（4.30）は以下のように単純化される． 
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      （4.38） 

平面 CJ デトネーション波の反応誘導距離 CJind,l は CJig,l と CJmt,l の和として． 
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   （4.39） 

で与えられる． 

p ，  および CJD が既知であれば，式（4.39）に式（4.35）を代入して ign,u から mtn,u まで

積分することにより， ind,CJl を得ることができる．平面 CJ デトネーション波では，前面の衝

撃波直後（ 0n ）から可燃性混合気の着火が開始する点（ CJig,ln  ）までの領域では，流

れが 1 次元的で 0w および 0Y であるから，  n,n uu ，   および  TT であり，

 n,ign, uu である． n,u は式（4.31）から，  は式（4.32）あるいは式（4.33）から， T は式

（4.11）と式（4.35）からそれぞれ求められる．したがって，式（4.39）を積分するために

は，可燃性混合気の着火が開始する点（ CJig,ln  ）から下流の nu ，  およびT の分布を予

め求めればよい．式（4.23）に式（4.35）を代入し， 0 として可燃性混合気の着火が開始

する点（ CJig,ln  ）から下流に向かって積分すれば nu の分布が得られる．なお，この積分

の初期条件は  n,ign,n uuu である． nu の分布が得られれば，式（4.11），式（4.33）および

式（4.35）から  とT の分布が得られる．  

化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波の場合，付録 D に示すように CJ 点において
2

CJpeq,
2

CJpn, au  の関係が成りたつ 1,81,103)．したがって， p ，  および CJpeq,Y が既知であれば，

0 および CJn DD  とすることにより，式（4.10），式（4.28）および式（4.35）から q が

決定される．本研究ではこれらの関係式を Newton−Raphson 法 106)により解いた．なお，qが

求められれば，式（4.10），式（4.28）および式（4.35）より残りの 2 つの未知数である CJpeq,a

と CJpfr,a も同時に求められ， CJpfr,a は 4.3 項に示したように K の決定に用いられる． 

 

4.5.3.  無次元化 

 本研究のモデルでは，長さ l ，時間 t ，速度u ，密度  ，圧力 p ，温度T ，エネルギー eの

次元を持つ物理量を，基準スケールを用いて以下の規則により無次元化する． 

CJ

1

CJind,

~

D

Zl

l

l
l


 
 ，


 1

~



Zt

t ，
CJ

~
D

u
u  ，





~ ，

2
CJ

~
D

p
p






， 

2
CJ

~

D

RT
T  ，

2
CJ

~
D

e
e          （4.40） 

ここで， は尺度因子であり，上付きのチルダ（~）は式（4.40）の規則により無次元化さ

れた物理量を表す．この無次元化において 
~ は常に 1 であり， p~ は 

2
CJ

2
CJ

1~
MD

p
p







         （4.41） 
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で与えられる．ここで， CJM は平面 CJ デトネーション波の伝播マッハ数である．一方，

は無次元化された平面 CJ デトネーション波の反応誘導距離が 1 になるように決定され，無

次元化された式（4.39）より 

 
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~

~
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2
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a
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1n,

~d

~
~

exp1~

~
exp~~1

~~

~

~
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~
~

~1

~

u

u

u

T

q
KYY

T

T
q

ua

T

T

T

T

q

u













    （4.42） 

で与えられる． 

 

 4.6.  解法および計算条件 

 可燃性混合気の初期状態（ p および  ）と気体力学特性（ CJD ， CJM ， R および  ）が

既知であり，適当な nD と の組み合せが与えられれば，正に湾曲した気体デトネーション

波の前面の衝撃波直後（ 0n ）の状態量（  ， p および T 等）が決定され，式（4.12）~ 式

（4.15）の積分の境界条件となる．したがって，化学反応特性（ aT ， q， CJpeq,Y ， Z ， K お

よび ）が与えられれば，式（4.12）~ 式（4.15）を前面の衝撃波直後（ 0n ）から下流の

CJ 点に向かって積分することにより，化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネーション波

の内部の状態量（  ，p およびT 等）を決定することができる．なお，式（4.12）~ 式（4.15）

の積分において，前面の衝撃波直後（ 0n ）から可燃性混合気の着火が開始する点（ igln  ）

までは 0w ，可燃性混合気の着火が開始する点（ igln  ）から下流の CJ 点までは 0w と

して場合分けが必要である．正に湾曲した気体デトネーション波の内部のこれらの状態量

は，式（4.5），式（4.6），式（4.11）および式（4.28）を通じて互いに関連付けられている．

しかしながら，この積分ではもう 1 つの境界条件（CJ 点での状態）が未定であるため，解

の候補となる nD と の組み合せは無数に存在する．したがって，無数にある nD と の組み

合せの中から解となる組み合せを判別するための条件が必要である． 

 化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネーション波（ 0 ）の CJ 点では，付録 D に示

すように一般化された CJ 条件が満足されなければならない 81,103)．すなわち，式（4.12）~ 式

（4.15）の積分の過程で 2
CJpfr,

2
CJpn, au  となって式（4.23）の分母が 0 になると同時に，正則性

を維持するために同時に式（4.23）の分子も 0 になる必要がある 81,103)．化学平衡を伴う正

に湾曲した気体デトネーション波では，この条件を満足する点が CJ 点であることから，式

（4.23）は CJ 状態の判別式と考えることができる．この一般化された CJ 条件を満足する nD

と の組み合せは唯一つしか存在しないため，shooting method107)により解となる nD と の

組み合せを探索することができる．このようにして解となる nD と の組み合せを探索する
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ことにより， nD 関係を得ることができる．なお，本研究では式（4.12）~ 式（4.15）の

積分をルンゲ・クッタ法（4 次）108)により行なった． 

しかしながら，化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波（ 0 ）の CJ 点では，4.3 項

で述べたように 2
CJpeq,

2
CJpn, au  であり，一般に eqfr aa  であるので，一般化された CJ 条件は満

足されない 1,81,103)．すなわち，化学平衡を伴う気体デトネーション波の場合， 0 の場合

の CJ 条件（CJ 点で化学平衡状態かつ 2
CJpeq,

2
CJpn, au  ）と 0 の場合の CJ 条件（一般化され

た CJ 条件）では CJ 条件が異なるため，化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波の伝播速

度  0CJ D が 0 の極限状態の伝播速度  0n D に一致しないという矛盾が生じる

81,103)．この矛盾を完全に回避する手段は現在のところ存在しない．Sharpe は，化学平衡と

伴う気体デトネーション波の場合，壁面の影響等により完全に 0 の平面の気体デトネー

ション波は達成できず，実際の気体デトネーション波では  0n D が達成し得る平面 CJ

デトネーション波の伝播速度であるとしている 81)．しかしながら，現実的には  0n D を

決定することはできず，Sharpe は 0 の状態が 0 の状態の特異極限と考えることによ

り，代わりに  0CJ D を達成し得る平面 CJ デトネーション波の伝播速度として扱ってい

る 81)．本研究でも Sharpe の考えに基づいて化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネーショ

ン波のモデル化を行ない，  0CJ D を達成し得る平面 CJ デトネーション波の伝播速度と

して扱う． 0 の条件では一般化された CJ 条件が満足されるため，CJ 点で 2
CJpfr,

2
CJpn, au  と

なる一方， は限りなく 0 に近いため，CJ 条件を満足するまでに流れ場に実際に放出され

る熱量は，  0CJ D の場合に限りなく近づくはずである．すなわち， 0 の条件におい

て，CJ 点で 2
CJpfr,

2
CJpn, au  でありながら，CJ 条件を満足するまでに流れ場に実際に放出され

る熱量が  0CJ D の場合に等しくなるときの伝播速度を求めれば，  0n D はこの伝播

速度と  0CJ D の間に存在するはずである．この伝播速度は，レイリー線と凍結ユゴニオ

曲線が接する条件（すなわち化学平衡を考慮しない条件）により決定することができ，気

体デトネーション波の場合，  0CJ D に比べて 0.3%程度低いに過ぎない 1)．すなわち，

 0n D の代わりに  0CJ D を達成し得る平面 CJ デトネーション波の伝播速度として

扱っても， nD 関係を決定する上で然程影響はないと考えられる． 

 モデルの計算の対象となる可燃性混合気は，第 3 章の実験と同様に C2H4+3O2，2H2+O2

および 2C2H2+5O2+7Ar である．これらの可燃性混合気の計算に用いた入力値を表 4.1 に示

す． T は 298.15 K で一定としている．有次元のパラメータは式（4.40）の規則に基づき無

次元化されている．C を除いたパラメータは p が 0.1 MPa の条件を基準として決定した．

CJM および  は CEA96)により算出した． CJD と CJM の両方が CEA96)の計算結果と一致するよ

う， は前面の衝撃波直前の状態の値を用いた． CJpeq,Y は反応物の発熱量基準で overallCJ qq の

ように定義した． CJq は平面 CJ デトネーション波の CJ 点までに放出される単位質量当たり

の反応物の熱量（0.1 MPa，298.15 K の標準状態基準）であり，理想気体の平面 CJ デトネー

ション波のモデル（ 2 モデル）を用いた Thompson109)の手法から求めた． CJq の計算に必

要となる平面 CJ デトネーション波の伝播マッハ数，前面の衝撃波直前の状態および CJ 点
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における比熱比と凍結音速は CEA96)により求めた．一方， overallq は以下の総括反応 

 22242 2COO2H3OHC         （4.43） 

 O2HO2H 222          （4.44） 

 7Ar4COO2H7Ar5OH2C 22222        （4.45） 

によって放出される単位質量当たりの反応物の熱量（0.1 MPa，298.15 K の標準状態基準の

高位発熱量）である 110)．C は CJind,l で定義される定数である．は付録 A の式（A.1）~ 式

（A.3）を用いて p から換算して求めた．一方， CJind,l は詳細反応モデルを用いて T が 298.15 

K の条件で計算した平面 CJ デトネーション波（ZND 構造）のサーミシティ分布から決定し

た．気体デトネーション波では経験的に CJind,Cl の関係が成り立つことが知られているた

め 28)，C に対する p の感度が最も小さくなる詳細反応モデルを用いた（C2H4+3O2 には

Konnov mechanism111)，2H2+O2および 2C2H2+5O2+7Ar には GRI-Mech 3.0112)）．図 4.2 に平面

CJ デトネーション波における p とC の関係を示す．図 4.2 のシンボルに対する p の範囲は

表 3.1 の範囲に等しくなるように設定している．この範囲ではC は p に対してほぼ一定で

あることから，この範囲の平均値を代表値としてC の値に使用した． a

~
T は詳細反応モデル

を用い，Schultz and Shepherd の手法 104)に従って定容熱爆発理論から決定した． a

~
T の決定方

法の詳細については付録 F を参照されたい．一般にが p の 1 乗に比例することから，

付録 A の式（A.1）~ 式（A.3）の p の指数から を決定した．これらのパラメータが決定

すれば，表 4.1 のその他のパラメータの値については，K は 4.3 項に，q~ は 4.5.2 項に， は

4.5.3 項に示した手法により，それぞれ決定される． 

 

表 4.1  各可燃性混合気の計算に用いた入力値 

Gas mixture CJM    
a

~
T  q~  CJpeq,Y   K    C  

C2H4+3O2 7.2528 1.3402 0.74480 1.3113 0.45481 1.1893 199.12 2.1270 12.860

2H2+O2 5.2743 1.4016 0.95076 0.91776 0.51881 3.7329 31.134 2.0242 26.986

2C2H2+5O2+7Ar 6.3125 1.4409 0.74701 0.98095 0.44256 0.89014 57.110 2.1173 10.225

 

表 4.1 の入力値を用いれば，モデルの計算結果として各可燃性混合気の ~~
n D 関係が得ら

れる．式（4.40）の無次元化の規則からわかるように， nD は CJD で割ることにより， は CJind,l

を掛けることにより，それぞれ無次元化されている．したがって，本研究のモデルで得ら

れる初期段階の ~~
n D 関係は，有次元量を用いた表記では CJind,CJn lDD  関係である．一

方，実験的に取得した無次元化された nD 関係は，実験で定量的に取得可能な量である

で無次元化されているため，有次元量を用いた表記では CJn DD 関係であり，この関係

と CJind,CJn lDD  関係を定量的に比較することはできない．したがって，4.2 項で述べたよ

うに，モデルの計算結果と実験結果を定量的に比較できるよう，本研究では CJind,Cl の経

験則を用い，モデルの計算により得られる CJind,CJn lDD  関係を CJn DD 関係にスケー

ル変換を行なう． 
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4.7.  Dn/DCJ−関係の比較 

図 4.3 ~ 図 4.5 に各可燃性混合気の CJn DD 関係のモデルによる計算結果と実験結果

の比較を示す．図 4.3 ~ 図 4.5 の実験結果は図 3.17 ~ 図 3.19 の実験結果と同じである．図

中の青い実線は本研究のモデルにより表 4.1 の入力値を用いて計算した結果であり， 1 と

して化学反応速度の圧力（密度）依存性を考慮した結果である．なお，参考として 1 と

して化学反応速度の圧力（密度）依存性を考慮しなかった結果も青い破線で示している．

この結果は，Yao and Stewart80)および Sharpe81)が提唱しているモデルを単純に組み合せたモ

デルによる計算結果に相当する．気体デトネーション波の内部構造のスケールは， 1 の

場合は温度のみでなく圧力（密度）にも依存するが， 1 の場合は温度のみに依存するた

め，如何なる p （あるいは  ）の条件でも一定である．すなわち， 1 の場合は，気体デ

トネーション波の内部構造のスケールが一定であるため， CJn DD 関係は 1 本の曲線と

して唯一つ定まる．一方， 1 の場合は，気体デトネーション波の内部構造のスケールは p

（あるいは  ）に依存して変化するが，この場合も CJn DD 関係が 1 本の曲線として

唯一つ定まることが特徴的である．また，  の増加とともに CJn DD は減少する．なお，

CJn DD 関係のモデルによる計算結果では，臨界点（  crCJn DD と  cr ）が存在し，

 cr  の領域では CJn DD 関係の解は存在しない．図 4.3 ~ 図 4.5 の結果から，

CJn DD が  の関数として p （あるいは  ）に関係なく 1 本の曲線で表されること，およ
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図 4.2  平面 CJ デトネーション波における初期圧力と定数C の関係
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び  の増加とともに CJn DD が減少することに関しては，本研究のモデルによる

CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）は，本研究の実験結果と一致していることがわかる．

すなわち，本研究のモデルは CJn DD 関係の特徴について定性的な説明が可能なモデル

であると考えられる． 

本研究のモデルによる CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）では  crCJn DD は約 0.83 ~ 0.86

であり，  crCJn DD がこれよりも小さくなると気体デトネーション波は維持されない．

Radulescu and Lee は多孔質材を壁面とする直線流路内における気体デトネーション波の伝

播現象を実験的に明らかにした 113,114)．このような条件における気体デトネーション波の伝

播では，気体デトネーション波の内部の流体が多孔質材の壁面へ流出することにより，気

体デトネーション波に対して波面を正に湾曲させることと同様の効果が及ぼされることが

明らかにされた 113,114)．Radulescu and Lee の実験により，セル幅の大きさが流路幅に近づく

につれて，多孔質壁への流体の流出効果の影響により気体デトネーション波の伝播速度は

CJD よりも低下し，最終的に気体デトネーション波としての伝播が不可能になることが明ら

かにされており，気体デトネーション波としての伝播が可能な CJn DD の下限値が約 0.80 ~ 

0.86 であることが示されている． crCJn DD はこの下限値とほぼ一致しており，本研究のモ

デルによる CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）は Radulescu and Lee の実験結果と矛盾し

ない結果である．また，第 2 章および第 3 章では常に 8.0CJin, DD を満足する形態を安定

形態と定義したが， crCJn DD はこの下限値とも概ね一致しており，本研究のモデルによる

CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）は，安定形態の定義に対しても矛盾しない結果であ

る．これらの結果は，正に湾曲した気体デトネーション波の伝播の安定性に対して曲率が

関連している可能性を示唆しているが，これに関する議論は 4.9.3 項で行なうこととする． 

C2H4+3O2および 2H2+O2では，本研究のモデルによる CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）

は， 1 の場合の計算結果よりも実験結果に近づく傾向があるが，2C2H2+5O2+7Ar では，

むしろ 1 の場合の計算結果の方が実験結果に近い結果となった．化学反応速度の圧力（密

度）依存性を考慮したことが本研究のモデルの特徴であるが， CJn DD 関係の計算結果

（ 1 および 1 ）と実験結果が一致するか否かという観点からは，化学反応速度の圧力

（密度）依存性を考慮したことの有効性は明確には確認することはできない． CJn DD

関係の全体的な挙動を俯瞰的に見ると，残念ながら本研究のモデルによる CJn DD 関係

の計算結果（ 1 ）と実験結果は定量的に一致しているとは言い難い．本研究のモデルは，

実際の気体デトネーション波の基本的な特徴である反応誘導領域と反応領域から成る 2 段

構造および化学平衡に加え，更に化学反応速度の圧力（密度）依存性を考慮することによ

り，既存モデルよりも現実性の向上が図られているが，これらの結果から判断すると現実

性の向上は十分であるとは言えず，モデルには改善の余地がある．したがって， CJn DD

関係の計算結果を実験結果に定量的に一致させるためには，モデルの更なる洗練化が必要

である．しかしながら，正に湾曲した気体デトネーション波の準定常・準 1 次元モデルか

ら得られる CJn DD 関係を実験結果と比較した例は他になく，本研究の意義は大きい． 
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図 4.4  CJn DD 関係のモデルによる計算結果と実験結果の

比較（2H2+O2） 
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図 4.3  CJn DD 関係のモデルによる計算結果と実験結果の

比較（C2H4+3O2） 
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4.8.  Dn/DCJ−関係の感度解析 

本研究のモデルによる CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）が実験結果と定量的に一致

しない要因について考察するため，表 4.1 の入力値に対する CJn DD 関係の計算結果

（ 1 ）の感度解析を行なう．本研究のモデルでは，表 4.1 の入力値は可燃性混合気の組

成に応じて定数として決定されているが，  ， a

~
T およびC に関しては，厳密には燃焼の影

響（温度や化学種の組成の変化）や詳細反応モデルの特性によって，表 4.1 の値から変化す

る可能性がある．したがって， CJn DD 関係のこれらのパラメータ（  ， a

~
T およびC ）

に対する感度を解析する． 

C2H4+3O2の場合を例にとる．表 4.1 の C2H4+3O2の条件を基準とし， ， a

~
T およびC を基

準条件から±10%変化させ， CJn DD 関係の感度を確認する．表 4.2 に感度解析の条件を

示す． ， a

~
T およびC を変化させると幾つかの他のパラメータの値も付随して変化するが，

他のパラメータの値の変化を最小限にするように努める．本研究のモデルは 1 モデルで

あり，  を変化させると CJM ， a

~
T ， q~ および K も変化するが，これを避けることはできな

い． の他にこれらのパラメータの値の変化の影響も感度解析の結果に含まれることになる

が，本感度解析では CJM を基準条件に合わせることとし，他のパラメータの値の変化を許

容する．また，  を変化させると気体デトネーション波の構造が変化するため， も変化

する． a

~
T を変化させると気体デトネーション波内の化学反応特性が変化するため，気体デ
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図 4.5  CJn DD 関係のモデルによる計算結果と実験結果の

比較（2C2H2+5O2+7Ar） 
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トネーション波の構造が変化し， も変化する．C は詳細反応モデルの特性に依存するた

め，本来はC の変化は他のパラメータの値も変化させる可能性があるが，本研究のモデル

ではC はあくまでも基準スケールを CJind,l から に変換するために用いる定数として扱って

いるため，本研究のモデルにおいてはC の変化は気体デトネーション波の構造を変化させ

ない．したがって，C を変化させても他のパラメータの値は変化しない． 

 

表 4.2  感度解析の条件（基準条件の可燃性混合気は C2H4+3O2） 

 CJM    
a

~
T  q~  CJpeq,Y   K    C  

Baseline 7.2528 1.3402 0.74480 1.3113 0.45481 1.1893 199.12 2.1270 12.860

1.1  7.2528 1.4742 0.67709 0.88619 0.45481 0.22649 39.015 2.1270 12.860

9.0  7.2528 1.2062 0.82755 2.3094 0.45481 3.9447 9302.2 2.1270 12.860

a

~
1.1 T  7.2528 1.3402 0.81928 1.3113 0.45481 1.4601 199.12 2.1270 12.860

a

~
9.0 T  7.2528 1.3402 0.67032 1.3113 0.45481 0.44295 199.12 2.1270 12.860

C1.1  7.2528 1.3402 0.74480 1.3113 0.45481 1.1893 199.12 2.1270 14.147

C9.0  7.2528 1.3402 0.74480 1.3113 0.45481 1.1893 199.12 2.1270 11.574

 

 図 4.6 ~ 図 4.8 に CJn DD 関係の  ， a

~
T およびC に対する感度解析の結果を示す．通

常，燃焼が進行すると  は小さくなり，一般的な気体デトネーション波では CJ 点における

 の値は約 1.2 であり，図 4.6 の 0.9 の条件にほぼ等しい． の変化は CJn DD 関係の

計算結果（ 1 ）に及ぼす影響は大きく，本研究のモデルでは燃焼中の  の変化を考慮で

きていないことが， CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）が実験結果と定量的に一致しな

いことの要因の 1 つとなった可能性がある．同様に，図 4.7 と図 4.8 より， CJn DD 関

係は a

~
T とC の変化に対しても感度を持っていることがわかる．本研究のモデルでは燃焼（化

学反応）は 1 段階で進行し，燃焼中の a

~
T の変化が考慮されていないが，このことも

CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）が実験結果と定量的に一致しないことの要因の 1 つ

となった可能性がある．炭化水素−酸素（あるいは空気）混合気の反応機構に比べて水素−

酸素（あるいは空気）混合気の反応機構は極めて単純であるが，水素−酸素（あるいは空気）

混合気でも詳細反応モデルにより得られると実験的に得られるとの間に 0.5 ~ 2.0 倍程

度の違いがある 115,116)．すなわち，単純な反応機構でも，気体デトネーション波のように衝

撃波による急激な状態変化と高速の化学反応を伴う現象では，詳細反応モデルにより気体

デトネーション波の内部構造のスケールを定量的に再現することは難しい．したがって，

既存の詳細反応モデルからは C を正確に決定できていない可能性があり，このことも

CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）が実験結果と定量的に一致しないことの要因の 1 つ

となった可能性がある． 

以上の感度解析の結果から， CJn DD 関係の計算結果を実験結果に定量的に一致させ

るためには，気体力学特性および化学反応特性を更に忠実にモデル化する必要があると考
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えられる．詳細反応モデルを直接的に用いて気体デトネーション波の内部構造を再現し，

CJn DD 関係を得ることが理想的であるが，この場合は本研究のモデルのような比較的

単純な手法で解を得ることができないため，数値計算を行なう必要がある．また，多数存

在する詳細反応モデルの中から，どの詳細反応モデルが気体デトネーション波のシミュレ

ーションに対して適切であるかも見極める必要がある． 
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図 4.6  CJn DD 関係のモデルによる計算結果に対する 

 の感度（基準条件の可燃性混合気は C2H4+3O2） 
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図 4.8  CJn DD 関係のモデルによる計算結果に対する 

C の感度（基準条件の可燃性混合気は C2H4+3O2） 
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図 4.7  CJn DD 関係のモデルによる計算結果に対する 

a

~
T の感度（基準条件の可燃性混合気は C2H4+3O2） 
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4.9.  波面の曲率による内部構造の変化と減速機構 

4.9.1.  波面の曲率による内部構造の変化 

 C2H4+3O2 の場合を例にとり，本研究のモデルの計算結果（ 1 ）から得た， の変化

による（波面の曲率による）気体デトネーション波の内部構造（T
~
，~ ， fr

~a ， n
~u ，p~ ，~ ，

Y および M ）の変化を図 4.9 ~ 図 4.16 に示す． を 0 から  cr まで   026776.0  の

等間隔で変化させ，4 条件で評価した．横軸は n~ の対数表示であり， 0~ n は前面の衝撃

波の位置に， 0~ n は前面の衝撃波の下流の領域に， 1~ n は CJind,l に対応する． の増加

は CJn DD ，すなわち伝播マッハ数を低下させる．したがって，図 4.9 に示すように， の

増加により気体デトネーション波内部のT
~
は低下し，特に  cr に近づくと急激に低下する．

これに伴い化学反応速度も低下するため，図 4.10 に示すように~ は低下する．また， の

増加により可燃性混合気の着火が開始する点の位置および~ が最大となる点の位置は下流

側に移動する． の増加による気体デトネーション波内部のT
~
の低下は，図 4.11 に示すよ

うに fr
~a も低下させる．また， の増加による伝播マッハ数の低下は，図 4.12 ~ 図 4.14 に

示すように前面の衝撃波によって誘起される流速，p~ および ~ も低下させる．一方，図 4.15

より， の増加は CJ 点におけるY の値である CJpY を増加させることがわかる．これは，T
~

の低下により平衡点が生成物側に移動するためであり，流れ場に放出される熱量を増加さ

せる効果がある．したがって，図 4.9 において， の増加によるT
~
の減少量は CJ 点に近づ

くにつれて小さくなることがわかる．また，図 4.16 より，  が増加すると平面 CJ デトネ

ーション波の場合よりも前面の衝撃波により近い位置で CJ 条件が成立することがわかる．

正に湾曲した気体デトネーション波の CJ 点の位置は図中の曲線の右端である．平面 CJ デ

トネーション波の場合，理論上 CJ 点は前面の衝撃波の下流の無限遠の位置に存在する．実

際には平面 CJ デトネーション波の CJ 点は前面の衝撃波からの 10 倍程度下流側に離れた

位置に存在することが Vasil′ev et al.の実験結果 117,118)から明らかになっている．理論上，正

に湾曲した気体デトネーション波の CJ 点の位置は によって変化することから，実際の

現象でも正に湾曲した気体デトネーション波の厚さのスケール（前面の衝撃波から CJ 点ま

での距離）は波面の曲率によって変化する可能性があり，平面 CJ デトネーション波の厚さ

スケールとも異なる可能性がある．また，図 4.10 からわかるように，  の増加に伴って

CJ 点では 0
~
 となることから，正に湾曲した気体デトネーション波では CJ 点が反応領域

内に進入する． 
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図 4.9  波面の曲率によるT
~
の分布の変化（C2H4+3O2） 
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図 4.10  波面の曲率による~ の分布の変化（C2H4+3O2） 
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図 4.11  波面の曲率による fr
~a の分布の変化（C2H4+3O2） 
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図 4.12  波面の曲率による n
~u の分布の変化（C2H4+3O2） 
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図 4.13  波面の曲率による p~ の分布の変化（C2H4+3O2） 
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図 4.14  波面の曲率による ~ の分布の変化（C2H4+3O2） 
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図 4.15  波面の曲率によるY の分布の変化（C2H4+3O2） 
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図 4.16  波面の曲率による M の分布の変化（C2H4+3O2） 



 
第 4 章  現実性を向上させた湾曲した気体デトネーション波の準定常・準１次元モデル 

__________________________________________________________________________________________________________ 

 100

4.9.2.  波面の曲率による垂直方向伝播速度の減速機構 

本研究のモデルによる CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）は， CJn DD が  の関数と

して p （あるいは  ）に関係なく 1 本の曲線で表されること，および の増加とともに

CJn DD が減少することに関しては本研究の実験結果と一致しており，本研究のモデルを用

いて正に湾曲した気体デトネーション波の内部構造を調べることにより，波面の曲率によ

る垂直方向伝播速度の減速機構の定性的な理解が可能と考えられる． 

式（4.28）を用いると，式（4.23）は 

       

  





2
fr

nn
2

2
fr

2

12

1211

d

d

Ma

uDMw
a

q
M

n

M


   （4.46） 

のように変形することができる．ここで，およびはそれぞれ 

  

 2
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2
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11
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       （4.47） 
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





      （4.48） 

であり，は化学反応による流体粒子の加速効果を，は波面の曲率による流体粒子の減

速効果を表している．なお，nが減少する方向（前面の衝撃波より下流の方向）に対するM

の増加を正とするため，式（4.46）の nM dd の符号は負としている． 

 C2H4+3O2の場合を例にとり，本研究のモデルによる CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）

の臨界点における~ ，
~
および 

~~
の分布を図 4.17 に示す．正に湾曲した気体デトネー

ション波では常に 0
~
 であり，流体粒子には常に M を減少させようとする効果が作用して

いる．すなわち，正に湾曲した気体デトネーション波では，この減速効果に逆らって流体

粒子を音速まで加速し，CJ 条件を達成しなければならない．前面の衝撃波から可燃性混合

気の着火が開始する点までは化学反応が生じない（すなわち 0w ）ために 0
~  となり，

結果として 0
~~  となる．すなわち，この領域では波面の曲率の影響により M は下流に

向かって減少する．一方，可燃性混合気の着火が開始する点から CJ 点までは，着火の開始

と同時に 0
~  となり，結果として 0

~~  となる．すなわち，この領域では化学反応に

よって生じるエネルギーが流れ場に供給されることにより M は下流に向かって増加するこ

とが可能になる．このように可燃性混合気の着火が開始する点までは M が下流に向かって

減少し，着火後は M が下流に向かって増加するという傾向は，実際に図 4.16 において確認

することができる．  
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正に湾曲した気体デトネーション波における流体粒子の加速と流れ場に放出される熱量

の関係を明らかにするため，以下のように新たな無次元発熱量 *q を定義する． 

 



RT

q
q*         （4.49） 

*q と q~ の間には 

 qMq ~2
CJ

*          （4.50） 

の関係が成り立ち， *q は CJM に依存する． *q を用いると，実際に流れ場に放出される無次

元熱量 *Q は 

 ** YqQ           （4.51） 

の関係により表される．したがって，CJ 点までに流れ場に放出される無次元熱量は
*

CJp
*
CJp qYQ  となる． 

本研究のモデルによる C2H4+3O2の CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）の臨界点を例に

とり，正に湾曲した気体デトネーション波の波面の曲率による垂直方向伝播速度の減速機

構について定性的に考える．C2H4+3O2の CJn DD 関係の臨界点では   85682.0crCJn DD

であり，伝播マッハ数は 6.2144 である．C2H4+3O2にこの伝播マッハ数で伝播する仮想的な

平面 CJ デトネーション波が存在すると考えれば，この仮想的な平面 CJ デトネーション波

の CJ 点までに流れ場に放出される無次元熱量は 440.30*
imCJp, Q であり，正に湾曲した気体

デトネーション波の 48.345*
CJp Q よりも低い．ここで，下付きの im は湾曲した気体デトネ
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図 4.17  CJn DD 関係の臨界点における~ ，
~
および 


~~
の分布（C2H4+3O2） 
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ーション波の伝播マッハ数と等しい伝播マッハ数で伝播する仮想的な平面 CJ デトネーショ

ン波を表す．図 4.18 に C2H4+3O2の CJn DD 関係の臨界点における *Q と M の関係を示

す．正に湾曲した気体デトネーション波では減速効果に逆らって流体粒子を加速しなけれ

ばならないため， 440.30*
imCJp, Q が流れ場に放出されても，その段階の M は 0.6 を僅かに上

回る程度である．すなわち，流体粒子に M の増分を与えて 1M とするためには，更に

905.17* Q が流れ場に放出されなければならない．見方を変えれば，正に湾曲した気体デ

トネーション波では可燃性混合気が持つ *q の一部が減速効果に逆らって流体粒子を加速す

る（すなわち減速効果を打ち消す）ためのエネルギーとして消費されるため，可燃性混合

気が持つ *q を有効に使用した際に達成される平面 CJ デトネーション波の伝播速度を維持

することができず，垂直方向伝播速度が減速する． 

 

 

 

4.9.3.  Dn/DCJ−関係の臨界点 

 図 4.3 ~ 図 4.5 に示したとおり， CJn DD 関係のモデルによる計算結果には臨界点が

存在する．本研究のモデルによる C2H4+3O2の CJn DD 関係の計算結果（ 1 ）を例に

とり，臨界点における微小摂動による正に湾曲した気体デトネーション波の内部構造の変

化を見ることにより，臨界点の発生機構について考察する．  の増加に伴って CJn DD は

減少する傾向があることから，図 4.19（a）に示すように  cr を 0.1%， crCJn DD を−0.1%

摂動させ，臨界点を含めた計 4 点を評価点とする．図 4.19（b）に各評価点における M の分
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図 4.18  CJn DD 関係の臨界点における *Q と M の関係（C2H4+3O2） 
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布を示す．臨界点を除いた他の評価点では 1M が達成されずに，途中から流体粒子が減速

する．この現象は式（4.46）により説明することができる．評価点 2 では垂直方向伝播速度

が臨界値よりも低く，垂直方向伝播速度の低下量に比例してによる流体粒子の減速効果

は減少する．しかしながら，図 4.9 からわかるように，垂直方向伝播速度の低下により正に

湾曲した気体デトネーション波の内部の温度も低下し，温度の低下量は臨界点に近づくほ

ど大きくなる．式（4.7）が示すように化学反応速度は温度依存性があり，温度の低下は化

学反応速度を指数関数的に減少させる．したがって，垂直方向伝播速度の低下によりに

よる流体粒子の加速効果も急激に減少し，その減少量は相対的にの減少量よりも大きい．

すなわち，垂直方向伝播速度が臨界値よりも低下すると，CJ 点付近では相対的にによる

流体粒子の減速効果がによる流体粒子の加速効果よりも大きくなり， 1M まで流体粒子

を加速することができなくなる．一方，評価点 3 では波面の曲率が臨界値よりも大きく，

波面の曲率の増加量に比例してによる流体粒子の減速効果が増加する．すなわち，波面

の曲率が臨界値よりも大きくなると，CJ 点付近ではによる流体粒子の減速効果がによ

る流体粒子の加速効果よりも大きくなり， 1M まで流体粒子を加速することができなくな

る．評価点 4 ではこれらの効果が複合的に現れるため，当然 1M まで流体粒子を加速する

ことができない．したがって，臨界点を超えた領域（波面の曲率の増加と垂直方向伝播速

度の減少の両方あるいはどちらか一方が生じる場合）では，正に湾曲した気体デトネーシ

ョン波は CJ 点を持つことができず，自走できない．このような機構により， CJn DD 関

係のモデルによる計算結果には臨界点が存在する． 

 以上のように，本研究のように 1 段階反応速度則（可逆）を用いた準定常・準 1 次元モ

デルにおいては，正に湾曲した気体デトネーション波が定常的に自走できる限界は波面の

曲率によって決定され，図 4.3 ~ 図 4.5 の CJn DD 関係のモデルによる計算結果からわ

かるように，その限界は臨界点として現れる．図 3.17 ~ 図 3.19 の CJn DD 関係の実験

結果にはモデルによる計算結果のような臨界点を確認することができないものの，実際の

現象でも波面の曲率が正に湾曲した気体デトネーション波の伝播の安定性を決定する因子

である可能性がある．実際に，Radulescu and Lee が行なった，多孔質材を壁面とする直線流

路内における気体デトネーション波の伝播に関する実験 113,114)では，波面の曲率と気体デト

ネーション波の伝播の安定性に相関があることが示されている．図 3.7（a）および図 3.7（b）

からわかるように，安定形態から臨界形態に向かうにつれて，正に湾曲した気体デトネー

ション波は僅かずつであるが非定常的に伝播するようになる．本研究のモデルから得られ

たように，正に湾曲した気体デトネーション波が定常的に自走できる限界が波面の曲率に

よって決定され，同様の機構が実際の現象でも存在するならば，図 3.8 ~ 図 3.10 における

安定領域の下限となる .i constr  の直線は，波面の曲率によって決定されている可能性が

ある．一方，平面の気体デトネーション波の安定性や気体デトネーション波の開始では，

クロスオーバー温度（連鎖分岐反応と連鎖停止反応が釣り合う温度）がこれらの現象の特

性を決定する因子であるとする研究結果がある 119−121)．したがって，正に湾曲した気体デト
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ネーション波においては，安定領域の下限となる .i constr  の直線は，クロスオーバー温

度によって決定されている可能性もある．安定領域の下限となる .i constr  の直線の決定

には，幾つかの現象が複合的に関連している可能性があり，その機構を解明するためには

今後更なる検討が必要である．一方，図 2.13 に示したように臨界形態から不安定形態に移

行すると 2 次元湾曲流路の内周壁面において横波が反射できなくなることから，図 3.8 ~ 図

3.10 における不安定領域の上限となる .i constr  の直線は，波面の曲率の影響よりはむし

ろ内周壁面における横波の反射特性によって決定されている可能性が高いと考えられる． 
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(a) 評価点（臨界点とその近傍）の定義 
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(b) 評価点における M の分布 

 

図 4.19  CJn DD 関係の臨界点における微小摂動が M の分布に及ぼす影響

（C2H4+3O2） 
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4.10.  まとめ 

Yao and Stewart および Sharpe が提唱している正に湾曲した気体デトネーション波の準定

常・準１次元モデルを組み合せ，更に化学反応速度の圧力（密度）依存性を考慮し，現実

性の向上を図った．これにより，実際の気体デトネーション波の基本的な特徴である反応

誘導領域と反応領域から成る 2 段構造，化学平衡，および化学反応速度の圧力（密度）依

存性を網羅したモデルに拡張した．本モデルによって，正に湾曲した気体デトネーション

波の CJn DD 関係を計算し，本研究の実験結果との比較を行なった．本モデルによって

得られた正に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係は， CJn DD が の関数と

して p （あるいは  ）に関係なく 1 本の曲線で表されること，および の増加とともに

CJn DD が減少することに関しては，本研究の実験結果と一致する．すなわち，本モデルは

CJn DD 関係の特徴について定性的な説明が可能なモデルであると考えられる．ただし，

本モデルによって得られた正に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係は，定量

的には実験結果と一致しているとは言い難く，本モデルには改善の余地がある．続いて，

本モデルにより正に湾曲した気体デトネーション波の内部構造を明らかにした．波面の曲

率の増加によって内部構造は変化し，内部の流体粒子には常にマッハ数を減少させようと

する効果が作用する．正に湾曲した気体デトネーション波では，化学反応によって生じる

エネルギーの一部が，この減速効果に逆らって流体粒子を加速する（すなわち減速効果を

打ち消す）ためのエネルギーとして消費される．そのため，正に湾曲した気体デトネーシ

ョン波の垂直方向伝播速度は平面 CJ デトネーション波の伝播速度よりも低くなる．垂直方

向伝播速度の低下は正に湾曲した気体デトネーション波の内部の温度低下を招き，化学反

応速度が急激に低下するため，波面の曲率が増加し続けると最終的には減速効果に逆らっ

て流体粒子を音速まで加速することができなくなる．ゆえに， CJn DD 関係において，

 の増加に対する CJn DD の減少には限界があり，理論的には  cr より先には

CJn DD 関係の解は存在できない． 
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第 5 章  結論 

 

5.1.  結論 

 気体デトネーション波の回折，開始等の多くの状況において湾曲した気体デトネーショ

ン波が発生する．湾曲した気体デトネーション波の物理現象を解明することは，気体デト

ネーション波の現象全般の更なる理解にも繋がり，学術的に重要である．また，近年では

既存の推進装置よりも高い理論熱効率が得られる回転デトネーションエンジンの研究が活

発に行なわれているが，回転デトネーションエンジンの環状燃焼器では主に正に湾曲した

気体デトネーション波が連続的に伝播する．回転デトネーションエンジンを安定作動させ

るためには正に湾曲した気体デトネーション波の基本的な伝播特性の理解が必要であるこ

とから，湾曲した気体デトネーション波の物理現象の解明は工学的にも重要である． 

 本研究では，内周壁面と外周壁面の曲率半径が周方向に一定である 2 次元湾曲流路（流

路幅は一定に固定）を定常的あるいは準定常的に伝播する正に湾曲した気体デトネーショ

ン波を主な対象とし，その基本的な伝播特性を実験的かつ理論的に解明するため，以下の 3

つの目的を掲げた． 

 

（1） 気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可視化する新しい手法（Multi-frame 

Short-time Open-shutter Photography，MSOP）を開発し，2 次元湾曲流路を伝播する正

に湾曲した気体デトネーション波のセル構造と伝播形態の関係を解明し，伝播機構を

明らかにする． 

 

（2） 正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度と波面の曲率の関係を実験

的に取得し，この関係の特性を解明するとともに，この関係が引き起こす 2 次元湾曲

流路における正に湾曲した気体デトネーション波の普遍的な伝播挙動について明ら

かにする． 

 

（3） 正に湾曲した気体デトネーション波について，気体デトネーション波の基本的な特徴

である反応誘導領域と反応領域から成る 2 段構造，化学平衡，および化学反応速度の

圧力（密度）依存性を網羅して現実性を向上させた準定常・準１次元モデルを検討し，

モデル化の結果を実験結果と比較してモデルを検証するとともに，伝播特性を理論的

に明らかにする． 
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湾曲した気体デトネーション波について本研究で明らかにした事柄を，各目的に対応さ

せて以下にまとめる． 

 

（1） 気体デトネーション波の波面とセル構造を同時に可視化する新しい手法として，

Multi-frame Short-time Open-shutter Photography（MSOP）を開発した．MSOP 画像を用

い，2 次元湾曲流路を伝播する気体デトネーション波の伝播形態とセル構造について

確認した．内周壁面の曲率半径 ir が大きく，セル幅が小さいほど，気体デトネーシ

ョン波の伝播は安定する．平面の気体デトネーション波と同様に，正に湾曲した気体

デトネーション波の伝播においてもセル構造の維持が必要である．2 次元湾曲流路を

気体デトネーション波が伝播するとき，内周壁面からの膨張波の影響によって，内周

壁面の近傍のセルが拡大する．伝播が安定形態の場合，拡大したセルから新たなセル

が円滑に生成されることによりセル構造が維持され，その結果として，気体デトネー

ション波は最終的にある一定の正に湾曲した形状をとり，滑らかな波面を維持しなが

ら定常的に伝播する．一方，伝播が不安定形態の場合，内周壁面の近傍でセルが過度

に拡大し，セル構造の崩壊が見られる．そのため，この伝播形態の気体デトネーショ

ン波は非定常的に伝播する．内周壁面における横波の反射は，セル構造の維持におい

て重要な役割を担っており，気体デトネーション波の伝播の安定性に関係する現象で

ある．安定形態および臨界形態において内周壁面における横波の反射が確認されてい

ることから，2 次元湾曲流路において気体デトネーション波の伝播が安定化されるた

めには，このような横波の反射が不可欠であると考えられる． 

 

（2） C2H4+3O2，2H2+O2および 2C2H2+5O2+7Ar の 3 種類の可燃性混合気に対し，2 次元湾

曲流路における気体デトネーション波の伝播特性について明らかにした．本研究の条

件では，2 次元湾曲流路における気体デトネーション波の伝播形態は約 2313 i  r

の間で不安定形態から安定形態に遷移し，安定形態となる下限は可燃性混合気の種類

に依らず約 23i r である．安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波が，

最終的にある一定の湾曲形状を維持しながら 2 次元湾曲流路を定常的に伝播するとい

う特徴を利用して，その波面形状を定式化することにより，正に湾曲した気体デトネ

ーション波の垂直方向伝播速度 nD と波面の曲率 の関係を取得する方法を構築した．

そして，この関係が引き起こす正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展特性を

明らかにした．平面 CJ デトネーション波の伝播速度 CJD で無次元化された nD とに

よって無次元化された の関係（ CJn / DD 関係）は， ir （すなわち 2 次元湾曲流

路の幾何学的形状）および（あるいは初期圧力 p ）を変化させたとしても，すなわ

ち ir を変化させたとしても，  のみの関数としてある 1 本の曲線で表されるよう

な挙動を示し， の増加とともに CJn / DD は減少する．また，正に湾曲した気体デト

ネーション波の CJn / DD 関係は，可燃性混合気の種類に殆ど依存しない．安定形
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態にある正に湾曲した気体デトネーション波の波面進展は，正に湾曲した気体デトネ

ーション波の CJn DD 関係によって支配され，準定常・準 1 次元的である． ir の

増加とともに CJn / DD は 1 に近づき， ir が無限大の条件では，安定形態にある正に

湾曲した気体デトネーション波の波面進展はホイヘンスの原理に従うと予想される．

また， ir が一定の条件では， ir （すなわち 2 次元湾曲流路の幾何学的形状）および

可燃性混合気の種類に依らず波面進展の態様が等しくなり，波面形状が相似になる．

一方，2C2H2+5O2+7Ar に対しては，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD

関係も取得した．負に湾曲した気体デトネーション波では，  の減少とともに

CJn DD は直線的に増加する．円弧状収束デトネーション波の波面進展や，凹に湾曲

した壁面による反射衝撃波が発生しない条件における気体デトネーション波の収束

は，負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係に概ね従う．  

 

（3） Yao and Stewart および Sharpe が提唱している正に湾曲した気体デトネーション波の準

定常・準１次元モデルを組み合せ，更に化学反応速度の圧力（密度）依存性を考慮し，

現実性の向上を図った．これにより，実際の気体デトネーション波の基本的な特徴で

ある反応誘導領域と反応領域から成る 2 段構造，化学平衡，および化学反応速度の圧

力（密度）依存性を網羅したモデルに拡張した．本モデルによって得られた正に湾曲

した気体デトネーション波の CJn DD 関係は， CJn DD が  の関数として p （あ

るいは初期密度  ）に関係なく 1 本の曲線で表されること，および の増加ととも

に CJn DD が減少することに関しては，本研究の実験結果と一致する．すなわち，本

モデルは CJn DD 関係の特徴について定性的な説明が可能なモデルであると考え

られる．ただし，本モデルによって得られた正に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係は，定量的には実験結果と一致しているとは言い難く，本モデルに

は改善の余地がある．続いて，本モデルにより正に湾曲した気体デトネーション波の

内部構造を明らかにした．波面の曲率の増加によって内部構造は変化し，内部の流体

粒子には常にマッハ数を減少させようとする効果が作用する．正に湾曲した気体デト

ネーション波では，化学反応によって生じるエネルギーの一部が，この減速効果に逆

らって流体粒子を加速する（すなわち減速効果を打ち消す）ためのエネルギーとして

消費される．そのため，正に湾曲した気体デトネーション波の垂直方向伝播速度は平

面 CJ デトネーション波の伝播速度よりも低くなる．垂直方向伝播速度の低下は正に

湾曲した気体デトネーション波の内部の温度低下を招き，化学反応速度が急激に低下

するため，波面の曲率が増加し続けると最終的には減速効果に逆らって流体粒子を音

速まで加速することができなくなる．ゆえに， CJn DD 関係において， の増加

に対する CJn DD の減少には限界があり，理論的には解となる CJn DD と  には臨界

値が存在する．  
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 以上より，本研究で対象とした正に湾曲した気体デトネーション波の基本的な伝播特性

が実験的かつ理論的に解明されたものと考えられ，所期の目的を達成したと判断できる．

本研究によって，正および負に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係が初めて

実験により定量的に取得されたことに加え，正に湾曲した気体デトネーション波の

CJn DD 関係が引き起こす普遍的な伝播特性が明らかにされた．更に，正に湾曲した気

体デトネーション波の準定常・準 1 次元モデルから得られる CJn DD 関係を初めて実験

結果と比較し，モデルの検証が行なわれた．このような結果を示した研究例は他になく，

本研究の意義は極めて大きいと言える．また，本研究によって開発された Multi-frame 

Short-time Open-shutter Photography（MSOP）は気体デトネーション波の研究全般において応

用が可能であり，波面形状とセル構造の関係を明らかにする上で有効な手段である．本研

究で得られた知見は，基礎的な研究である湾曲した気体デトネーション波の物理現象の理

解に資するだけでなく，応用的な研究である回転デトネーションエンジンの環状燃焼器に

おける湾曲した気体デトネーション波の伝播挙動の理解にも資するものと考えられる．こ

のように，本研究の成果は気体デトネーション波の物理現象全般の解明や，将来の気体デ

トネーション波の工学的利用へ寄与することが期待でき，その学術的および工学的な重要

性は高い． 

 

5.2.  今後の課題 

 本研究では 2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波

に着目し，複数の可燃性混合気に対して CJn DD 関係を取得し，この関係が可燃性混合

気の種類に殆ど依存しないことを明らかにしたが，他の様々な可燃性混合気においても同

様の特性が見られるのかは不明であり，今後確認する必要がある．気体デトネーション波

のセル構造は可燃性混合気の特性によって変化することが知られている．本研究で使用し

た可燃性混合気の場合，窒素で希釈された可燃性混合気に比べるとセル構造は比較的規則

的であるが 58)，窒素で希釈された可燃性混合気のように不規則なセル構造を持つ気体デト

ネーション波の場合， CJn DD 関係がどのような特性を示すかは興味深い． 

本研究では，2 次元湾曲流路において安定形態にある正に湾曲した気体デトネーション波

が定常的に伝播する際にとる波面形状のフィッティング方法を提案し，初めて実験により

正に湾曲した気体デトネーション波の CJn DD 関係を定量的に取得することに成功し

た．しかしながら，このフィッティング方法は 0 付近では CJn DD 関係を取得する

上で若干正確さに欠けるため，改善の余地がある．例えば，波面全体をフィッティングす

るのではなく，波面を幾つかのセグメントに分割してフィッティングする方法が有効と考

えられる． 

本研究における負に湾曲した気体デトネーション波の実験は初期段階である．また，本

研究で確認した負に湾曲した気体デトネーション波の波面進展では波面形状の変化は小さ
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く，条件（可燃性混合気の種類および流路形状）も限定的である．したがって，負に湾曲

した気体デトネーション波の波面進展と CJn DD 関係の関連性が完全に解明されたと

は言い難い．この関連性を完全に解明するためには，他の条件においても更に実験的な検

討を行なう必要がある． 

本研究では，実際の気体デトネーション波の基本的な特徴である反応誘導領域と反応領

域から成る 2 段構造，化学平衡，および化学反応速度の圧力（密度）依存性を網羅するこ

とにより，正に湾曲した気体デトネーション波に関して既存モデルよりも現実性の向上を

図ったモデルを検討した．しかしながら，本研究のモデルによる CJn DD 関係の計算結

果と実験結果は定量的に一致しているとは言い難い．したがって，今後は気体力学特性お

よび化学反応特性を更に忠実にモデル化する必要があると考えられる．詳細反応モデルを

直接的に用いて気体デトネーション波の内部構造を再現し， CJn DD 関係を得ることが

理想的であるが，この場合は本研究のモデルのような比較的単純な手法で解を得ることが

できないため，数値計算を行なう必要がある．また，多数存在する詳細反応モデルの中か

ら，どの詳細反応モデルが気体デトネーション波のシミュレーションに対して適切である

かも見極める必要がある． 
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付録 A  平面 Chapman−Jouguet（CJ）デトネーション波 

のセル幅 

 

第 1 章で述べたように，気体デトネーション波は非定常構造（セル構造）の集合体であ

る．は平面 CJ デトネーション波のセル構造の代表長さである．気体デトネーション波の

伝播限界や速度損失等の特性にセル構造が深く関連することが知られており，多くの場合，

これらの伝播特性をによってある程度整理することが可能である 14−30)．これまでにセル

構造のモデル化 122−124)や詳細反応モデルを用いた数値計算 115,116,125)によっての予測が行な

われてきたが，現在のところを正確に予測できる手法は存在しない．したがって，を得

るためには主に煤膜法 59)を用いた実験による測定が行なわれる． 

多くの先行研究において，様々な可燃性混合気に対して平面 CJ デトネーション波のが

測定され，幾つかの可燃性混合気の  の測定値はカリフォルニア工科大学の detonation 

database126)に参照可能な形式でまとめられている．図 A.1 ~ 図 A.3 に，本研究で用いた可燃

性混合気（C2H4+3O2，2H2+O2および 2C2H2+5O2+7Ar）の p との関係を示す． T は室温で

ある．各可燃性混合気のは 

 1270.1020.72 
 p  （C2H4+3O2）        （A.1） 

 0242.115.157 
 p  （2H2+O2）        （A.2） 

 1173.1522.61 
 p  （2C2H2+5O2+7Ar）       （A.3） 

のように p のべき乗の関数としてフィッティングすることができ，は概ね p の逆数に比

例する．ここで，と p の単位はそれぞれ mm と kPa である．比例定数は可燃性混合気の

組成によって異なるが，これは伝播マッハ数，比熱比および気体定数等の気体力学特性や，

前指数因子および活性化温度等の化学反応特性が，可燃性混合気によって異なるためであ

ると考えられる．基本的に，本研究では式（A.1）~ 式（A.3）式を用いて p を に換算す

る． 
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図 A.2  初期圧力とセル幅の関係（2H2+O2） 
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図 A.1  初期圧力とセル幅の関係（C2H4+3O2） 
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図 A.3  初期圧力とセル幅の関係（2C2H2+5O2+7Ar） 
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付録 B  波面進展の再現方法 

 

B.1.  基本方程式 

 ある波面において，その進展が準定常・準 1 次元的であるとき，波面の速度関数から波

面の進展を求めることができる．図 B.1 に示すように， yx  平面においてある波面が定義

されるとき，波面上に多数の点（ノード）をある適当な間隔 l で配置すると，任意のノー

ドにおける 1 階微分，2 階微分， および法線ベクトルn を，隣接する 2 つのノードとの位

置関係から決定することができる．したがって，波面の速度関数が nD と の関係として与

えられれば，任意のノードのn および を用いて， t 秒後の任意のノードの位置を知るこ

とができる．このようにして波面の進展を求める方法を marker particle method という（string 

method，nodal method ともいう）98)． 

 

 

 

気体デトネーション波の波面進展が速度関数  ~~
n fD  により支配されるときの marker 

particle method の基本方程式を示す．ここで，上付きのチルダ（~）は無次元化された量を

表し， CJnn

~
DDD  および  ~ である．気体デトネーション波が伝播する場の代表長さを

L とすれば， x ， y および t をそれぞれ Lx ， Ly および LtDCJ のように無次元

化することができる．   平面において，波面上の任意のノードにおける 1 階微分，2 階

微分および~ は 
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図 B.1  Marker particle method による波面進展の再現方法 
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となる．ここで， jはノードの位置を，mは時刻を表す．また，任意のノードにおけるn は 
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で与えられる．したがって，任意のノードの時刻 0 における位置と  後の時刻 1m  におけ

る位置の関係は 

      m
j

m
j

m
j

m
j

1m
j

1m
j

~,, n  f         （B.5） 

のようになる．式（B.5）はラグランジュ座標系における任意のノードの運動方程式である．

任意の初期条件および境界条件に対し，適切なノード数を設定して式（B.5）を解くことに

より，波面進展を得ることができる． 

 

B.2.  解法例 

 例として，内周壁面と外周壁面の曲率半径が周方向に一定の 2 次元湾曲流路を湾曲した

気体デトネーション波が伝播するときの波面進展の解法について説明する．図 B.2 は，2 次

元湾曲流路を安定伝播する湾曲した気体デトネーション波の壁面近傍におけるノードの配

置を示しており，外周壁面において反射衝撃波が生じていない場合である．2 次元湾曲流路

の内周壁面と外周壁面に対して湾曲した気体デトネーション波の波面が常に垂直であるこ

とを境界条件とする．波面上に 1N  個のノードがあるとき，内周壁面上のノードを 0j  ，

外周壁面上のノードを Nj  とする．式（B.3）により内周壁面上および外周壁面上の波面の

~ を決めるためには，内周壁面内および外周壁面内に仮想ノードを配置する必要がある．

内周壁面と外周壁面に対して湾曲した気体デトネーション波の波面が常に垂直である条件

から， 0j  のノードを通過する内周壁面の接線に対して 1j  のノードと線対称となるノー

ドが，内周壁面側の仮想ノード（ 1j  ）である．同様に， Nj  のノードを通過する外周

壁面の接線に対して 1Nj  のノードと線対称となるノードが，外周壁面側の仮想ノード

（ 1Nj  ）である．したがって，内周壁面側および外周壁面側の仮想ノードはそれぞれ 
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として与えられる．  
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図 B.2  2 次元湾曲流路内を安定伝播する湾曲した気体デトネーション波の壁面近傍 

におけるノードの配置 
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気体デトネーション波が伝播する場の代表長さとして ir を採用すると，無次元化された ir

および or はそれぞれ 1~
iii  rrr および ioo

~ rrr  と表される． 0j  のノードは常に内周壁面

上を， Nj  のノードは常に外周壁面上を移動するため，これらの位置はそれぞれ 
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として与えられる．また， 0j  および Nj  のノードの角度の変化は 
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f   

         （B.11） 

により表される． 

式（B.5）を計算機により解いて気体デトネーション波の波面追跡を行なうとき，発散（膨

張）する気体デトネーション波では波面進展とともにノード間隔が広がり，波面追跡の精

度が低下する．一方，収束（収縮）する気体デトネーション波では波面進展とともにノー

ド間隔が狭くなり，ノードの移動経路が交差すると波面進展が不安定化する．これらの問

題を避けるため，ある時刻mにおいて 2 つのノードの間隔が 0
ng

m lBl  （ ngB は 1 以上の

定数）に広がったとき，2 つのノードの中間に新たなノードを生成する．ここで， 0l は初

期のノード間隔である．また，ある時刻mにおいて 2 つのノードの間隔が 0
nd

m lBl  （ ndB

は 1 以下の定数）に縮まったとき，2 つのノードのうち一方を削除する．したがって，これ

らのノードの生成および削除によって，波面上のノード数は波面の進展とともに変化し，

ノード数の初期値は保持されない．ある時刻mの任意のノードにおける m
j

~ と m
jn は隣接す

る 2 つのノードとの位置関係から決定されるため，計算機で波面追跡を行なうためにはノ

ードに対して内周壁面から外周壁面に向かって順に番号を割り当てなければならない．す

なわち，ある時刻においてノードの生成あるいは削除により波面上のノード数が 1N  個か

ら 1N  個に変化するとき， Nを新たな N として採用し，常に内周壁面上で 0j  ，外周壁

面上で Nj  となるようにノードに番号の再割当を行ない，整列する必要がある．  

例えば図 B.2 の場合，本研究では波面追跡の計算は平面の気体デトネーション波が 2 次元

湾曲流路の曲部へ入射する時点から実施した．計算の基本条件として，平面の気体デトネ

ーション波上のノード配置数の設定条件を   100N io  rrinteger とし，十分な空間分解能が

得られるようにした．また，計算の無次元時間間隔は 6100.1  とし，十分な時間分解

能が得られるようにした． 3.1ng B ， 12.0nd B として設定し，ノードの生成あるいは削除

が波面進展に及ぼす影響を極力小さくするようにした． 

以上は外周壁面において反射衝撃波が生じない場合であるが，この方法を応用して外周

壁面において正常反射する場合も扱うことができる．外周壁面において正常反射するとき，

気体デトネーション波の波面形状は反射の影響を受けない．すなわち，外周壁面の影響が

現れないように波面進展を解けば，外周壁面における反射が正常反射の場合の波面進展を
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得ることができる．波面進展の解として必要な領域は oi rrr  であるので，この範囲の波

面進展が外周壁面の影響を受けなくなるような 1io rr の条件を設定し， oi rrr  の領域

の波面進展の解のみを抽出すれよい． 
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付録 C  反応速度則 

 

C.1.  平衡定数 

以下に示すような，N 種類の化学種からなる可逆的な総括反応を考える 110)． 

j

N

1j

jj

N

1j

j MM
b

f








 
k

k

         （C.1） 

ここで， jM は化学反応を構成する化学種， j および j  は化学種 jM の量論係数， k は反応

速度定数であり，下付きの fとbはそれぞれ正反応と逆反応を表す． fk は次式で与えられる． 









T

T
Zk a

f exp           （C.2） 

ここで， Z は前指数因子である．また， fk と bk の間には 

  cfb Kkk            （C.3） 

の関係が成り立つ． cK は濃度表示の平衡定数である．一般に燃焼の総括反応は式（C.1）で

表され，左辺は反応物を，右辺は生成物を表す．式（C.1）の化学反応において複数種の反

応物あるいは生成物が存在し，化学反応過程においてこれらの分子間には相互作用が存在

する．化学反応過程において反応物および生成物が化学平衡状態にあるとき，分圧表示の

平衡定数 pK および cK はそれぞれ次式で定義される 110)． 

 



N

1j
jeq,p

jj pK           （C.4） 

 

   






 N

1j
jj

jj

u

p
N

1j

jeq,c




TR

K
cK         （C.5） 

ここで， jeq,p および jeq,c はそれぞれ化学平衡時の化学種 jM の分圧およびモル濃度， uR は普

遍気体定数である．式（C.1）の化学反応において，反応物および生成物の量論係数の和が

等しいならば，これらの平衡定数の間には以下の関係が成り立つ． 

cp KK             （C.6） 

 

C.2.  ギブス自由エネルギー 

ある化学種（気体）について，比ギブス自由エネルギー g は次式で定義される． 

TspveTshg           （C.7） 

ここで， hは比エンタルピー， sは比エントロピー， v は比体積である．比内部エネルギー

の変化は 
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vpsTe ddd            （C.8） 

で与えられるので，比ギブス自由エネルギーの変化は 

Tspvg ddd            （C.9） 

となる．温度が一定の場合を考えると，気体の状態方程式 RTpv  を代入すれば，上式は 

 pRTg dlnd           （C.10） 

となる．したがって，式（C.10）より標準状態からの比ギブス自由エネルギーの変化量は次

式で与えられる 134)． 

 pRTgg ln           （C.11） 

ここで，上付きのデグリーサイン（°）は Lewis and Randall135)の慣例に則った系の標準状態

を表す．気体の場合，標準状態とはその振る舞いが完全気体的であり，1 atm の状態にある

ことをいう 135)． 

式（C.1）の化学反応のうち反応物において，化学種 jM の標準状態からの比ギブス自由エ

ネルギーの変化量と分圧 jp の関係は，式（C.11）より 

   jjjjj ln pRTgg            （C.12） 

となる 134)．同様に，式（C.1）の化学反応のうち生成物において，化学種 jM の標準状態か

らの比ギブス自由エネルギーの変化量と分圧 jp の関係は 

   jjjjj ln pRTgg            （C.13） 

となる 134)．したがって，式（C.1）の化学反応における全化学種を考慮した標準状態からの

比ギブス自由エネルギーの変化量と分圧 jp の関係は，生成物の状態から反応物の状態を差

し引いて，以下のようになる． 

         


 
N

1j
jjjj

N

1j
jjjjjj lnln pRTpRTgggg       （C.14） 

反応物および生成物をそれぞれ下付きの R と P で区別すると，式（C.14）は 














 











N

1j

jR,

N

1j

jP,
jjln  ppRTGG        （C.15） 

となり，ギブス自由エネルギーの変化量を表す．ここで， 











N

1j

jR,j

N

1j

jP,j ggG          （C.16） 











 
N

1j

jR,j

N

1j

jP,j ggG          （C.17） 

である．また，Nと N  はそれぞれ反応物と生成物の化学種の数である．化学平衡状態では

反応物と生成物の間のギブス自由エネルギーの差が 0，すなわち 0G であり， eqpp  で

あるから 134)，式（C.4）および式（C.15）より 



 
付録 C  反応速度則 

__________________________________________________________________________________________________________ 

 138

 p

N

1j

jR,eq,

N

1j

jP,eq, lnln jj KRTppRTG 













 










       （C.18） 

の関係が得られる．したがって，式（C.18）を式（C.15）に代入すると，式（C.15）は 

 













 











N

1j

jR,

N

1j

jP,p
jjlnln  ppRTKRTG       （C.19） 

となる．なお，反応物全体の分圧を Rp ，生成物全体の分圧を Pp とすると， Rp と Pp は各化

学種の分圧の和として，それぞれ 

 





N

1j

jR,R pp          （C.20） 

 





N

1j

jP,P pp          （C.21） 

として与えられる． 

式（C.1）の化学反応において，反応物および生成物は，化学種の数，量論係数，分子量

および気体力学特性が全て等しく，熱的に完全な気体であるとする．この仮定では，式（C.1）

の化学反応は N21N21 PPPRRR    のように表され， Rp と Pp の間に 

 


R
N,R2,R1,R

p
ppp           （C.22） 


P

N,P2,P1,P

p
ppp           （C.23） 

Y
pp

p

pp

p





 PR

R

PR

P 1         （C.24） 

の関係が成り立つ．ここで，Y は生成物の質量分率（あるいは反応進行度）， は反応次数

であり，  

NN
N

1j

j

N

1j

j  








         （C.25） 

である．したがって， 

















 R

N

1j

jR,
j

p
p          （C.26） 

















 P

N

1j

jP,
j

p
p          （C.27） 

の関係も成り立つ．更に，次式のように，反応物の各化学種の比ギブス自由エネルギーは

互いに等しく，同様のことが生成物の各化学種でも成り立つとする． 

 RN,R2,R1,R gggg           （C.28） 

PN,P2,P1,P gggg           （C.29） 
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式（C.25），式（C.28）および式（C.29）を用いると，式（C.16）は 

  gggG   RP         （C.30） 

のように簡略化される．ここで， g は生成物と反応物の比ギブス自由エネルギーの差であ

る．式（C.26），式（C.27）および 式（C.30）を式（C.19）代入すると，式（C.19）は 

  







 




R

P
p lnln

p

p
RTKRTg        （C.31） 

となる．一方，式（C.24）より 

 






Y

Y

p

p




1R

P          （C.32） 

の関係が得られる．また，先に述べた仮定では式（C.6）が成り立つ．したがって，式（C.6）

と式（C.32）を式（C.31）に代入して整理すると 

  





 


 RT

g

Y

Y

K




exp
1

1

c

        （C.33） 

の関係が得られる． 

 

C.3.  反応速度則 

式（C.3）を考慮すると，式（C.1）のモル濃度基準の化学反応速度は以下のように表され

る 110)． 









 








N

1j
j

c

N

1j
jf

jj 1  c
K

ck         （C.34） 

一方，化学種 jM のモル濃度 jc とモル分率 jX の間には 


j

j
j W

X
c           （C.35） 

の関係がある 110)．ここで， jW は化学種 jM の分子量である．反応物および生成物をそれぞ

れ下付きの R と P で区別し，式（C.35）を用いて式（C.34）を整理すると 












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
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








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1j
j 1








W

X

KW

X
k      （C.36） 

となる．なお，反応物全体のモル分率を RX ，生成物全体のモル分率を PX とすると， RX と

PX は各化学種のモル分率の和として，それぞれ 

 





N

1j

jR,R XX          （C.37） 

 





N

1j

jP,P XX          （C.38） 

として与えられる． 
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反応速度則に対して，化学反応速度における圧力の影響と化学平衡の影響を考慮するこ

とに重点を置くことにする．C.2 項と同様に，式（C.1）の化学反応において，反応物およ

び生成物は，化学種の数，量論係数，分子量および気体力学特性が全て等しく，熱的に完

全な気体であるとする．この仮定では，前述のように式（C.1）の化学反応は

N21N21 PPPRRR    のように表され， 

 


R
N,R2,R1,R

X
XXX          （C.39） 


P

N,P2,P1,P

X
XXX          （C.40） 

WWWW  NR,R,2R,1          （C.41） 

WWWW  NP,P,2P,1          （C.42） 

YXX  RP 1          （C.43） 

の関係が成り立つ．したがって， 
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       （C.45） 

の関係も成り立つ．式（C.2），式（C.25），式（C.44）および式（C.45）の関係を用い，式

（C. 36）を質量基準の化学反応速度に変換すると 
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c
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a       （C.46） 

となる．ここで， 

 
Z

W

W
Z 

          （C.47） 

であり， Z は質量基準の化学反応速度の前指数因子である．式（C.46）に式（C.33）を代

入すると 

  








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
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
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T
YZw  exp1exp1 a1       （C.48） 

となる． 
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 生成物と反応物の比ギブス自由エネルギーの差は次式で与えられる 1)． 

  









Y

Y
RTKRTqg

1
lnln        （C.49） 

ここで，K は標準状態における反応物の比エントロピー 
Rs と生成物の比エントロピー 

Ps を

用いて 








 




R

ss
K RPexp         （C.50） 

のように定義される 1)．式（C.49）を式（C.48）に代入して整理すると 
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KYY
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Zw exp1exp a1      （C.51） 

となり，式（C.51）が化学反応速度の圧力（密度）依存性と化学平衡の影響を考慮した反応

速度則である．本研究では式（C.51）を反応速度則として用いる．なお，式（C.1）の化学

反応の過程において，化学反応の進行に対する反応物の分子間あるいは生成物の分子間の

相互作用が無視できるならば 1 である．このとき式（C.51）は 

 
















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

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






RT

q
KYY

T

T
Zw exp1exp a       （C.52） 

のように単純化され，Fickett et al.1,136)によって提案された反応速度則と等しくなる． 
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付録 D  Chapman−Jouguet（CJ）条件 

 

D.1.  化学平衡を伴う平面の気体デトネーション波の CJ 条件 

 図 D.1 に示すような摩擦のない断面積一定の定常な加熱流れを考える．反応物および生成

物は，化学種の数，量論係数，分子量および気体力学特性が全て等しく，熱量的かつ熱的

に完全な気体であるとする．このとき，基礎式は以下のとおりである．  

nn, uu     （質量保存式）       （D.1） 
2
n

2
n, upup     （運動量保存式）      （D.2） 

22

2
n

2
n, up

e
up

e  




 

 （エネルギー保存式）      （D.3） 

Yq
RT

e 



1

  （熱量的状態方程式）      （D.4） 

RTp     （熱的状態方程式）      （D.5） 

ここで，下付きのマイナス（−）は前面の衝撃波直前の状態あるいは初期状態を表す． 

 

 

式（D.1）~ 式（D.5）を整理すると，以下の 2 つの式が得られる． 

 



v

v
MM

p

p 2
CJ

2
CJ1     （レイリー線）     （D.6） 
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





 （ユゴニオ曲線）    （D.7） 

ユゴニオ曲線は，Y および qの条件により以下の 3 種類が定義できる 1)． 

· 0q : ユゴニオ断熱曲線 

· .,0 constYq  : 凍結ユゴニオ曲線 

· variableYYq  eq,0 （ 0g ）: 平衡ユゴニオ曲線 
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図 D.1  摩擦のない断面積一定の定常な加熱流れ
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 化学平衡を伴う平面の気体デトネーション波（定常・ZND 構造）について考える．この

ときのユゴニオ曲線の種類は平衡ユゴニオ曲線となる 1)．生成物と反応物の比ギブス自由エ

ネルギーの差は，付録 C の式（C.49）より 

  









Y

Y
RTKRTqg

1
lnln         （D.8） 

で与えられる．化学平衡を伴う自走する平面の気体デトネーション波の場合，レイリー線

は平衡ユゴニオ曲線と接し，接点の状態が CJ 点の状態となる 1)．CJ 点は平衡ユゴニオ曲線

上に存在するため化学平衡状態であり 1)， 0g であるから 1)，式（D.8）より K は CJ 点の

状態を用いて 


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CJpeq,CJpeq,

CJpeq, exp
1
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q
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Y
K          （D.9） 

として決定することができる．また，式（D.8）において 0g とすれば，平衡ユゴニオ曲

線の任意の点における eqY は 
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    （D.10） 

で与えられる 1)．式（D.7）および式（D.10）を同時に満足する pp および vv を試行錯誤

法により求めれば，平衡ユゴニオ曲線を決定することができる． 

 表 4.1 の C2H4+3O2を例に，図 D.2 に化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波のレイリー

線とユゴニオ曲線を示す．式（D.7）および式（D.10）において，式（4.40）および式（4.41）

より   448.92~2
CJ  qMRTq  である．図 D.2 の平衡等エントロピー線は 

.
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      （D.11） 

により決定される 1)．ここで， CJpeq, は CJ 点における平衡音速 CJpeq,a を介して 

CJpeq,CJpeq,
2

CJpeq, RTa          （D.12） 

の関係により定義される定数である．図 D.2 において前面の衝撃波通過前の初期状態は状態

1 であり，前面の衝撃波通過直後に不連続的に状態 N（vN 点）に移動する．その後，化学

反応の進行に伴って状態 2（CJ 点）まで移動する．CJ 点ではレイリー線，平衡ユゴニオ曲

線および平衡等エントロピー線が全て接する 1)． 
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 次に，レイリー線に沿った状態変化について考え，CJ 点の状態から CJ 条件を明らかにす

る．式（D.6）より，レイリー線の微分表記は 

dd 2
nup           （D.13） 

となる．一方，レイリー線に沿って化学反応が進行することから，  gsp ,,  と考えるこ

とができる．したがって，  の微小変化は 
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と表される．式（D.14）を式（D.13）に代入して整理すると，レイリー線に沿った状態変化

の関係は 
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     （D.15） 

となり，式（D.15）が CJ 点で満足されなければならない．CJ 点はレイリー線と平衡ユゴニ

オ曲線の接点であるため，レイリー線に沿った状態変化では CJ 点において 0d g である．

また，CJ 点はレイリー線と平衡等エントロピー線の接点でもあるため，レイリー線に沿っ

た状態変化では CJ 点において 0d s である．したがって， 0d g と 0d s の条件を適用する

と，CJ 点において式（D.15）が満足されるためには 
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図 D.2  化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波のレイリー線と 

ユゴニオ曲線（C2H4+3O2） 
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でなければならない．平衡音速の定義は 
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,

2
eq 




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
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
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         （D.17） 

なので，式（D.16）は 
2
eq

2
n au            （D.18） 

となり，CJ 点で局所流速が局所平衡音速に等しくなければならない．この関係が化学平衡

を伴う平面の気体デトネーション波の CJ 条件である 1,81,103)．化学平衡を伴う自走する平面

の気体デトネーション波の場合，CJ 点で化学平衡状態にあり，化学反応速度は 0 となるた

め，CJ 点は反応領域の終端と一致する． 

 

D.2.  化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネーション波の 

CJ 条件 

 次に，化学平衡を伴う自走する正に湾曲した気体デトネーション波（定常・ZND 構造）

の CJ 条件を明らかにする．式（4.12）および式（4.13）より，化学平衡を伴う正に湾曲し

た気体デトネーション波のレイリー線の微分表記は 

  nuDuup ddd nnn
2
n          （D.19） 

となり，波面の曲率の影響が現れる．一方，化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネーシ

ョン波の場合も， の微小変化は式（D.14）で表される．したがって，式（D.14）を式（D.19）

に代入して整理すると，レイリー線に沿った状態変化の関係は 
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   （D.20） 

となる．一方，式（4.13）および式（4.23）より 
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が得られる．ここで，凍結音速の定義より 
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の関係が成り立つ．式（D.21）を式（D.20）に代入して整理すると 
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が得られる．ここで， 
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である．化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネーション波では，式（D.23）が CJ 点で満

足されなければならない． 

 後流の外部擾乱の圧力振動の周波数が十分に低いか，化学反応速度の特性時間が十分に

短いならば，CJ 点において 2
eq

2
n au  が成立すれば，化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネ

ーション波は後流の外部擾乱から独立し，自走することができる．あるいは 2
fr

2
n au  が成立

する場合でもよい． 2
eq

2
n au  の条件が成立することを前提として，式（D.23）の挙動につい

て考える．レイリー線に沿った状態変化で CJ 点において 2
eqa が定義されるためには， 2

eqa の

定義より CJ 点で 0d g でなければならない．すなわち，CJ 点は化学平衡状態であり，CJ

点でレイリー線と平衡ユゴニオ曲線が接する．同様に， 2
eqa の定義より CJ 点で 0d s でなけ

ればならない．すなわち，CJ 点でレイリー線と平衡等エントロピー線が接する．式（D.23）

に 0d g ， 0d s ， 2
eq

2
n au  および 2

eqa の定義を適用すると，式（D.23）は 0 の関係に

簡略化されるが，化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネーション波では 0 であるため，

実際には 0 を満足することができない．すなわち，化学平衡を伴う正に湾曲した気体

デトネーション波のレイリー線に沿った状態変化では，波面の曲率の効果のため 2
eq

2
n au  を

満足する状態に到達することができない．したがって，化学平衡を伴う正に湾曲した気体

デトネーション波の CJ 点では 2
fr

2
n au  が満足されなければならないことがわかる． 

式（D.21）は式（D.22），式（4.12）および式（4.13）を用いると 

 
   

2
n

2
fr

nn
2
frn 1

d

d

ua

uDaqw

n

u







       （D.26） 

のように変形でき，これはマスター方程式と呼ばれる 80,81)．化学平衡を伴う正に湾曲した気

体デトネーション波の下流では，最終的に流れは波面静止系から見て超音速まで円滑に変

化しなければならず，式（D.26）は常に正則でなければならない．すなわち，化学平衡を伴

う正に湾曲した気体デトネーション波の CJ 点では 2
fr

2
n au  であり，式（D.26）の分母が 0 と

なるが，式（D.26）の正則性を維持するために同時に分子も 0にならなければならない 81,103)．

これが化学平衡を伴う正に湾曲した気体デトネーション波の CJ 条件であり，一般化された

CJ 条件（generalized CJ condition）といわれる 80,81,103)．式（D.26）からわかるように，化学

平衡を伴う自走する正に湾曲した気体デトネーション波では，一般化された CJ 条件が満足

されるとき，化学反応速度が 0 よりも大きく，化学反応が進行中であるため，CJ 点は反応

領域の内部に存在することになる． 

 D.1 項に示したように，化学平衡を伴う平面の気体デトネーション波（ 0 ）の CJ 点で
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は，化学平衡状態かつ 2
eq

2
n au  であり，一般に eqfr aa  であるので，一般化された CJ 条件が

満足されることはない 1,81,103)．すなわち，化学平衡を伴う気体デトネーション波の場合，

0 の場合の CJ 条件（CJ 点で化学平衡状態かつ 2
eq

2
n au  ）と 0 の場合の CJ 条件（一般

化された CJ 条件）では CJ 条件が異なるため，化学平衡を伴う平面 CJ デトネーション波の

伝播速度  0CJ D が 0 の極限状態の伝播速度  0n D に一致しないという矛盾が生

じることになる 81,103)．この矛盾を完全に回避する手段は現在のところ存在しない．この矛

盾が本研究の結果に及ぼす影響についての解説は本文の 4.6 項に譲るが，この矛盾はいわゆ

る nD 関係を決定する上では然程影響はないと考えられるため，本研究ではこの矛盾を

許容することとした． 
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付録 E  着火遅れ時間 

 

図 1.1 に示したように，気体デトネーション波の構造を ZND 構造であると見なせば，そ

の構造は反応誘導領域と反応領域の 2 段階から成る．反応誘導領域では，前半は振動モー

ド等の内部自由度が励起され，後半は原子・ラジカルの生成・増殖が起こる．反応領域で

は，前半は急激な発熱を伴う再結合が生じ，後半は緩慢な発熱を伴いつつ化学平衡状態に

向かう．気体デトネーション波における可燃性混合気の着火過程は，衝撃波管を用いた衝

撃波による可燃性混合気の着火過程に等しく 104)，この着火過程は定容の熱爆発過程と考え

られる．ここでは，付録 C で導出した反応速度則を用い，気体デトネーション波における

可燃性混合気の着火過程を定容の熱爆発過程と考え，着火遅れ時間の関係式を導出する．

なお，導出は Boettcher の手法 137)に基づき行なう． 

定容の熱爆発過程では，比内部エネルギーは一定であり，次式のように温度と生成物の

質量分率の関数として表される． 

     Yq
RT

YTee 



1

,


         （E.1） 

比内部エネルギーを時間で微分すると，以下の関係が得られる． 
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       （E.2） 

ここで， vc は定積比熱である．式（E.2）において tY dd は可燃性混合気の質量基準の化学

反応速度であり， w に等しい．化学平衡を伴う気体デトネーション波の場合， w は付録 C

の式（C.51）より次式で与えられる． 
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KYY

T

T
Zw exp1exp a1          （E.3） 

1a T のとき，化学反応速度の温度感度が高くなり，温度が低いとき化学反応速度は極め

て遅い．一方，ある温度を超えると化学反応速度は急激に増加し，熱的な暴走に至る．こ

のときに可燃性混合気が着火したと考えれば，着火までは化学反応は殆ど進行していない

と考えることができる．すなわち， 1a T の条件では，可燃性混合気が着火するまでは近

似的に 0Y である．また，可燃性混合気が着火するまでは式（E.3）において逆反応が正反

応に比べて無視できるほど小さいと見なすこともができるので，式（E.3）において逆反応

の効果を表す角括弧 [ ] で囲われた項を 0 と見なすことができる．したがって， 1a T のと

き，可燃性混合気が着火するまでは，式（E.3）は 

 





 

T

T
Zw a1 exp          （E.4） 

のように近似できる．式（E.4）を式（E.2）に代入すると 



 
付録 E  着火遅れ時間 

__________________________________________________________________________________________________________ 

 149







 

T

T
Z

c

q

t

T a1

v

exp
d

d           （E.5） 

となる． 

式（E.5）に Frank-Kamenetskii 近似 138)を適用する．いま， 0TT  のような極めて小さい

温度上昇を想定し，温度を 

 TTT  0           （E.6） 

のように表す．ここで， 0T はある基準となる温度である．式（E.6）を式（E.5）に代入する

と 
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となる． 1T のとき， 
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のように近似できるので，第 3 項以降の高次の項を無視すれば，式（E.7）は 
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となる．ここで，新たな変数として以下のような無次元温度 を定義する． 
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式（E.10）を時間で微分すると 
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となる．したがって，式（E.10）および式（E.11）を式（E.9）に代入すると以下のように

なる． 
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ここで，無次元時間 を次式で定義する． 
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式（E.13）を用いると，式（E.12）は 

 



exp
d

d
          （E.14） 

となり，積分形は 



 
付録 E  着火遅れ時間 

__________________________________________________________________________________________________________ 

 150

  
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
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dexpd         （E.15） 

である．したがって，式（E.15）より，式（E.14）の解は 

   1ln          （E.16） 

となる．式（E.16）より， 1 のとき  となって熱爆発に至ることがわかる．すな

わち， 1ig,0  がある基準温度 0T における無次元の着火遅れ時間である．ある基準温度 0T

における有次元の着火遅れ時間 ig,0t は式（E.13）より 
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である． 
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付録 F  活性化温度 

 

付録 C の式（C.51）の反応速度則において有効な aT は正反応に対応するものであるから，

aT を得るためには，逆反応の影響が無視できるように可燃性混合気の着火過程に着目すれ

ばよい．付録 E で述べたように，気体デトネーション波における可燃性混合気の着火過程

は定容の熱爆発過程と考えられ， aT は Schultz and Shepherd の手法 104)により定容熱爆発理論

から決定することができる． 

ある温度 0T のときの着火遅れ時間は付録 E の式（E.17）より 
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で与えられる．次に，  が一定（定容）の条件で 0T が変化したときの着火遅れ時間につい

て考える．いま， 0T よりも高温の 1T を考え， 101  TTT とする．温度が 1T のときの着火

遅れ時間は  
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で与えられる．式（F.1）および式（F.2）より，着火遅れ時間について以下の関係が得られ

る． 




















1

a

0

a

2

1

0

ig,1

ig,0 exp
T

T

T

T

T

T

t

t
         （F.3） 

定容熱爆発理論は 1a T の条件を想定して着火遅れ時間を求めるものであるから，式（F.3）

において左辺は右辺の指数関数に強く依存する．すなわち，式（F.3）の右辺において，

101  TTT の関係から   12
10 TT と近似することができる．したがって，式（F.3）は 
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のように簡略化できる．式（F.4）を aT について解けば， 
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10

ig,1ig,0
a 11

lnln

TT

tt
T




          （F.5） 

となる．すなわち，ある基準温度 0T とそれよりも僅かに高い温度 1T において着火遅れ時間

を求め，定容条件で着火遅れ時間の温度依存性を求めることにより，活性化温度を決定す

ることができる． 
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 式（F.5）による活性化温度の決定方法は以下のとおりである． 

 

（1） 最初に可燃性混合気の組成を決定し，基準となる温度と密度を設定し，詳細反応モデ

ルを用いて定容の熱爆発過程を計算する．基準となる温度と密度は，平面 CJ デトネ

ーション波の前面の衝撃波直後の値を採用する．すなわち，基準となる温度および密

度はそれぞれ vNT および vN である．ここで，下付きの vN は von Neumann 点の状態を

表す． vNT および vN は平面 CJ デトネーション波の伝播マッハ数と可燃性混合気の初

期条件（温度および圧力）から決定される．初期温度は 298.15 K とし，初期圧力は

Bane et al.の手法 139)に従い 0.1 MPa とする．なお，本研究では詳細反応モデルに Konnov 

mechanism111)あるいは GRI-Mech 3.0112)を用いた．また，定容の熱爆発過程の計算には

Shepherd の定容熱爆発シミュレーションソフト 140)を用いた． 

（2） 着火遅れ時間は最大温度勾配に到達するまでの時間として近似的に得られる． 

（3） 密度は vN のまま一定とし， vNT より僅かに高い温度条件において，再び着火遅れ時間

を得る．温度の増加量は vNT の 1%とする． 

（4） 式（F.5）より活性化温度を決定する． 
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